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 背景 

複数プロジェクトから構成されるプロジェクトポートフォリオにおいて，人的資源の適切な配

分は重要な課題である．しかし，多くの組織においては，このような人的資源配分のような重

要な意思決定を行う場合においても，定量的な分析や明確な意思決定 プロセスが存在せ

ず，経験と勘に基づいた属人的な意思決定が行われる場合も多い．それらの問題を解決す

るため，プロジェクトポートフォリオの各プロジェクトにおけるタスクの依存関係，タスクの作業

量，およびリソース（人的資源や設備等）の生産性をモデリングし，山積み山崩し法などを用

いて人的資源の稼働率を最大化させ，人的資源配分問題を解く研究はされてきた．これに

よって，確定情報下における，プロジェクトポートフォリオ開始時点の人的資源配置は，客観

的かつ定量的な指標によるモデルベース意思決定が可能となった． 

しかしながら，実問題を考える場合，プロジェクト進行に伴い，見積誤差や生産性のばらつ

きによるタスクの遅延や，大規模なトラブルによる手戻り，ポートフォリオへの新プロジェクトの

追加など，様々な不確実性が存在する．そのため，多くのプロジェクトポートフォリオでは，開

始時に妥当な全体計画を立案しているにもかわらず，進行に伴い，予期せぬ人的資源の再

配置が繰り返されることがある．例えば，IT，サービス業では，ある情報システム開発プロジェ

クトにおいて，発生した障害対応のため，他のプロジェクトから人的資源を集約させ，トラブル

解決を優先する場合がある[1]．また，製造業において，部品の誤差のため，組み立て作業

が進められず，当初計画以上に組み立て設備を使用し続ける場合がある[2]．このように，

様々なドメインにおいて，不確実性に起因したリソースの再配置は行われており，技術の高

度化と多様化や，関係者の増大によって，プロジェクトポートフォリオが大規模，複雑化してき

た昨今においては，このような不確実性に起因した予期せぬ人的資源の再配置がますます

多くなると考えられる．予期せぬ再配置を防ぐべく，想定しうる不確実性に対して余裕を持た

せた頑健な人員計画立案はなされてきたが，想定外の不確実性に対しては当然対応しきれ

ず，余裕を持たせるためのコストも必要となる．そのような状況を鑑みて，プロジェクトポート

フォリオ内外を含めた変化を感知し，適切な対応策を迅速に実行するためのリソースを再構

成する能力は重要であるとされる[3]．今後，より効果的な人員再配置を円滑に実行できるフ

レキシビリティの高い組織作りがますます重要となると考えられる． 



 

 

 
序論 

3 

 目的 

本研究の目的は，不確実性を含む情報システム開発プロジェクトポートフォリオに対して，

フレキシビリティを実装する手法を開発することである．具体的には，作業工数の見積不確実

性や，人的資源の再配置を差配する役割，そして組織内のコミュニケーション距離に基づく

情報遅延などを考慮したプロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いて，複数の組

織変更案を評価することで，プロジェクトポートフォリオ内における効果的な人的資源再配置

を実現可能な組織設計を行う手法を提案する． 

また，複数の情報システム開発に関するプロジェクトポートフォリオに提案手法を適用し，

得られた組織設計指針を基に，提案手法の有用性を評価する． 

 本論文の構成 

本論文の構成を以下に示す． 

第 2 章では，本研究と関連する知識や事例を挙げ，本研究の位置づけについて述べる． 

第 3 章では，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いた組織へのフレキシビリ

ティ実装設計手法について述べる． 

第 4 章では，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションの基本動作検証を行う． 

第 5 章と第 6 章は，提案手法を用いたケーススタディについて述べる． 

第 5 章では，プロジェクト型組織における仮想的な情報システム開発プロジェクトポートフォ

リオをモデル化し，人的資源再配置を差配する役割の配置設計を行う． 

第 6 章では，マトリクス型組織における情報システム展開プロジェクトポートフォリオをモデ

ル化し，組織内情報伝達特性の改善設計を行う． 

第 7 章では，ケーススタディ全体を通して提案手法の有効性について考察する． 

第 8 章では，結論と今後の展望について述べる． 
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 はじめに 

本章では，組織へのフレキシビリティ実装設計に関する関連研究について述べる．不確実

性とフレキシビリティ，プロジェクト設計，組織構造，情報システム開発プロセスに関する既存

研究，事例について概観する． 

 不確実性とフレキシビリティ 

1990 年代後半から，不確実性に備えるための新しいマネジメントのパラダイムとして，フレ

キシビリティの重要性が論じられ始めた．本研究では，フレキシビリティは，不確実な変動に

対するシステムの応答能力のことを指す．Bettis ら[3]は，即座に，変化を感知し，対応策を構

想し，迅速に実行するためのリソースを再構成する能力が重要であると述べている．Ilinitch

ら[4]は，企業の「メタフレキシビリティ」という，運用的，構造的，戦略的という 3 種類のフレキ

シビリティを組み合わせた能力を定義している．また，Sanchez[5]は，資源のフレキシビリティ

について， 表 2-1 のように，用途の広さ，切替の容易性，切替の即時性の 3 つの観点で特

徴付けられると述べている． 

 

表 2-1 資源に関するフレキシビリティの特徴（Sanchez [5]を基に作成） 

1 The 

range of 

use 

Resource flexibility is greater when there is a larger range of alternative uses to 

which a resource can be applied. In essence, resource flexibility increases when 

a resource can be used to develop, manufacture, distribute, or market a range of 

different products. 

2 The costs 

of 

switching 

Resource flexibility is greater when the costs and difficulty of switching from 

one use of a resource to an alternative use are lower. For example, the flexibility 

of a production line increases when the cost of switching from the production 

of one product to another decreases. 

3 The time 

required 

to switch 

Resource flexibility is greater when the time required to switch to an alternative 

resource use is lower. The flexibility of a production system increases when the 

time required to switch from producing one product to another decreases. 

Implicit in this dimension of flexibility is that there is an opportunity cost 

incurred during the "down time" required to switch from one use to another. 
 



 

 

 
関連研究 

6 

 

2000 年代に入り，フレキシビリティを考慮したマネジメントが体系化されてきた．Miller[6]ら

は，大規模エンジニアリングプロジェクトの競争上の優位性の 1 つとして，フレキシビリティと

即興性を挙げている．外乱などが存在する不確実な状況下において，プロジェクトの戦略に

はフレキシビリティを含めることが必須であると述べている．また，de Neufville ら[7][8]は，発

電所や石油プラントのような大規模社会インフラシステム構築プロジェクトなどの工学設計に

おけるフレキシビリティは，発生しうる未来の様々な状況に対する応答性であると説明してい

る．また，フレキシブルな工学設計は，被りうる損失を限定し，とりうる利益を増加させることで，

期待値の向上に重要な機会を提供すると述べている．同じく，de Neufville ら[8]は，表 2-2 を

用いて，不確実性の管理方法について整理することで，エンジニアリングシステムズの計画，

設計，実装を再構築または拡張できると述べている．縦軸は時間の尺度を表し，運用レベル，

戦術レベル，戦略レベルの 3 段階がある．また，横軸は応答の種類を表し，不確実性に対す

る受動的な対応をロバストネス，能動的な応答をフレキシビリティと定義している．この分類に

よれば，運用レベル，戦術レベル，戦略レベルの 3 段階のフレキシビリティが存在する． 

 

表 2-2 不確実性管理の整理法（時間スケールと応答モード）の適用例[8] 

 
 

Time Scale/Mode	of	
Response

Uncertainty	Management System	Modification

Passive:	Robustness Active:	Flexibility

Operational Correcting	a	new	source	of	
variation	revealed	by	statistical	
process	control	

Increasing	a	machine	tool’s	
stiffness	 so	to	avoid	chatter	
and	thereby	improve	
surface	finish	

Design	a	machine	to	detect	
chatter	and	change	feed	
rate	automatically	to	avoid	
poor	surface	finish	

Tactical Investing	in	a	system	to	control	
manufacturing	process	
parameters	like	temperature,	
pressure,	 and	humidity	

Robust	parameter	design	–
selecting	levels	of	
processing	 parameters	that	
ensure	adequate	
performance	over	a	wider	
range	of	conditions	

Organizing	a	plant	(e.g.,	
into	cells)	so	that	it	can	
adapt	to	month-to-month	
changes	in	product	mix.	

Strategic Implementing	a	system	(e.g.,	6)	by	
which	you	work	with	your	
employees	 and	suppliers	 to	
continually	 improve	quality	and	
cost.	

Setting	up	a	technology	
strategy	so	that	your	plant	
can	meet	the	new	accuracy	
demands	 that	are	forecast	
to	be	needed	in	ten	years	

Managing	a	network	of	
suppliers	 so	that	you	can	
add	emerging	new	
capabilities	and	drop	
suppliers	 that	become	
uncompetitive.	
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 プロジェクト設計 

本節では，プロジェクトを設計する様々な手法について説明する． 

2.3.1 スケジューリング 

実プロジェクトを設計する上で，作業のスケジューリングは，重要な計画の１つである．古典

的なアプローチについて述べる．プロジェクトスケジューリングを行うための最初の科学的な

アプローチは，1950 年代に開発されている．1957 年，Critical Path Method (CPM) は，米国

のデュポン社の化学プラント設計のために開発された．プロジェクトで想定する作業の所要

時間と優先順位制約（依存関係）を決定論的に捉えている[9][10]．また，1958 年に，Program 

Evaluation and Review Technique (PERT)は，アメリカ海軍による潜水艦発射ミサイルであるポ

ラリスの開発計画立案のために作られた[9][10]．PERT は，CPM と同様に優先順位制約につ

いては決定論的に考えるが，作業の所要時間については確率論的に考える点で異なる．両

者とも，プロジェクト全体を，作業のネットワークとして表現し，工期短縮のために重点的に管

理する作業項目を決定する点では同じである．その後，1960 年代に入り，Pritsker ら[11]に

よって，Graphical Evaluation and Review Technique (GERT) が開発された．GERT では，

PERT，CPM に比べ，ループなどを含む作業のネットワーク構造を表現可能であり，依存関

係について確率論的に扱うことができる．表 2-3 に上記 3 種の古典的なプロジェクトスケ

ジューリング手法について，作業の所要時間，作業間の依存関係の観点で整理したものを

示す． 

 

表 2-3 スケジューリングの古典的な手法の整理（Wyrozębski [12]を基に作成） 

 
Project network structure 

Deterministic Probabilistic 

Project 

activity 

duration 

Deterministic l CPM l GERT 

Probabilistic l PERT  
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2.3.2 資源制約付きスケジューリング 

前項のプロジェクトスケジューリングは様々な観点で拡張されている．最も重要な拡張の１

つとして，有限な資源の考慮がある．前項の手法は対象作業の実行に十分な資源があれば，

現実的なスケジュールを立案可能であるが，資源に制約がある場合は現実的なスケジュー

ルが立案される保証がない．そこで，資源制約付きプロジェクトスケジューリング問題

（Resource-Constrained Project Scheduling Problem（RCPSP））と呼ばれる，資源制約を考慮し

た様々な研究が行われてきた[13][14]．例えば，Hartmann[15]は，メタヒューリスティクスの１

つである遺伝的アルゴリズムを用いたスケジューリング最適化技術を考案している．

Mitsuyuki ら[16]は，イベントシミュレータと遺伝的アルゴリズムを組み合わせ，造船所の電力

ピークカットに関する戦略立案に関する研究をしている．また，Chen ら[17]は，イベントシミュ

レータとメタヒューリスティクスの１つである蟻コロニー最適化を組み合わせて，ソフトウェアエ

ンジニアリングプロジェクトのスケジューリングの手法を提案している． 

2.3.3 不確実性を考慮した資源制約付きスケジューリング 

前項の資源制約プロジェクトスケジューリング問題は，結果的に確定的なスケジュールを

立案する．現実的には，予期せぬ事象の発生により，プロジェクトは計画通りに進まない場合

が多い．そこで，不確実性を考慮したプロジェクトスケジューリングに関する研究が行われて

いる．Herroelen ら[18]は，不確実性を考慮したスケジューリングに関する調査を行い，手法を

分類している（表 2-4）．大きくベースラインとなるスケジュールの生成とプロジェクト実行中に

おけるスケジュールの生成に大別される．スケジュールとしての頑健さや柔軟性が定義され

ている． 

ベースラインスケジュール生成における，不確実性を考慮した頑健なスケジューリングの例

として，手戻りの不確実性を考慮した研究[19][20][21][22]，タスク所要時間の不確実性を考

慮した研究[23][24][25]，さらに時間毎のタスク実行可否の不確実性をモデル化した研究

[26]，人的資源の作業可否の不確実性をモデル化した研究[27]など，様々な不確実性を考

慮した研究がなされている． 

また，実プロジェクトへの適用においては，Critical Chain Project Management (CCPM)と呼

ばれるプロジェクトマネジメント手法が開発されている[28]．本マネジメント手法は，不確実性

に対処するため，RCPSP による決定論的スケジュールをベースとして，プロジェクト共通バッ

ファの仕組みを導入している． 
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表 2-4 不確実性を考慮したスケジュール生成の手法の分類[18] 

Baseline schedule During project execution 

(i) No baseline schedule 

 

(ii) Baseline scheduling with no 

anticipation of variability 

 

(iii) Proactive (robust) 

scheduling  

Ø Quality robustness  

Ø Solution robustness  

Ø Flexibility  

(i) Dynamic scheduling (scheduling 

policies) 

(ii) Reactive scheduling 

 

 

(iii) Management decisions 

(iv) Sensitivity analysis 

 

 

2.3.4 プロジェクトポートフォリオにおけるスケジューリング 

近年，単一のプロジェクトのみをマネジメントするのではなく，複数のプロジェクトをまとめて

効率的に管理するプロジェクトポートフォリオマネジメント（PPM）が重要視されている[29]．プ

ロジェクトポートフォリオを前提としたスケジューリングについても様々な研究がなされている．

例えば，様々なプロジェクトポートフォリオにおいて有効なタスク優先ルールについて評価し

た研究がある[20]．遺伝的アルゴリズムと離散イベントシミュレーションを組み合わせ，プロ

ジェクトポートフォリオ全体を集中管理型によってスケジューリングを行う手法[21]や，オーク

ションの考え方を取り入れた，分散管理型によって最適化するスケジューリング手法が研究さ

れている[30][31]．また，Krüger[32]らは，プロジェクト間の人的資源の割り当て変更に係るス

イッチングコストをモデル化したモデルを提案している． 

2.3.5 プロジェクトポートフォリオにおける人的資源配置 

プロジェクトポートフォリオにおける人的資源配置に焦点を当てた研究もなされている．

Mitsuyuki ら[33]は，イベントシミュレータと遺伝的アルゴリズムを組み合わせて，各プロジェク

トへの最適な配属率を求める手法を提案している．吉村ら[34]は，プロジェクトの要求スキル
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に対する充足度だけではなく，キャリアパス（配属後に育成されるスキル）や，モチベーション

（人的資源のプロジェクトへの希望）を考慮した最適化問題へ定式化している．これらはいず

れも，初期計画として利用される，静的な手法である．それに対して，Botros[35]は，アンケー

ト調査と網羅的なシステム分析に基づき，プロジェクトポートフォリオの計画段階のみならず，

実行段階も視野に加えた，より良い人的資源配分システムについて評価している．結果とし

て，効果的な人的資源配分システムの構成は，透明性が高く，市場のような特徴を持つと述

べている．また，Abrantes ら[36]は，新製品開発プロジェクトポートフォリオにおける人的資源

マネジメントに関する実証研究を行なっており，ポートフォリオにおける人的資源の再計画や，

人的資源の競合の監視など人的資源管理のプロセスを整理している． 

2.3.6 シミュレーションを用いたプロジェクト設計 

Galbraith[37]は組織内の情報処理の観点から，組織設計を行うための戦略を提唱してい

る．不確実性のある状況下においては複雑な情報処理が必要となるため，組織内情報処理

のスループットを増やすか，必要な情報処理を削減するための組織設計が重要というコンセ

プトを基に組織設計戦略を述べている．Jin ら[38]や Kunz ら[39]や Levitt ら[40]は，Galbraith

の情報処理モデルを基に，Virtual Design Team (VDT)という，プロジェクトにおける人員間の

マイクロレベルの情報処理の振る舞いのモデルを提案し，計算機シミュレーションにより，組

織設計戦略を評価する研究を行なっている．図 2-1 に VDT モデルの概要を示す．より具体

的には，組織構造とコミュニケーションツールの特徴，および調整工数を表現可能なシミュ

レーションモデルである． 

VDT を活用した様々な応用研究がある．例えば，Horii ら[41]は，アメリカと日本のプロジェ

クトチームの文化の違いを，組織構造とマイクロレベルの情報処理モデルによって表現し，

VDT シミュレーションによって，プロジェクト実施におけるタスクの複雑性が増した場合の特徴

等を分析している．また，Suzuki ら[42]は，VDT のコンセプトを基に Process Management Tool 

(PMT)を開発した．図 2-3 に PMT の概要と情報処理モデルを示す．PMT では，組織内のレ

ポートラインを組織内ポジションで表現しており，クライアントからのサービス要求（SRI）に対し

ては，組織内ポジションに応じた情報処理を行う．PMT を用いて，自動車用の金型メーカー

を対象に効果検証を行なっている． 

また，Moser ら[43][44]は，国際プロジェクトの不確実性を考慮し，プロジェクトのモデリング，

シミュレーション，可視化可能なソフトウェア TeamPort[45]を開発した．併せて，TeamPort を

利用したワークショップによるプロジェクト設計の方法論を提案している．図 2-4 に TeamPort
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のインターフェイスを示す．上図は，複数人で同時にプロジェクトを編集可能なスケッチ機能

を示す．下図は，国際プロジェクトの地理的な位置の設定画面であり，時差や移動時間に応

じたコミュニケーション，調整工数が考慮されている．  

 

 
図 2-1 Virtual Design Team (VDT) モデルの概要[38] 

 



 

 

 
関連研究 

12 

 

図 2-2 VDTモデルを用いたモデリングフレームワークの概要[41] 
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図 2-3 PMTの概要と情報処理モデル[42] 
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図 2-4 TeamPortのユーザーインターフェイス[45] 

 



 

 

 
関連研究 

15 

 組織構造 

PMBOK[29]では，プロジェクトを実施する組織構造として，以下の３種類が存在するとして

いる． 

(i) 機能型組織 （Functional Organization） 

(ii) プロジェクト型組織 (Projectized Organization) 

(iii) マトリクス型組織 (Matrix Organization) 

 

図 2-5 に機能型組織の模式図を示す．機能部門ごとに縦割りになっている組織構造であ

る．プロジェクトマネジメントを専任で実施する人員はおらず，プロジェクトマネージャーは

パートタイムとして実施する． 

図 2-6 にプロジェクト型組織の模式図を示す．プロジェクトごとに縦割りになっている組織

構造である．プロジェクトマネージャーの権限が強く，プロジェクトの意思決定だけではなく，

予算管理権限等ももつ．組織として知識や経験が蓄積しにくいという欠点がある．  

図 2-7 にマトリクス型組織の模式図を示す．機能型組織とプロジェクト型組織の長所併せ

持つ反面，複雑な組織構造となる傾向がある． 

 

 

図 2-5 機能型組織（[29]より転載） 

 



 

 

 
関連研究 

16 

 

図 2-6 プロジェクト型組織（[29]より転載） 

 

 

図 2-7 マトリクス型組織（[29]より転載） 

 



 

 

 
関連研究 

17 

 情報システム開発プロセス 

情報システム開発プロジェクトで用いられる開発プロセスについて述べる．具体的には，

ウォーターフォール開発，アジャイル開発に関して説明する． 

ウォーターフォール開発[46]は，1970 年代に確立された開発手法である．図 2-8 のように，

要件定義，設計，開発，テスト，運用といった手戻りのない直列のプロセスである．要件定義，

ユーザーインターフェイス設計，システム構造設計，プログラム設計というように段階的に要

件をシステムに落とし込み，プログラムテスト，結合テスト，システムテストというように段階的に

ソフトウェアの品質を確認する．ウォーターフォール開発は，依然として多くの企業で採用さ

れている開発プロセスである[47]．しかし，後工程が前工程の品質に依存する開発プロセス

であるため，プロジェクトの初期段階で要件が決まらない場合など，目的成果物に不確実性

が含まれる場合，効果的なプロジェクトマネジメントができない． 

一方で，2000 年代に入り，ソフトウェア開発において，アジャイル開発[48]という考え方が，

浸透してきた．アジャイル開発とは特定の決まったプロセスを指すわけではなく，目的成果物

の変化に素早く適応しながらソフトウェアを開発するための軽量な開発手法群の総称である．

アジャイル開発には，スクラム開発[49]，エクストリームプログラミング（XP）[50]などが含まれる．

いずれも初期に全てを設計するわけではなく，部分的な機能について設計，開発，テスト，レ

ビューを繰り返し，追加開発する．  

 

 
図 2-8 ウォーターフォール開発のプロセスモデル（[46]より転載） 
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 本研究の位置付け 

本章では，不確実性とフレキシビリティに関する研究，スケジューリング，プロジェクトポート

フォリオにおける人的資源配置，シミュレーションを用いた設計などのプロジェクト設計に関

する研究，そして組織構造，情報システム開発プロセスについて概観した． 

複雑化するプロジェクトポートフォリオにおいては，不確実性を考慮したプロジェクト設計を

行う必要がある．その 1 つの解決手段として，2.3.3 で紹介したような，不確実性を考慮したス

ケジューリングに関する研究は盛んに行われている．しかしながら，これらの研究の目的は，

想定しうる限られた不確実性に対して，頑健な初期計画を立案することにあり，プロジェクト実

行時に発生した予期せぬ人員再配置を支援するものではない．複雑化したプロジェクトポー

トフォリオにおいては，頑健な初期計画立案だけでは不十分であり，当初計画通りにプロジェ

クトが進まない場合に，より効果的な人員再配置を円滑に実行できるフレキシビリティの高い

組織作りが重要となると考える． 

そこで，本研究における基本方針として，2.3.6 にて紹介した様々な事例と同様に，シミュ

レーションを活用し，組織へのフレキシビリティの実装設計を行う．次に，2.2 で紹介した不確

実性とフレキシビリティに関する研究における，表 2-1 の資源のフレキシビリティの 3 つの側

面から，人的資源のフレキシビリティとして，スイッチングに要する時間のモデル化を考える．

具体的には，人的資源の要求や供給といった情報の遅延をモデル化する．その理由として

は，2.3.6 で紹介した多くのシミュレーションモデルにおいて，プロジェクトのタスク実行に関す

る情報処理をモデル化していた．プロジェクト間の人的資源再配置においても，人的資源の

要求や供給といった情報処理は重要な意味を持ち，組織内の情報伝達の遅延が再配置の

効率性と効果性に影響があると考えたからである．また，情報遅延を含む人的資源再配置の

ダイナミクスをモデル化するにあたり，システム分析の結果[35]として，プロジェクトポートフォリ

オの実行段階における効果的な人的資源配分システムの構成要素としては，透明性が高く，

市場のような特徴を持つ必要があった．そのような特徴を持つ人的資源配分システムの実装

方法の１つとして，プロジェクトからの人員要求を受け，適切な人的資源を供給する，人的資

源の再配置を差配する役割をモデル化した． 

なお，2.5 の情報システム開発におけるアジャイル開発も不確実性に対応する有効なアプ

ローチの１つであり，顧客要求あるいは目的成果物に関する不確実性への適応に焦点を当

てている．本研究では，プロジェクトポートフォリオの進捗変動の不確実性を組織として吸収

するための効率的かつ効果的な人的資源再配置の実現による，フレキシビリティの組織実装
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に主眼を置く． 

 

このような観点から，本研究の新規性は以下である． 

 

(i) 人的資源再配置の効率性と効果性というフレキシビリティの組織実装設計手法の

提案 

(ii) 組織構造の特性を踏まえた情報伝達遅延時間と人的資源の再配置を差配する役

割を含めた人的資源再配置ダイナミクスのモデル化 
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 はじめに 

本章では，情報システム開発プロジェクトポートフォリオに対するフレキシビリティ実装まで

の流れを提案する．作業工数の見積不確実性，人的資源再配置を差配する役割であるブ

ローカー機能，人的資源再配置のダイナミクス，組織内情報伝達特性のモデル化，プロジェ

クトポートフォリオ実行シミュレーションの詳細手順，シミュレーションを用いた組織の変更箇

所の定量的評価法，評価結果を基に実組織に対してフレキシビリティを実装する方法につい

て説明する． 

 提案手法の概要 

図 3-1 に提案する組織へのフレキシビリティ実装設計手法の概要を示す．左側が実世界

(Real)，右側がモデルの世界（Virtual）を表す．以下にフレキシビリティ実装までのアウトライ

ンを示す． 

 

（1）	Real→Virtual の流れ 

実在する情報システム開発プロジェクトポートフォリオの特徴とその実行主体となる組

織の特徴をシミュレーションモデルに変換する 

（2）	Virtual 内の Input→Output の流れ 

モデルの世界において，設計可能な組織情報のパラメータに変更量を加えて，不確

実性を考慮したモンテカルロシミュレーションを実行し，プロジェクトポートフォリオの

パフォーマンスを統計的に分析する 

（3）	Virtual 内の Output→Input の流れ 

得られた分析結果を受けて設計空間の変更がある場合，あるいは追加設計する組織

パラメータがある場合は，（2）を再度実行する 

（4）	Virtual→Real の流れ 

モデルの世界において，（2）と（3）を繰り返し，設計内容の十分な検討が完了した段

階で，実組織を考慮したパラメータの変更量を実現する方法を検討し，実世界に

フィードバックする 

 



 

 

 
提案手法 

22 

 

図 3-1 提案手法の概要：組織へのフレキシビリティ実装設計手法  

 

次節以降では，まず，3.3 において，モデルの世界におけるプロジェクトポートフォリオ実行

シミュレーションについて述べる．その後，3.4 において，シミュレーションを用いて実組織に

フレキシビリティを実装する設計手法について述べる． 

 プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーション 

3.3.1 概要 

提案するプロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションの概要を図 3-2 に示す．シミュ

レーション Sim の入力は，主に実行対象となるタスク情報 T と実行主体となる組織情報 O の

2 種類である．タスク情報 T は対象のプロジェクトポートフォリオの各プロジェクトのタスクの作

業量および依存関係，作業量の見積不確実性を含み，組織情報 O は，ポートフォリオ内の

各人員の生産性と人員間のコミュニケーション特性，そして人員再配置を差配する役割であ
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るブローカー機能の配置を含む．これらの入力情報の中から，設計対象を選択し，設計変数

とする．設計変数の値を変化させながら，離散イベントシミュレーションをモンテカルロ法に

よって複数回実行し，総プロジェクト遅延時間およびポートフォリオ全体における納期後必要

となる総計画外工数（コスト）を出力する． 

次項からは，まず，タスク情報 T，組織情報 O を含む基本問題の定式化を行う，次に，本

研究において特徴的である，見積不確実性の考え方，人的資源再配置のダイナミクス，人的

資源再配置における組織内情報伝達特性のモデル化の方法に加えて，離散イベントシミュ

レーションの詳細手順を説明する．その後，プロジェクトポートフォリオ実行のパフォーマンス

の評価方法について説明する． 

 

 
図 3-2 プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションの概要 

 

3.3.2 基本問題の定式化（タスク情報と組織情報） 
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報 O を含む基本問題の定式化を行う． 

対象とするプロジェクトポートフォリオに含まれる各プロジェクト Pi，𝑖 ∈ {1, … , 𝑁} は，最早

開始時刻 edi と予定納期 ddi の 2 つの時刻に関する属性を持つ．各プロジェクト Pi はタスク

aij，𝑗 ∈ {1, … , 𝐽/}からなる．タスク aij の作業量を wlij とし，あらかじめ決められた値を持つ． 

ポートフォリオマネージャーを PoM，各プロジェクト Pi のプロジェクトマネージャーを PMi，

𝑖 ∈ {1, … , 𝑁}とする．また，プロジェクトポートフォリオに属する各作業者を Rm，𝑚 ∈ {1, … ,𝑀}

とする．また，プロジェクトポートフォリオに属する人員を Hl，𝑙 ∈ {1, … , 𝐿}と表す．本稿におい

ては，1 プロジェクトポートフォリオを扱うため，L，M，N は式(3.1)の関係を満たす．  

 

𝐿 = 1 + 𝑁 + 𝑀	 (3.1) 

 

各作業者 Rm のタスク aij 実行時の生産性を rij, m ≥ 0 とする．なお，本研究においては，PoM

およびプロジェクトマネージャーPMi は人的資源に含めず，作業者 Rm のみを人的資源配分

および再配分の対象とする．つまり，N プロジェクトに対して，作業者である人的資源が M 人

配分される．また，ポートフォリオマネージャーPoM および各プロジェクトマネージャーPMi は

タスクの実行は行わず，各作業者 Rm のみが各タスク aij を実行可能とする．また，各作業者

Rm の実行可能タスク集合 ETm は，式(3.2)のように表される．各作業者 Rm のタスク aij の生産

性 rij, m が 0 より大きい，つまり，生産性の大小を問わず，実行可能なタスク集合を意味する． 

 

𝐸𝑇8 = 𝑎/: 0 < 𝑟/:,8 	 (3.2) 

 

時 刻 t で 人 的 資 源 Rm が 割 り 当 て ら れ て い る タ ス ク を 𝐴𝐴8(𝑡) ⊆

{𝑎CC, … , 𝑎CDE, … , 𝑎/C, … , 𝑎/DF, … , 𝑎GDH}，プロジェクトを𝐴𝑃8(𝑡) ⊆ {𝑃C, … , 𝑃G}で表す．時刻 t，

𝑡 ∈ {1, … , 𝑇}は連続するタイムスロットを表し，T を最後のタイムスロットとする．本稿では，タス

ク aij は 1 人の人的資源によって実行され，中断不可能であり，かつ，1 人の人的資源は複

数タスクの実行できないことを仮定する．そのため，∀𝑡	 𝐴𝐴8(𝑡) ∈ {0,1}となる．また，各作業

者 Rm は，同時に複数プロジェクトに配分されないと仮定するため，∀𝑡	 𝐴𝑃8(𝑡) ∈ {0,1}となる． 

タスク aij の開始時刻および作業時間をそれぞれ sij，dij で表す．作業時間 dij は，タスク aij

に対する人的資源 Rm の生産性 rij, m を用いて，dij = wlij / rij, m (AAm(t) = {aij})と表される．また，

タスク間の依存性として Finish to Start の依存関係のみを対象とする．タスク aij の優先順位制

約 𝑃𝑇/: ⊆ {𝑎/C, … , 𝑎/DF}は，aij の着手時点で完了している必要のあるタスク集合を表す．すな
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わち，aie ∈ PTij となる全ての i, j, e に対して，sie＋die ≤ sij を満たす．なお，プロジェクト間を横

断した優先順位制約は存在しないものとする． 

また，各プロジェクト Pi の全タスク集合を WTi，時刻 t で完了している各プロジェクト Pi のタ

スク集合 CTi(t)，時刻 t で実行中の各プロジェクト Pi のタスク集合 ATi(t)，時刻 t で未着手の

各プロジェクト Pi のタスク集合 UTi(t)，時刻 t で実行可能な各プロジェクト Pi のタスク集合

DTi(t)は，以下のように定義される． 

 

𝑊𝑇/ = 𝑎/:, 𝑗 ∈ {1, … , 𝐽/} 	 (3.3) 

 

𝐶𝑇/ 𝑡 = 𝑎/:, 𝑗 ∈ {1, … , 𝐽/} 𝑠/: + 𝑑/: ≤ 𝑡 	 (3.4) 

 

𝐴𝑇/ 𝑡 = 𝑎/:, 𝑗 ∈ {1, … , 𝐽/} 𝑠/: ≤ 𝑡 < 𝑠/: + 𝑑/: 	 (3.5) 

 

𝑈𝑇/ 𝑡 = 𝑎/:, 𝑗 ∈ 1, … , 𝐽/ ∖ 𝐶𝑇/ 𝑡 ∪ 𝐴𝑇/ 𝑡 	 (3.6) 

 

𝐷𝑇/ 𝑡 = 𝑎/: ∈ 𝑈𝑇/ 𝑡 𝑃𝑇/: ⊆ 𝐶𝑇/ 𝑡 	 (3.7) 

 

時刻 t において，各プロジェクト Pi に配分された人的資源 Rm の集合を𝑅𝐴/(𝑡) ⊆

{𝑅C, … , 𝑅T}，プロジェクトに割り当てられず，人的資源プールに属する人的資源 Rm の集合は

𝑅𝑃(𝑡) ⊆ {𝑅C, … , 𝑅T}と定義する．この時，任意の時刻 t において，配分された人的資源につ

いて式(3.8)の制約を満たす．時刻 t において実行中のタスク数は，プロジェクトに割り当てら

れた人的資源数を超えない．また，人的資源プールに属する人的資源数とプロジェクトに割

り当てられた人的資源の和は，本プロジェクトポートフォリオに属する作業者の総数に等しい． 

 

𝐴𝑇/ 𝑡
G

/UC

≤ 𝐴𝑃8 𝑡
T

8UC

= 𝑅𝐴/ 𝑡
G

/UC

≤ 𝑅𝑃 𝑡 + 𝑅𝐴/ 𝑡
G

/UC

= 𝑀	 (3.8) 

 

上記制約条件を満たしつつ，全てのプロジェクトのタスク aij の完了までの実行手順をシミュ

レーションによって予測する．すなわち，入力情報（タスク情報 T，組織情報 O）を基に，各プ

ロジェクト Pi のスケジュールを𝑆/ = (𝑠/C, … , 𝑠/DF)とする時，N 個のベクトルの集合として得られ

るプロジェクトポートフォリオのスケジュール𝑺 = {𝑆C, … , 𝑆/, … , 𝑆G}を得る．なお，各プロジェクト
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Pi の完了時刻 cti(Si)は，式(3.9)で表せる．各プロジェクト Pi の最後に完了するタスク aij の完

了時刻を開始時刻 sij と作業時間 dij を用いて表す． 

 

𝑐𝑡/(𝑆/) = 𝑚𝑎𝑥:{𝑠/: + 𝑑/:}	 (3.9) 

 

以上によって得られるプロジェクト完了時刻 cti(Si)と予定納期 ddi を比較し，プロジェクト

ポートフォリオのパフォーマンス評価を行う． 

次項からは，本問題設定における，不確実性の考え方，人的資源再配置のダイナミクス，

組織内の情報伝達特性，離散イベントシミュレーション詳細手順，プロジェクトポートフォリオ

のパフォーマンス評価方法について述べる． 

3.3.3 作業工数の見積不確実性 

情報システム開発プロジェクトにおける作業工数見積は，要求が確定する前に正式な見積

を求められる場合や，追加の要求がある場合でも見積は変更されない場合がある[51]ため，

製造業やプラント開発などのハードウェアものづくりプロジェクトに比べて，より大きな不確実

性を含む．そこで，プロジェクト計画時の見積誤差に起因した作業量の不確実性のモデル化

を考える．プロジェクト計画時には，タスクの作業量の正確な把握は不可能であり，誤差を含

んだ形でしか知り得ない，また，作業を進めるにつれて，または作業が完了した時点ではじ

めて，真の作業量を知ることとなる．よって，本研究では，プロジェクトマネージャーPMi は，プ

ロジェクト計画時に各タスク aij の作業量を，ある誤差を含む形でしか予測できないと仮定する．

式(3.10)のように，真の作業量 wlij を平均とする正規分布に従う wl’
ij として予測できるとし，こ

れを見積作業量とする．ただし，wl’
ij が１未満となる場合，1 に補正する．見積不確実性を表

す標準偏差𝜎/は各プロジェクト Pi の特性に応じて設定する． 

 

𝑤𝑙/:\ 	〜	𝑁(𝑤𝑙/:, 𝜎/])	 (3.10) 

 

なお，各タスク aij 着手時に，真の作業量 wlij を知ることとする．すなわち，プロジェクト計画

時には，見積作業量 wl’
ij に基づき，人的資源配分計画を立てる．その後，プロジェクト進行

に伴い，各タスク aij着手時に，真の作業量 wlijを認識する．この時，プロジェクトマネージャー

PMi は，初期計画との作業工数の差異およびプロジェクト Pi に割り当てられた人的資源の多

寡を認識する． 
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3.3.4 ブローカー機能 

情報システム開発・改修・導入プロジェクトの工数見積の不確実性（3.3.3）に起因し，プロ

ジェクト開始後に複数のプロジェクト間でエンジニアの再配置を行う．再配置には 各プロジェ

クトの進捗や個別の状況に加え，エンジニアとのコミュニケーションを通じて先々の作業負荷

を把握する必要があるため，配置変更までに週単位から月単位の時間を要す場合がある．こ

れにより，ポートフォリオ全体の実行パフォーマンスが低下することがある．例えば，情報シス

テム改修プロジェクトにおいて，サブシステム間の依存関係の見落としに起因し，プロジェクト

開始後に追加で改修作業が大量に発生する場合がある．これを検知したプロジェクトマネー

ジャーは，人的資源再配置を差配する人員に対して，人的資源の供給依頼を行う．しかしな

がら，供給依頼から，実際に追加エンジニアが配置されるまでの間にレイテンシーが存在す

るため，一時的に人員不足の状態となる．このように，工数見積等の不確実性に伴い，適切

な人的資源再配置が必要となるが，供給依頼から，実際に追加エンジニアが配置されるまで

のレイテンシーが存在することによって，プロジェクト間の人員多寡が存在し，ポートフォリオと

しての生産性が低下している現状がある． 

本研究では，このように人的資源再配置の効率性と効果性は，ポートフォリオ実行パ

フォーマンスに大きな影響を与えるという前提の下，再配置を差配する役割をブローカー機

能としてモデル化する（以降，ブローカー機能と称す）．また，ブローカー機能を保有する人

員をブローカーと称す． 

組織におけるブローカー機能が扱う人的資源需給の情報伝達速度が異なるため，プロ

ジェクトポートフォリオ全体の人的再配置のダイナミクスが変化する．例えば，図 3-3 のように

ブローカー機能をプロジェクトマネージャーの上位のポートフォリオマネージャーに配置する

場合，全てのプロジェクトからの情報伝達遅延が比較的均等となるため，全てのプロジェクト

からの情報伝達が同様にある場合は，効率が良いと想定される．しかしながら，特定のプロ

ジェクトからの人的資源供給依頼が多い場合は，必ずしもポートフォリオマネージャーによる

中央集権的な人的資源再配置が良いとは限らず，図 3-4 のように，特定のプロジェクトのプ

ロジェクトマネージャーがブローカー機能を有する方が，供給依頼情報の伝達が早いため，

ポートフォリオ全体として効率が良い場合も想定される． 
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図 3-3 ポートフォリオマネージャーがブローカー機能を保有する場合の情報の流れ 

 

 
図 3-4 プロジェクトマネージャーAがブローカー機能を保有する場合の情報の流れ 

 

3.3.5 人的資源再配置のダイナミクス 

3.3.5.1 人的資源再配置の契機と人的資源調整要否判断モデル 

プロジェクトマネージャーPMi は，3.3.3 の不確実性に起因した当初人的資源計画との差異
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の認識を契機として，人的資源の供給依頼あるいは人的資源の放出の判断を行う．プロジェ

クトマネージャーPMiが認識するプロジェクト Piの残作業の総和𝑊𝐿/\ 𝑡 は，式(3.11)のとおり，

実行中のタスク集合 ATi(t)に含まれるタスク aij の実残作業量𝑤𝑙/:^ と未着手のタスク集合 UTi(t)

の見積作業量𝑤𝑙/:\ の総和の和で表される． 

 

𝑊𝐿/\ 𝑡 = 𝑤𝑙/:^ 	
_F`	∈	abF c

+ 𝑤𝑙/:\ 	
_F`	∈	dbF c

		
(3.11) 

 

この時，𝑤𝑙/:^ は，タスク aij の残作業量を表す． 

また，プロジェクトマネージャーPMi が，時刻 t において予測する見積プロジェクト完了時刻

𝑐𝑡/\ 𝑡 は式(3.12)で表されることとする．つまり，残タスクの作業量の総和を現時点でプロジェ

クト Pi に配属された人的資源の人数で除することで，大まかなプロジェクト完了時刻を予測す

るものとする． 

 

𝑐𝑡/\ 𝑡 = 𝑡 + 𝑊𝐿/\ 𝑡 𝑅𝐴/(𝑡) 	 (3.12) 

 

プロジェクト完了時刻𝑐𝑡/\ 𝑡 と予定納期 ddi を基に，プロジェクトマネージャーPMi は，以下

の通り，人的資源調整の判断するものとする． 

 

𝑖𝑓	𝑐𝑡/\ 𝑡 − 𝑑𝑑/ > 0：PMi は，ブローカーに対して人的資源の供給依頼を行う．(3.3.5.3) 

𝑖𝑓	𝑐𝑡/\ 𝑡 − 𝑑𝑑/ = 0：PMi は，何も実施しない． 

𝑖𝑓	𝑐𝑡/\ 𝑡 − 𝑑𝑑/ < 0：PMi は，Pi に配分されている人的資源の放出を行う．(3.3.5.4) 

 

3.3.5.2 ブローカー機能の配置モデル 

人的資源の供給依頼を行う際に，ブローカーの組織内位置に応じて，情報伝達の容易性

が変化する．本研究では，ブローカー機能の配置モデルを定義し，プロジェクトマネージャー

PMi とブローカーとの情報伝達ダイナミクスを表現する．配置モデルでは，ブローカー機能

（人的資源再配置を差配する役割）を保有する人員 Hl を設定する．ブローカー機能の配置

方法 BF を式(3.14)のように定義する．ここで，bfl は式(3.14)の意味である．また，ブローカー

機能の配置位置は，ポートフォリオマネージャーPoM か，各プロジェクトマネージャーPMiか，

各作業者 Rm とする．なお，本研究ではブローカー機能を保有する人員は 1 名とするため，式
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(3.15)の制約を満たす． 

 

𝐵𝐹 = 𝑏𝑓k 1 ≤ 𝑙 ≤ 1 + 𝑁 + 𝑀 = 𝐿 	 (3.13) 

 

𝑏𝑓k =
1										𝑖𝑓	𝐻k	𝑖𝑚𝑝𝑙𝑒𝑚𝑒𝑛𝑡𝑠	𝑏𝑟𝑜𝑘𝑒𝑟	𝑓𝑢𝑛𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛.
0										𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟	𝑡ℎ𝑎𝑛	𝑡ℎ𝑎𝑡	𝑎𝑏𝑜𝑣𝑒.																							

	 (3.14) 

 

𝑏𝑓k

v

kUC

= 1	 (3.15) 

 

以上の通り，設定されたブローカー機能の配置方法 BF に基づき，人的資源の供給に関

する情報伝達経路が変化する． 

3.3.5.3 人的資源供給モデル 

人的資源の供給依頼のシーケンス図を図 3-5 に示す．まず，3.3.5.1 の人的資源調整要

否モデルに基づき，時刻 t に人的資源の追加が必要と判断したプロジェクトマネージャーPMi

は，供給依頼情報（プロジェクト Pi の未着手のタスク集合 UTi(t)と必要な人的資源の量）を，

ブローカーに伝達する． 

次に，ブローカーは，供給依頼情報を基に，時刻 t でプロジェクト Pi へ適切な作業者 Rm と

割り当てる予定の期間𝐴𝑊𝑆/,8(𝑡) ⊆ {1, … , 𝑇}を決定する．本稿では，未着手のタスク集合

UTi(t)の各タスク aij の生産性 rij, m の総和が大きい作業者 Rm から優先的に割当を行うこととす

る．割当予定期間𝐴𝑊𝑆/,8(𝑡)を作業者 Rm に伝達する． 

最後に，ブローカーからの供給依頼を受領した作業者 Rm は，受領時刻 t における自身の

プロジェクト割当計画の空きに対して，プロジェクト Pi への割当期間であることを記録する．な

お，上記の 2 種類の供給依頼情報の伝達には，組織構造におけるコミュニケーション距離に

応じた遅延時間が発生する．コミュニケーション距離と遅延時間については，3.3.6 項にて説

明する． 
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図 3-5 人的資源の供給依頼に関するシーケンス図 

 

3.3.5.4 人的資源放出モデル 

人的資源の放出のシーケンス図を図 3-6 に示す．まず，人的資源の放出が必要と判断し

たプロジェクトマネージャーPMi は，放出すべき人的資源の優先度を算出する．次に，優先

度の高い人的資源 Rm から順に，必要な放出量を満たすまで，プロジェクト Pi への割当期間

を解放し，解放する予定の期間𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡 ⊆ {1, … , 𝑇}を決定する．その後，各人的資源 Rm

へ解放予定期間𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡 を伝達する．本稿では，未着手のタスク集合 UTi(t)と実行可能タ

スク集合 ETm の合致率が小さい作業者 Rm から優先的に放出を行うこととする． 

その後，プロジェクトマネージャーPMi からの解放通知を受領した作業者 Rm は，受領時刻

t における自身のプロジェクト割当計画におけるプロジェクト Pi への割当期間のうち，解放予

定期間𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡 と合致する期間を空き状態に変更する．なお，割当期間の解放情報の伝

達には，人的資源供給依頼の場合と同様に，組織構造におけるコミュニケーション距離に応

じた遅延時間が発生する. 
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図 3-6 人的資源の放出に関するシーケンス図 

 

3.3.6 組織構造による情報伝達特性の差異 

前項で述べたように，人的資源再配置において，ブローカーは人的資源の需給に関する

情報をやり取りし，適切な人的資源配置を考案する．そのため，情報伝達特性はプロジェクト

ポートフォリオのパフォーマンスを左右する重要な要素の 1 つであり，人的資源再配置のわ

ずかな遅れやプロジェクトメンバーの解釈の相違が，ポートフォリオ全体の大きな納期遅延に

つながる可能性もある．情報伝達の評価にあたっては，伝達された情報の精度，伝達速度，

また伝達可能な情報量など，様々な観点が存在する． 

本研究では，そのような様々な情報伝達の観点を総合して，情報伝達の遅延という形で表

現することを考える．なぜなら，精度が低いコミュニケーションや情報量の少ないコミュニケー

ションチャネルであれば，情報授受が複数回発生するため，つまるところ，情報伝達の遅延

につながると考えたためである． 

2.4 で紹介した通り，プロジェクトを実施する際の組織構造として，大きく分けて，プロジェク

ト型組織，機能型組織，その両方の特性を併せ持つマトリクス型組織の 3 種類がある．本研

究では，プロジェクト型組織における情報伝達特性，および機能型組織の情報伝達特性を

それぞれモデル化する．また，情報伝達は 2 つの組織軸の影響を受けると仮定し，両者の情

報伝達モデルを組み合わせることで，両組織の特性を併せ持つマトリクス型組織における情

報伝達特性を表現する． 
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3.3.6.1 プロジェクト型組織におけるコミュニケーション 

まずは，プロジェクト型組織における情報伝達特性を考える．プロジェクト型組織において

は，プロジェクトの開始と終了やプロジェクト間の人的資源の融通に応じて，動的に作業者の

属するプロジェクトが変化する．つまり，時間変化と共に，情報伝達特性も変化する．  

本研究では，プロジェクト型組織としての情報伝達特性としては，時刻 t におけるプロジェ

クトポートフォリオの人員配置に応じて，コミュニケーションのしやすさが変化するものとする．

具体的には，時刻 t におけるプロジェクトポートフォリオの人員の情報伝達可否を隣接行列で

表現する．表 3-1 に N=2 の場合の隣接行列を示す．例えば，プロジェクトマネージャーPM1

は，ポートフォリオマネージャーPoM，作業者𝑅8Eとは直接情報伝達可能であるが，他のプロ

ジェクトマネージャーPM2 や，他のプロジェクトに属する作業者とは直接情報伝達不可能であ

ることを意味する． 

 

表 3-1 プロジェクト型組織の隣接行列（N=2） 

 PoM PM1 PM2 Rm1 Rm2 

PoM 0 1 1 0 0 

PM1 1 0 0 1 0 

PM2 1 0 0 0 1 

Rm1∈ 𝑅𝐴C(𝑡) 0 1 0 0 0 

Rm2∈ 𝑅𝐴](𝑡) 0 0 1 0 0 

 

 

 

次に，隣接行列の累乗から，ポートフォリオマネージャー，プロジェクトマネージャーおよび

作業者を含む全ての人員 Hl 間の最短距離を求め，距離行列を算出する．行列の成分が初

めて 0 でなくなった時の累乗の指数が人員 Hl 間の最短距離を表す．ただし，時刻 t におい

て，どのプロジェクト Pi にも割り当てられておらず，人的資源プールにいた作業者𝑅8wとのコ

ミュニケーション距離は，一律で特定の値を与えることとする．このように作成された距離行列

を，プロジェクト型組織における人員間の情報伝達の困難性を表す，コミュニケーション距離

行列 CDp(t)と定義する．行列 CDp(t)の要素は，人員間のプロジェクト型組織におけるコミュニ

ケーション距離 cdp
Hl1, Hl2 (t)を表す．本距離行列は，プロジェクト型組織の役割間の関係性の

隣接行列を基に作成した距離であるため，絶対値ではなく比に意味がある．実ケースの適用
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時には，実態に即して定数倍して遅延時間を算出する．表 3-2 に，N=2，時刻 t におけるコ

ミュニケーション距離行列を示す．例えば，プロジェクトマネージャーPM1 とプロジェクト P2 に

属す作業者𝑅8xのコミュニケーション距離𝑐𝑑yTE,z{x

| (𝑡)は 3 である． 

 

表 3-2 プロジェクト型組織の隣接行列（N=2） 

 PoM PM1 PM2 Rm1 Rm2 Rmp 

PoM 0 1 1 2 2 2 

PM1 1 0 2 1 3 2 

PM2 1 2 0 3 1 2 

Rm1∈ 𝑅𝐴C(𝑡) 2 1 3 0 4 2 

Rm2∈ 𝑅𝐴](𝑡) 2 3 1 4 0 2 

Rmp∈ 𝑅𝑃 𝑡  2 2 2 2 2 0 

 

 

 

3.3.6.2 機能型組織におけるコミュニケーション 

次に，機能軸における情報伝達特性を考える．機能型組織においては，機能毎に部門が

分かれ，基本的に機能部門間のやり取りはない縦割りの構造であり，特定の窓口の担当者

のみがコミュニケーションチャネルを保有している．また，機能型組織はプロジェクトポートフォ

リオとは独立に存在し，プロジェクトの開始や終了によって影響を受けない組織構造である． 

本研究では，機能型組織としての情報伝達特性は，時刻 t には非依存であり，予め定めら

れた機能部門内外のコミュニケーションチャネルにのみ従う，静的な特性とする．つまり，予

め定めた情報伝達特性は，プロジェクトポートフォリオの進行によって変化せず一定とする．

また，機能部門内のコミュニケーションは円滑に実施できるが，機能部門間のコミュニケー

ションには時間を要するものとする． 

表 3-3 に，機能型組織におけるコミュニケーション距離基準を示す．人員間の情報伝達を

行う場合に，伝達先の人員がどのような機能部門に所属している，どのような職位の人員か

によって，距離が異なる．原則的にこの基準に基づいてコミュニケーション距離を設定するが，

異なる機能部門であっても，自部門に常駐している人員はコミュニケーション距離が小さくな

り，異なる機能部門がさらに別の組織に作業委託を行なっている場合は，その作業委託者と
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はコミュニケーション距離が大きくなる． 

機能型組織の静的な情報伝達特性に合わせて，直接コミュニケーションをとりうる人員間

のコミュニケーション距離を重み付無向グラフ（以降，コミュニケーションネットワーク）で表現

する．図 3-7 にコミュニケーションネットワークの例を示す．本研究においては，グラフ理論に

おけるエッジ上の重みは，ノードで表現される人員間のコミュニケーション距離のことを表すと

し，以降，エッジの距離あるいは人員間の距離と称す． 

次に，コミュニケーションネットワークに基づいて，各人員間の最短距離を Dijkstra 法[52]

によって算出し，その値をコミュニケーション距離とする．プロジェクトポートフォリオに関係す

る各人員 Hl 間の，機能型組織におけるコミュニケーション距離をまとめた行列を CDf とする．

コミュニケーション距離行列 CDf の要素は，人員 Hl1, Hl2 間の機能型組織におけるコミュニ

ケーション距離 cdf
Hl1, Hl2 を表す．図 3-7 のコミュニケーションネットワークを基に算出された

CDf を表 3-4 に示す．例えば，機能部門 div.1 の管理職 A と機能部門 div.2 の一般職 E の

機能型組織におけるコミュニケーション距離 cdf
A, E は 4 である． 

 

表 3-3 機能型組織におけるコミュニケーション距離基準 

（一般職を起点とする場合） 

伝達先人員の部門 職位 距離 

同じ機能部門 一般職 1 

 管理職 2 

異なる機能部門 一般職 2 

 管理職 4 
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図 3-7 機能型組織におけるコミュニケーションネットワーク例 

 

表 3-4 機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 

Div. Name A B C D E F G H I 

div.1 

A 0 2 2 6 4 4 6 4 5 

B 2 0 1 4 2 2 5 3 4 

C 2 1 0 5 3 3 4 2 3 

div.2 

D 6 4 5 0 2 2 9 7 8 

E 4 2 3 2 0 1 7 5 6 

F 4 2 3 2 1 0 7 5 6 

div.3 

G 6 5 4 9 7 7 0 2 3 

H 4 3 2 7 5 5 2 0 1 

I 5 4 3 8 6 6 3 1 0 

 

 

 

3.3.6.3 マトリクス型組織におけるコミュニケーション 

機能型組織とプロジェクト型組織を組み合わせたマトリクス型組織においては，式(3.16)の

ように 2 つのコミュニケーション距離の小さい方のコミュニケーション距離にて，人的資源再配

置に関する情報伝達を可能とする． 

A

B C

E F H

I

D G

Manager

Worker

Weight = 2

Weight = 1

Division

div.1

div.2 div.3
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𝑐𝑑}~E,}~x	 𝑡 = min	(𝑐𝑑}~E,}~x	
� , 𝑐𝑑}~E,}~x	

| (𝑡))	 (3.16) 

 

3.3.7 離散イベントシミュレーション詳細手順 

シミュレーション Sim は，式(3.17)のようにタスク情報 T と組織情報 O に基づいて，プロジェ

クトポートフォリオのスケジュール S を出力する．本項では，離散イベントシミュレーション Sim

の詳細手順について説明する．  

 

𝑺 = 𝑆𝑖𝑚(𝑻, 𝑶) (3.17) 

 

シミュレーション Sim はプロジェクト初期配置構築手順（SimI），プロジェクト実行手順（SimA），

人的資源供給手順（SimB），人的資源放出手順（SimC）の 4 つの手順から構成される，各手順

の関係性を図 3-8 に示す．プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーション全体で，初期配置

構築手順（SimI）を実行する．その後，プロジェクト実行手順（SimA）を実行する．見積不確実

性によって，人的資源調整が必要と判断した場合は，人的資源供給手順（SimB），人的資源

放出手順（SimC）を実行する． 

 

図 3-8 4つの手順の関係性 

 

SimI

SimA
SimB

SimC

t = 0 for Resource Relocation 
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3.3.7.1 SimI : プロジェクト初期配置構築手順 

タスク間の依存関係は同一かつ各タスクの見積工数𝑤𝑙/:\ を実工数と捉えたタスク集合を，

プロジェクトポートフォリオに属する人的資源全員で実行する場合のシミュレーションを実施

する．シミュレーションの実行結果を初期人的資源配置とする．以下に手順を示す． 

 

1. 時刻 t = 0 とする． 

2. 時刻 tにおいて実行可能なタスク集合DTi(t)を抽出する． 

3. タスク優先ルール TSLACK[19]に基づき，タスク aij∈DTi(t)の優先順位を決定する． 

4. タスク優先順に従って，各タスク aij∈DTi(t)に，実行可能な人的資源Rm, m = argmaxm(rij, m)

を割り当てる．（すなわち，𝐴𝐴8(𝑡) ← {aij}とする．） 

5. 実行可能なタスク集合および実行中のタスク集合を更新する．（すなわち，DTi(t) ← 

DTi(t)	∖{ aij }，ATi(t) ← ATi(t)∪{ aij }とする．） 

6. 生産性 rij, mに従って，各タスク aijの残作業量を減らす．（すなわち，𝑤𝑙/:\  ← 𝑤𝑙/:\  - rij, m） 

7. 残り作業量が 0 以下のタスクが存在した場合（if 𝑤𝑙/:\  ≤ 0），そのタスク aijを完了させる．

（すなわち，AAm(t) ← AAm(t)	∖{ aij }，ATi(t) ← ATi(t)	∖{ aij }，CTi(t) ← CTi(t)∪{ aij }とす

る．） 

8. プロジェクト Piに未完了のタスクが存在する場合（∃i CTi(t)≠WTi）t = t + 1 として 2. に戻

る． 

 

3.3.7.2 SimA : プロジェクト実行手順 

初期配置完了後，以下の流れで人的資源再配置を考慮したシミュレーションを行う．本手

順 SimA の 2.〜11.は，プロジェクト Pi 毎に実行する． 

 

1. 時刻 t = 0 とする． 

2. 配置計画に基づき，プロジェクト Piに割り当てられている人的資源RAi(t)を抽出する． 

3. 時刻 tにおいて実行可能なタスク集合DTi(t)を抽出する． 

4. タスク優先ルール TSLACK[19]に基づき，タスク aij∈DTi(t)の優先順位を決定する． 

5. タスク優先順に従って，各タスク aij∈DTi(t)に，実行可能な人的資源Rm, m = argmaxm(rij, m)

を割り当てる．（すなわち，𝐴𝐴8(𝑡) ← {aij}とする．） 

6. 割り当てられた時刻においてのみ，タスク aijの見積作業量を真の作業量で更新する． 

（すなわち，𝑤𝑙/:\  ← 𝑤𝑙/:とする．） 
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7. 実行可能なタスク集合および実行中のタスク集合を更新する．（すなわち，DTi(t) ← 

DTi(t)	∖{ aij }，ATi(t) ← ATi(t)∪{ aij }とする．） 

8. 生産性 rij, mに従って，各タスク aijの残り作業量を減らす．（すなわち，𝑤𝑙/:\  ← 𝑤𝑙/:\  - rij, m） 

9. 残り作業量が 0 以下のタスクが存在した場合（if 𝑤𝑙/:\  ≤ 0），そのタスク aijを完了させる．

（すなわち，AAm(t) ← AAm(t)	∖{ aij }，ATi(t) ← ATi(t)	∖{ aij }，CTi(t) ← CTi(t)∪{ aij }とす

る．） 

10. 予測遅延 ct’i(t) - ddiを算出し，人的資源供給依頼および人的資源放出要否を判断する． 

ct’i(t) - ddi > 0 の場合，手順Bを実施する． 

ct’i(t) - ddi < 0 の場合，手順Cを実施する． 

11. プロジェクト Piの全てのタスクが完了した場合（CTi(t) = WTi）,全ての人的資源を放出す

る．（すなわち，APm(t’) ← ∅  ∀t’  t < t’ ≤ T, ∀m APm(t’)={ Pi }） 

12. いずれかのプロジェクト Piに未完了のタスクが存在する場合（∃i CTi(t)≠WTi）t = t + 1 と

して 2.に戻る． 

 

3.3.7.3 SimB : 人的資源供給依頼手順 

時刻 t = tb に手順 SimA の 10．の供給依頼が行われるとする． 

 

1. t = tb，PMiは要求情報ReqiをブローカーHl（以降，BR）に送付する．Reqiは，人的資源要

求量𝑅𝑒𝑞𝑊𝐿/ 𝑡 と未着手タスク集合UTi(t)からなる． 

t ≤ ddi，	𝑅𝑒𝑞𝑊𝐿/ 𝑡 = 𝑊𝐿/\ 𝑡 − 𝑅𝐴/ 𝑡 (𝑑𝑑/ − 𝑡)  

t > ddi，	𝑅𝑒𝑞𝑊𝐿/ 𝑡 = 𝑊𝐿/\ 𝑡  

2. PMiと BRとのコミュニケーション距離𝑐𝑑yTF,�z(𝑡)を算出し，遅延時間 Δtreqとして設定す

る．（距離 1の情報伝達に時間 1要するとする．） 

3. tbr = tb + Δtreq，各人的資源Rmの要求を満たす空き期間𝐶𝑊𝑆/,8 𝑡�^ =

𝑡\ 𝐴𝑃8 𝑡′ = ∅ ∧ 𝑈𝑇/ 𝑡� ∩ 𝐸𝑇8 ≠ ∅ を算出する．  

4. 残タスク集合の実行性を基に，作業者の供給優先度を決める．（すなわち，𝑅8 ∈

𝑅8 𝐶𝑊𝑆/,8 𝑡�^ ≠ ∅ を候補とし， 𝑈𝑇/(𝑡�) ∩ 𝐸𝑇8 が大きい順にソートする．） 

5. Piへ配分予定の時間集合を𝐴𝑊𝑆/,8 𝑡�^ とする．供給優先度の高い人的資源Rmの時間

𝑡8\ ∈ 𝐶𝑊𝑆/,8 𝑡�^ を，最も近いタイムスロットから供給し（𝐴𝑊𝑆/,8 𝑡�^ ←

	𝐴𝑊𝑆/,8 𝑡�^ ∪ 𝑡8\ ），𝑅𝑒𝑞𝑊𝐿/ 𝑡� を満たすまで，空き時間𝐶𝑊𝑆/,8 𝑡�^ をプロジェクト Pi
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へ配分する．BRは，各人的資源Rmに配分案𝐴𝑊𝑆/,8 𝑡�^ を通知する． 

6. BRと各人的資源Rmのコミュニケーション距離𝑐𝑑�z,z{(𝑡)を算出し，遅延時間Δtsupとして

設定する． 

7. tbrs = tbr +Δtsup，各人的資源Rmは𝐴𝑊𝑆/,8 𝑡�^ と時刻 tbrsの空き期間集合𝑊𝑆8 𝑡�^� =

𝑡′|𝐴𝑃8 𝑡′ = ∅ と合致する配分案を受託する．（すなわち，APm(t’) ← {Pi} ∀t’ {𝑡′ ∈

𝐴𝑊𝑆/,8 𝑡�^ ∩ 𝑊𝑆8 𝑡�^� }とする．） 

 

3.3.7.4 SimC : 人的資源放出手順 

時刻 t = tc に順 SimA の 10．の放出が行われるとする． 

 

1. t = tc，PMiは人的資源放出量𝑅𝑒𝑙𝑊𝐿/ 𝑡 = 𝑅𝐴/ 𝑡 (𝑑𝑑/ − 𝑡) − 𝑊𝐿/\ 𝑡 を算出する． 

2. 作業者Rmがプロジェクト Piに配分された期間集合𝐵𝑆/,8 𝑡 = 𝑡′|𝐴𝑃8 𝑡\ = {𝑃/} ∧ 𝑡\ >

𝑡� を算出する． 

3. プロジェクト Piの残タスク集合の実行性を基に，作業者の放出優先度を算出する.（すなわ

ち，𝑅8 ∈ 𝑅8 𝐵𝑆/,8 𝑡 ≠ ∅ を候補とし，	 𝑈𝑇/(𝑡) ∩ 𝐸𝑇8 の小さい順にソートする．） 

4. 放出予定の時間集合を𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡� = ∅とする．放出優先度の高い人的資源Rmの時間

𝑡8\ ∈ 𝐵𝑆/,8 𝑡 を，最も遅いタイムスロットから放出し（すなわち，𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡� ←

	𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡� ∪ 𝑡8\ ）），𝑅𝑒𝑙𝑊𝐿/ 𝑡 を満たすまで繰り返す．PMiは，各人的資源Rmに放出

案𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡� を通知する． 

5. PMiと各人的資源Rmのコミュニケーション距離𝑐𝑑yTF,z{(𝑡)を算出し，遅延時間Δtnoteとし

て設定する． 

6. tcn = tc+Δtnote，各人的資源Rmは，通知された放出期間𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡� について配属プロジェ

クト情報を更新する．（APm(t’) ← ∅ ∀t’ 𝑡′ ∈ 𝑅𝐵𝑆/,8 𝑡� 𝐴𝑃8 𝑡\ = {𝑃/} ） 

 

3.3.8 開発したプロジェクトポートフォリオ実行シミュレータ 

3.3.8.1 概要 

プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを行うためのソフトウェア（以降，プロジェクト

ポートフォリオ実行シミュレータ）について説明する．本研究におけるプロジェクトポートフォリ



 

 

 
提案手法 

41 

オ実行シミュレータは，満行[53]による作業チーム設計支援システムのチーム作業シミュレー

ション機能（pDES[54]）に対して，機能追加と修正を行うことで開発した．作業チーム設計支

援システムおよびプロジェクトポートフォリオ実行シミュレータは，Java ベースの統合開発環境

（IDE）である Eclipse[55]のリッチクライアントの開発・実行プラットフォーム「Eclipse Rich Client 

Platform（Eclipse RCP）[56]」上に実装されている．プロジェクトポートフォリオの各モデルの入

力機能には，Eclipse 上でオブジェクトをグラフィカルに表示・編集できるフレームワーク

「Graphical Editing Framework（GEF）[57]」を利用して開発した． 

3.3.8.2 シミュレーションモデルの入力 

タスク情報 T として，各プロジェクト Pi の予定納期 ddi，見積不確実性𝜎/は，図 3-9 のよう

に，プロジェクト Pi のオブジェクトを選択し，入力する．また，タスク aij の作業量 wlij は，図 

3-10 のようにタスク aijのオブジェクトを選択し，右側のペインより入力する．優先順位制約 PTij 

⊆ {𝑎/C, … , 𝑎/DF}は，図 3-10 の中央のペインにて，タスク aij に向かう矢印によって表現する．

例えば，タスク a12 に対しては，タスク a11 からのみ，矢印が引かれている場合，PT12＝{a11}と

なる． 

組織情報 O として，各作業者 Rm，𝑚 ∈ {1, … ,𝑀}，各作業者のタスク aij の生産性 rij, m は，

図 3-11 のように作業者集合オブジェクトを選択し，右側のペインより入力する．また，ブロー

カー機能の配置情報 BF，機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDf，および，プ

ロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)については，シミュレーション実

行時に，CSV ファイルを読み込むことで，入力する． 
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図 3-9 プロジェクト Piの予定納期 ddiと見積不確実性σiの入力 

 

 

図 3-10各タスク aijの真の工数 wlijとタスク aijの優先順位制約 𝑃𝑇/:の入力 
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図 3-11各作業者 Rmのタスク aij実行時の生産性 rij, mの入力 

 

3.3.8.3 情報遅延の実装 

3.3.5，3.3.6，3.3.7 で述べたように，人的資源再配置に関する情報伝達には，人員間のコ

ミュニケーション距離に応じた情報遅延が伴う．本プロジェクトポートフォリオ実行シミュレータ

における情報遅延の実装方法について説明する． 

図 3-12 に本シミュレータで扱う情報（人的資源供給依頼，人的資源放出通知）の親クラス

である Request クラスを示す．また，図 3-13 に，各情報遅延の表現方法を示す．Request クラ

スは残時間(remainingTime)という変数を持ち，Request インスタンスが生成されるタイミングで

コミュニケーション距離に応じた残時間が設定される．その後，離散イベントシミュレーション

の各時刻において，以下の２つの処理が行われる． 

 

1. updateRemeainingTime 

残時間(remainingTime)のデクリメント（updateRemeainingTime）処理．残時間を 1 減

らす． 

2. checkArrival 
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残時間(remainingTime)が 0 である場合にのみ，True を返す到着判定処理．残時間

が 0 であることは，その情報が伝達したことを意味する． 

 

最終的に checkArrival による到着判定処理によって，Request インスタンスが到着したタイ

ミングで，次の処理が実行される． 

例えば，t=2 において，プロジェクトマネージャーP1 からブローカーに対して，人的資源供

給依頼がなされる場合を考える．両者の間のコミュニケーション距離が 2 とすると，残時間

(remainingTime)が 2 と設定される．次に，t=3 において，updateRemeainingTime によるデクリ

メント処理がなされ，残時間(remainingTime)が 1 に変更される．その後，checkArrival による

到着判定処理がなされるが，残時間(remainingTime)は 1 であるため，False が返却され，次

の処理は実行されない．最終的に，t=4 において updateRemeainingTime によるデクリメント処

理がなされ，残時間(remainingTime)が 0 に変更される．その後，checkArrival による到着判

定処理がなされ，残時間(remainingTime)が 0 であるため，True が返却され，次の処理である

ブローカーの人的資源配置計画の処理がなされる．ブローカーから作業者への情報伝達に

関する情報遅延，プロジェクトマネージャーから作業者への情報伝達に関する情報遅延につ

いても，同様にモデル化される． 

 

 

図 3-12 Request Class（情報遅延に関するメンバのみ表示）  

 

Request
- remainingTime : int

+ updateRemainingTime() : void
+checkArrival() : boolean



 

 

 
提案手法 

45 

 
図 3-13 Request Instanceによる情報伝達遅延表現（送付から伝達まで） 

 

3.3.8.4 シミュレーション結果の出力 

プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションは，実行結果のサマリ（図 3-14），初期配置

計画（図 3-15），実行シミュレーション後の配置結果（図 3-16），タスク実行結果（図 3-17），

作業者のプロジェクト配置計画履歴（図 3-18）を含む CSV ファイルを出力する．各出力例は，

5 プロジェクトのポートフォリオを，12 名の作業者によって実行するシミュレーション結果を表

す． 

実行結果のサマリ（図 3-14）には，総作業量，予定納期などの設定値に加え，シミュレー

ション結果としての見積総作業量，開始時刻，完了時刻，所要時間が出力される． 

初期配置計画（図 3-15）は，3.3.7.1 の SimI 初期配置構築手順の実行結果を表す．縦軸

が作業者，横軸が時刻を表し，セル内の数値はプロジェクトの id を表す．id は 0 始まりであ

り，5 プロジェクトからなるポートフォリオの場合は，id=0,1,2,3,4 となる．また，-1 の場合はどの

プロジェクトにも割り当てられていないことを表す． 

実行シミュレーション後の配置結果（図 3-16）は，SimI に基づき，SimA, SimB, SimC を実行し

た結果，割り当てられたプロジェクトの履歴を表す．図の見方は，初期配置計画と同じである． 

タスク実行結果（図 3-17）は，シミュレーションの結果，得られたタスクの実行履歴を表す．

縦軸が作業者，横軸が時刻を表し，セル内の数値はタスクの id を表す．ポートフォリオに含ま

れる全タスクが連番で id 化される．また，-1 の場合はどのタスクも実行していないことを表す． 

作業者のプロジェクト配置計画履歴（図 3-18）は，時刻 t におけるプロジェクト配置計画の

履歴である．縦軸，横軸共に時刻を表す．各行が t における，最大時刻 T までのプロジェクト

配置計画を表す．縦軸の最大値はプロジェクトポートフォリオ内のタスクが完了する 1 時刻前

の値であり，横軸の最大値はシミュレーションの最大時刻 T=200 である． 

t = t1

t = t1+Δt

Request Instance : r

r.updateRemainingTime()…

Δt

r.checkArrival() 

Next Process

r.updateRemainingTime()
r.checkArrival() 

r.checkArrival() 
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図 3-14 プロジェクトポートフォリオ実行結果のサマリ 

 

 

図 3-15 初期配置計画 

 

 

図 3-16 実行シミュレーション後の配置結果 
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図 3-17 タスク実行結果 

 

 

図 3-18 作業者のプロジェクト配置計画履歴 

 

3.3.9 プロジェクトポートフォリオパフォーマンスの評価 

プロジェクトポートフォリオの実行パフォーマンスを評価するため，シミュレーションによって

出力されたスケジュール𝑺 = {𝑆C, … , 𝑆/, … , 𝑆G}を基に，式(3.18)で表される平均プロジェクト遅

延[31]，式(3.22)で表される総プロジェクト遅延，および式(3.23)で表される総計画外工数の

指標を算出する．なお，平均プロジェクト遅延，総プロジェクト遅延，総計画外工数は小さけ

れば小さいほど良いスケジュールといえる． 

3.3.9.1 平均プロジェクト遅延 

平均プロジェクト遅延（式(3.18)）は，プロジェクトポートフォリオを構成する N つのプロジェク
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ト Pi の予定納期 ddi に対する，プロジェクト完了時刻𝑐𝑡/(𝑆/)（式(3.9)参照）の遅延の平均値を

表す．なお，予定納期 ddi より早く完了した場合は，遅延 0 として評価する．  

 

𝐴𝑃𝐷 𝑆 =
1
𝑁

max	{0, 𝑐𝑡/(𝑆/) − 𝑑𝑑/}
G

/UC
 (3.18) 

 

3.3.9.2 平均 APD 

モンテカルロシミュレーションを実施した際に，乱数のパターンに応じて見積作業量が変

化するため，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションの出力結果は変化する．乱数の

パターン数を Nrand とすると，Nrand 回のシミュレーション実行結果として得られる平均プロジェク

ト遅延の平均値を平均 APD（式(3.19)）として評価する．なお，式(3.19)中の𝐴𝑃𝐷(𝑆�)は，k 番

目の乱数列によって実行された場合のスケジュール𝑆���の平均プロジェクト遅延を表す． 

 

𝐴𝐴𝑃𝐷 = 𝐴𝑃𝐷(𝑆�)
G����

�UC
/𝑁^_�� (3.19) 

 

3.3.9.3 対全配置平均比率 

ブローカー機能の各配置の評価のため，全ブローカー機能の配置候補の平均値に対す

る特定のブローカー機能の配置の差異を評価する．まず，特定のブローカー機能の配置方

法 BF（式(3.13)）における平均 APD を𝐴𝐴𝑃𝐷��，ブローカー機能の配置候補数を 𝐵𝐹 とし，

平均 APD の全配置平均を次式によって算出する． 

 

𝐴𝐴𝑃𝐷����T =
𝐴𝐴𝑃𝐷��
𝐵𝐹��

 (3.20) 

 

次に，式(3.21)によって，各ブローカー機能の配置における平均 APD の，全配置平均

𝐴𝐴𝑃𝐷����Tに対する比率（対全配置平均比率）を算出する．対全配置平均比率は，小さけ

れば小さいほど，平均に比べて遅延が小さいことを表し，より良いブローカー機能の配置で

あること表す．対全配置平均比率 1 の時，そのブローカー機能の配置の結果，発生する遅延

は平均と同一であることを示す． 
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𝑅𝑎𝑡𝑖𝑜�� =
𝐴𝐴𝑃𝐷��

𝐴𝐴𝑃𝐷����T
 (3.21) 

 

3.3.9.4 総プロジェクト遅延 

プロジェクトポートフォリオを構成する N つのプロジェクト Pi の予定納期 ddi に対する，プロ

ジェクト完了時刻𝑐𝑡/(𝑆/)（式(3.9)参照）の遅延の総和を表す．なお，予定納期 ddi より早く完

了した場合は，遅延 0 として評価する． 

 

𝑇𝑃𝐷 𝑺 = max	{0, 𝑐𝑡/(𝑆/) − 𝑑𝑑/}
G

/UC
	 (3.22) 

 

3.3.9.5 総計画外工数 

プロジェクトポートフォリオを構成する N つのプロジェクト Pi の予定納期 ddi 時点の残工数

の総和を表す．なお，時刻 t = ddi で未着手の各プロジェクト Pi のタスク集合 UTi(t)の作業工

数の総和と，時刻 t = ddi で実行中の各プロジェクト Pi のタスク集合 ATi(t)については，未完

了の工数の総和を加算する． 

 

𝑇𝑃𝑂𝑊𝐿 𝑺, 𝑻 = 𝑤𝑙/:
_F`∈dbF ��F

G

/UC

+ 𝑤𝑙/: − 𝑟/:,8(𝑑𝑑/ − 𝑠/: + 1)
_F`∈abF(��F)

	

(3.23) 

 

3.3.9.6 統計的有意性の評価 

本シミュレーションにおいては，3.3.3 のとおり，見積不確実性を扱うため，乱数を用いたモ

ンテカルロ法によって，シミュレーションを複数回実行する．異なる設定値を入力とし，シミュ

レーションを実行した結果得られた，式(3.18)，式(3.22)，式(3.23)のそれぞれの評価指標が，

統計的に有意な差があるかを評価する．上記の指標は，予定納期 ddi を基準として不連続と
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なり，正規性が確認できないことが想定される．そのため，対応関係がとれているデータに対

するノンパラメトリック検定の 1 つであるウィルコクスン符号付順位検定[58]を用いる．有意水

準は 1％にて両側検定を行う． 

 組織へのフレキシビリティ実装設計手法 

3.4.1 概要 

プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いて，組織へのフレキシビリティ実装に

向けた設計を行う．図 3-19 に組織に対するフレキシビリティ実装設計手法の概要を示す．不

確実性が存在する実世界の情報システム開発プロジェクトポートフォリオおよびその実行組

織を計算機上でモデリングすることで高速に大量の試行錯誤を行い，プロジェクトポートフォ

リオを実行する組織内の改善点・留意点を洗い出す．具体的には，まず，現状組織の表現と

して，フレキシビリティ実装対象組織において，平均的に実行しうるプロジェクトポートフォリオ

を基にタスク情報 T と組織情報 O を入力し，ベースラインモデル（As Is）を構築する．次に，

あるべき組織(To Be)として，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いて，人的資

源の再配置が効果的に実施され，実行パフォーマンスが向上するような組織情報の変化量

ΔO を探索する．最後に，その組織情報の変化量ΔO を実現するために，次のステップ

（Next）として実現すべき手段を検討する． 
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図 3-19 組織へのフレキシビリティ実装設計手法の概要（再掲）  

 

3.4.2 ベースラインモデルの構築（As Is） 

ベースラインモデルの構築にあたっては，可能な限り，事実を表す客観性の高いデータを

基にシミュレーションモデルのパラメータを入力する．特に，プロジェクト実績データは，手動

で入力・更新されたデータも多い．以下に，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションの

ベースラインモデル構築時のパラメータ入力方法の段階を示す．上位の入力方法が望まし

い． 

 

1. 自動記録データに基づく入力 

2. 手動入力データに基づく入力 

3. 仮説に基づく入力 

4. 経験に基づく入力 
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3.4.3 組織設計（To Be） 

ベースラインモデルに対して，組織として制御（改善）可能な変数を選定し，その設計空間

において，とりうる値を組織情報の変化量ΔO として表現する．組織情報の変化量ΔO を考

慮したプロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを以下の式(3.24)で表す． 

 

𝑺 = 𝑆𝑖𝑚(𝑻, 𝑶, ∆𝑶)	 (3.24) 

 

得られたプロジェクトポートフォリオの実行スケジュール𝑺 = {𝑆C, … , 𝑆/, … , 𝑆G}と，タスク情報

T，組織情報 O を基に，プロジェクトポートフォリオのパフォーマンスを評価する指標

PerformanceIndex(S,T,O)を選定する．3.3.9 に指標 PerformanceIndex(S,T,O)の例を示す．必

ずしも，実行スケジュール S，タスク情報 T，組織情報 O 全てを基に算出する必要はなく，実

装対象組織で最も合意形成のしやすい指標を用いることが望ましい． 

以下の式(3.25)の通り，PerformanceIndex(S,T,O)が最小となるような組織情報の変化量Δ

O を∆𝑶として得ることで，不確実性に対して適切な人的資源再配置が実行可能な，フレキシ

ビリティの高い，あるべき組織の方向性を獲得する．また，必要に応じてモンテカルロシミュ

レーション結果を基に，∆𝑶によるベースラインモデル(As Is)からの改善値について 3.3.9.6 の

統計的有意性を評価し，有意な組織変更の方向性∆𝑶に絞る． 

 

∆𝑶 = 𝑎𝑟𝑔𝑚𝑖𝑛
∆𝑶

(𝑃𝑒𝑟𝑓𝑜𝑟𝑚𝑎𝑛𝑐𝑒𝐼𝑛𝑑𝑒𝑥(𝑺, 𝑻, 𝑶))	 (3.25) 

 

3.4.4 実組織へのフレキシビリティの実装（Next） 

3.4.3 の結果得られた，あるべき組織変更の方向性∆𝑶を実務に即した形で実装することが，

組織へのフレキシビリティ実装につながる．本項では，組織変更の方向性∆𝑶の実装方法の

検討の仕方について述べる． 

3.4.4.1 実装方法の洗い出し 

組織変更の方向性∆𝑶の実装方法を網羅的に洗い出し，実現可能かつ効果的な実装手

段をとることが望ましい．本研究では， Zwicky[59]が最初に発明し，Ritchey[60]らが意思決
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定 支 援 シ ス テ ム に 拡 張 さ せ た Morphological Matrix の 応 用 を 考 え る ． 表  3-5 に

Morphological Matrix を用いた∆𝑶の実装方法の洗い出し例を示す．最左列に 3.4.3 の結果

得られた∆𝑶に含まれる設計変数を記載する(Design variables)．次にそのモデルの世界の設

計変数を実世界で体現する要素を洗い出し，次の列に記載する(Decisions)．例えば，コミュ

ニケーション距離であれば，会議体の開催頻度や，会議体の方法などが挙げられる．最後に

その要素に対して，現状と適合する値を中心に，代替案（改善値）を列挙し，要素の右側に

代替案を記載する(Alt.)．この時，各要素について独立に代替案を考案することが望ましい． 

 

表 3-5 Morphological Matrixを活用した∆𝑶実装方法の洗い出し例 

Design 

Variables in 

∆𝑶 

Decisions Alt.1 Alt.2 Alt.3 Alt.4 

∆𝑪𝑫𝒇 

Communicat

ion distance 

in functional 

organization 

Meeting 

frequency 
Every day Every week 

Every 

month 
- 

Meeting type Face to face 
Online 

video 
Telephone - 

Geographical 

locations 
Same room Same city 

Same 

region 

Same 

country 

Communication 

Tool 
Cell phone 

Chat 

application 
E-mail - 

∆𝑩𝑭 

Position of 

broker 

function in 

project 

portfolio 

Position of 

broker function 

Portfolio 

manager 

Project 

Manager 1 

Project 

Manager 2 

Project 

Manager 3 
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3.4.4.2 各構成の評価と意思決定 

Morphological Matrix の作成後，各決定要素から，１つずつの代替案を選択し，∆𝑶を体

現するための 1 つの構成を設計する．表 3-6 に，1 つのフレキシビリティ実装構成の例を示

す．次に，構成毎に定性的評価，定量的評価を含めた費用対効果を算出する．最後に，最

も費用対効果が大きい構成案をフレキシビリティ実装設計として決定する． 

 

表 3-6 Morphological Matrixを用いた実装構成設計例 

Design 

Variables in 

∆𝑶 

Decisions Alt.1 Alt.2 Alt.3 Alt.4 

∆𝑪𝑫𝒇 

Communicat

ion distance 

in functional 

organization 

Meeting 

frequency 
Every day Every week 

Every 

month 
- 

Meeting type Face to face 
Online 

video 
Telephone - 

Geographical 

locations 
Same room Same city 

Same 

region 

Same 

country 

Communication 

Tool 
Cell phone 

Chat 

application 
E-mail - 

∆𝑩𝑭 

Position of 

broker 

function in 

project 

portfolio 

Position of 

broker function 

Portfolio 

manager 

Project 

Manager 1 

Project 

Manager 2 

Project 

Manager 3 
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 はじめに 

本章では，基本的なケースを用いてプロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションの基本

動作検証を行う．4.2 問題設定にて，対象とするプロジェクトポートフォリオの情報を述べ，4.3

実行結果にて，シミュレーション実行結果の一例を基に，人的資源再配置モデルの代表的

な挙動について説明する． 

また，4.4 にて，ブローカー機能配置方針の基本的な傾向の把握のため，同プロジェクト

ポートフォリオにおいて，タスク情報を変化させた場合の適切なブローカー配置について分

析する． 

 問題設定 

4.2.1 タスク情報 

本章で扱うプロジェクトポートフォリオの基本情報を表 4-1 に示す．2 つのプロジェクトから

なるプロジェクトポートフォリオを考える．タスクの作業量とタスク aij 間の依存関係を図 4-1 に

示す．本ケースにおいては，タスク aij のタスク量タスク wlij を一律 10 人日とする．プロジェクト

P1 には 4 つのタスクが存在し，総タスク量は 40 人日である．また，プロジェクト P2 には 3 つの

タスクが存在し，総タスク量は 30 人日である．見積不確実性は，一律 5 人日とする．また，最

早開始時刻 edi は一律 0 とし，予定納期 ddi については，リソース競合は考えず，各プロジェ

クト Pi の全タスクを生産性 1（人日/日）で実施するのに必要な工期を基に設定し，プロジェクト

P1 は 40 日，プロジェクト P2 は 30 日とする．各プロジェクト Pi のクリティカルパスを考えると，プ

ロジェクト P1， P2 共に 30 日であるため，プロジェクト P1 のほうが納期に余裕があるといえる． 
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表 4-1 プロジェクトポートフォリオの基本情報 

Name Variable Unit 
Portfolio 

 P1 P2 

タスク数 𝐽/ - 7 4 3 

総タスク量 𝑤𝑙/:
DF

:
 (person-day) 70 40 30 

見積不確実性 𝜎/ (person-day) - 5 5 
開始時刻 edi  (day) 0 0 0 
納期 ddi (day) 40 40 30 

 

 

 

図 4-1 タスクの作業量とタスク aij間の依存関係 

 

4.2.2 組織情報 

本プロジェクトポートフォリオの作業者 Rm の各タスク aij の生産性(rij, m)を表 4-2，機能型組

織としてのコミュニケーションネットワークを図 4-2，コミュニケーション距離行列 CDf を表 4-3，

プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)を表 4-4 にそれぞれ示す．本

プロジェクトポートフォリオでは，1 名のポートフォリオマネージャーO，2 名のプロジェクトマ

ネージャーP，Q，3 名の作業者 A，B，C を想定し，作業者 3 名について人的資源再配置が

行われる．また，各作業者 Rm の各タスク aij の生産性 (rij, m)は，一律で 1（人日/日）と設定し

た．つまり，作業者の各タスクのスキルセットに全く偏りがない状態を設定している． 

2-1

2-3

2-2

Project	2
1-1

1-3

1-4

1-2

Project	1

wlij =	10Workload	of	all	tasks	:
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機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDf については，表 3-3 の距離基準に

則り作成した図 4-2 のコミュニケーションネットワークに基づいて算出する．簡単のため，部門

間のコミュニケーション距離を 1 とした．（表 4-3）．また，プロジェクト型組織におけるコミュニ

ケーション距離行列 CDp(t)は,3.3.6.1 に基づいて作成する（表 4-4）．表中の Rmi は時刻 t に

おいて，プロジェクト Pi に属する作業者を表す．すなわち，𝑅8/ ∈ 𝑅𝐴/(𝑡)である．また，Rmp は，

時刻 t においてリソースプールに属する（どのプロジェクトにも割り当てられていない）作業者

を表す． 

 

表 4-2 プロジェクトポートフォリオの人員情報 

Name Variable Unit value 

作業者数 M - 3 

タスクに対する生産性 𝑟/:,8 (person-day/day) 1 

ブローカー機能の配置 BF - O 

 

 

 

 
図 4-2 機能型組織におけるコミュニケーションネットワーク 

 

O

P Q

A B C

div.2 div.3
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表 4-3 機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 

Div. Name O P Q A B C 

div.1 

O 0 2 2 3 3 3 

P 2 0 4 1 5 5 

Q 2 4 0 5 1 1 

div.2 A 3 1 5 0 6 6 

div.3 
B 3 5 1 6 0 2 

C 3 5 1 6 2 0 

 

 

 

表 4-4 プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)（N=2） 

ID  0 1 2 3 4 5 

0 PoM 0 2 2 4 4 4 

1 PM1 2 0 4 2 6 4 

2 PM2 2 4 0 6 2 4 

3 Rm1 4 2 6 0 8 4 

4 Rm2 4 6 2 8 0 4 

5 Rmp 4 4 4 4 4 0 

 

 

 

 実行結果 

本手法では，複数の擬似乱数列を用いたモンテカルロシミュレーションによって，得られた

結果を統計的に評価する．本項では，動作確認のため，特定の１つの擬似乱数列によって

生成された見積作業量を対象にして，シミュレーションの実行結果を説明する． 
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4.3.1 見積作業量 

見積不確実性を考慮し，式(3.10)に基づいて得られた見積作業量 wl’
ij を表 4-5 に示す．

表 4-1 の通り，プロジェクト P1， P2 の見積不確実性σ1，σ2 は共に，5 人日である．本見積

作業量を基に，初期計画を立案する． 

 

表 4-5 見積作業量 

Project Task Actual Workload wlij Estimated Workload wl’
ij 

Project 1 Task 1-1 10 14.01 

Task 1-2 10 5.49 

Task 1-3 10 20.40 

Task 1-4 10 13.82 

Project 2 Task 2-1 10 14.92 

Task 2-2 10 1.58 

Task 2-3 10 9.86 

 

 

 

4.3.2 初期配置計画 

見積作業量に基づいて，3.3.7.1 の手順に従い，人的資源の初期配置計画を立案する．得

られた初期配置計画を図 4-3 に，初期配置計画立案時のタスク実行結果を図 4-4 にそれぞ

れ示す． 
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図 4-3 初期配置計画 

縦軸は作業者 A，B，Cを表す．横軸は時間を表す．セル内の数値は，各作業者 Rmが時

刻 tにおいて配置されているプロジェクトを示す．1はプロジェクト P1，2はプロジェ

クト P2，-1は配置されていない（リソースプールにいる）ことを示す． 

 

 

 

図 4-4 初期配置計画時のタスク実行結果 

縦軸は作業者 A，B，Cを表す．横軸は時間を表す．セル内の数値は，各作業者 Rmが時

刻 tにおいて実行しているタスクを示す．「1-1」はタスク a11を，「2-3」はタスク a23

を，「-1」はタスクを実行していないことを示す． 

 

初期配置計画（図 4-3）において，縦軸は作業者 A，B，C を表す．横軸は時間を表す．セ

ル内の数値は，各作業者 Rm が時刻 t において配置されているプロジェクトを示す．「1」はプ

ロジェクト P1，「2」はプロジェクト P2，「-1」は配置されていない（リソースプールにいる）ことを示

す．開発したシミュレータの出力結果としては，セル内の数値は，0 始まりのプロジェクトの id

を示すが，本節においては，動作確認のための加工を行い，プロジェクト P1，P2 についてそ

れぞれ id=1,2 を割り振った． 

初期配置計画立案時のタスク実行結果（図 4-4）においても，初期配置計画と同様に，縦

軸は作業者 A，B，C を表す．横軸は時間を表す．セル内の数値は，各作業者 Rm が時刻 t に

おいて実行しているタスクを示す．「1-1」はタスク a11 を，「2-3」はタスク a23 を，「-1」はタスクを

実行していないことを示す．開発したシミュレータの出力結果としては，セル内の数値は，0 始
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まりのタスクの id を示すが，本節においては，動作確認のための加工を行い，プロジェクトと

タスクの対応関係をわかりやすくした． 

本ケースにおいては，t=49 にてプロジェクトポートフォリオ内の全てのタスクが完了するとい

う計画を立案したことがわかる．また，見積作業量を基にプロジェクトを計画する場合，本初

期計画より，短期間で全タスクを完了することはできず，プロジェクト P1 については，納期より

9 日多く工期を要する計画である． 

4.3.3 人的資源再配置を加味したシミュレーション実行結果 

実行シミュレーション後の配置結果（図 4-5），タスク実行結果（図 4-6）を示す． 

 

 

 

図 4-5シミュレーションによる配置結果 

 

 

 

図 4-6シミュレーションによるタスク実行結果 
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る最終確認，緑は人的資源放出依頼を表す．各列項目の詳細説明を表 4-7 に示す． 

表 4-6 の各情報伝達の発生根拠，発生時刻，遅延時間および作業者の再配置結果を確

認した結果，3.3.7 の手順通りの動作をしていることを確認できた．また，見積不確実性に伴う

プロジェクトの予定完了時期の変動を契機として，人的資源再配置が行われることを確認で

きた．加えて，作業者への情報伝達が遅れ，再配置が実現できないという複雑なダイナミクス

が表現できることも確認できた． 
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表 4-6 人的資源再配置のための情報伝達一覧 
id PJ From To DT AT Delay Related ETRW E_Details ATW A_Details Gap Results Description 

RR1 2 PM2(Q) Rm2(B ) 0 1 1 - 20.45 Task 2-1=9,  
Task 2-2=1.58E, 
Task 2-3=9.86E 

26 B[1-14],  
C[15-26] 

5.55 6: 
B[9−14] 

t=0 にて，Task2-1 着手後，
工数が 14.92→10 と判明．こ
れを契機にリソース放出依頼
を実施．Q-B の最短距離は
1. 

SR1 1 PM1(P) PoM(O) 0 2 2 FC1 48.72 Task 1-1=9,  
Task 1-2=5.49E,  
Task 1-3 = 
20.40E,  
Task 1-4=13.82E  

46 A[1-40],  
B[16-21] 

-2.72 #3: C[6-8] 初期計画時点（t=-1）で，終
了時刻が 49 となっており，9
日遅延する見込みであっ
た．t=0 において見積工数が
小さくなった場合において
も，まだ 3 日遅延見込みで
あるため供給依頼を実施． 

RR2 2 PM2(Q) Rm2(B ) 1 2 1 RR1 19.45 Task 2-1=8,  
Task 2-2=1.58E,  
Task 2-3=9.86E 

25 B[2-14],  
C[15-26] 

5.55 6: 
B[9−14] 

放出まで時間差があるため，
再依頼を実施．Q-B の最短
距離は 1. 

FC1 1 PoM(O) Rmp(C ) 2 5 3 SR1 - - - - - 3: 
C[6-8] 

t=5 にブローカーから最終確
認が到着し，割当可能で
あったため，割当確定． 
PoM-C の最短距離は 3． 

RR3 2 PM2(Q) Rmp(C ) 9 10 1 - 11.45 Task 2-2=1.58E,  
Task 2-3=9.86E 

12 C[15-26] 0.55 1: 
C[26] 

t=9 時点で，継続中のタスク
が未完了のため，作業工数
1 人日分横滑りすることでリ
ソースが緊急で 1 増加．残
見積工数が 11.45(Task 2-
2=1.58, Task 2-3=9.86)とな
り，リソース放出依頼を実
施．Q-C の最短距離は 1. 

SR2 1 PM1(P) PoM(O) 9 11 2 FC2 39.72 Task 1-2=5.49E,  
Task 1-3 = 
20.40E,  
Task 1-4=13.82E  

37 A[10-40],  
B[17-22] 

-2.72 #3: 
B[15,22-
23] 

供給依頼（Request id = 
SR1）によって，C [6-8]のリ
ソースを確保したが，タイミン
グが悪く実行可能なタスクは
存在せず．そのため，t=9 に
再び完了時期が遅れ，再び
依頼． 

RR4 1 PM1(P) Rm1(A ) 10 11 1 - 28.31 Task 1-2=5.49E,  
Task 1-3 = 9,  
Task 1-4=13.82E 

36 A[11-40],  
B[16-21] 

7.69 8: 
A[33-
40,40-] 

PJ 着手前(t=-1)，Task 1-3 
の見積工数は 20.4．t=10 で
約半分の工数 10 ということ
が判明．それを契機にリソー
ス放出依頼を実施．P-A の
最短距離は 1. 

RR5 1 PM1(P) Rm1(A ) 11 12 1 RR4 27.31 Task 1-2=5.49E,  
Task 1-3 = 8,  
Task 1-4=13.82E  

35 A[12-40],  
B[16-21] 

7.69 8: 
A[33-
40,40-] 

放出まで時間差があるため，
再依頼を実施．P-A の最短
距離は 1. 

SR3 2 PM2(Q) PoM(O) 11 13 2 FC3 11.45 Task 2-2=1.58E,  
Task 2-3=9.86E 

11 C[15-25] -0.45 #1: B[22] 放出依頼（Request id = 
RR3）によって，t=10 に放出
が完了したため，リソース不
足が発生．再依頼を実施． 

FC2 1 PoM(O) Rmp(B ) 11 14 3 SR2 - - - - - 3: 
B[15,22-
23] 

t=14 に，ブローカーからの
最終確認が到着し，割当可
能であったため，割当確定．
PoM-B の最短距離は 3． 

FC3 2 PoM(O) Rmp(B ) 13 16 3 SR3 - - - - - 0: 
None 

B[22]を割当るつもりであった
が，t=14 に先に PJ1 に割当
られたため，確認時点で割
当不可と判明． 

SR4 2 PM2(Q) PoM(O) 17 19 2 FC4, 
FC5 

16.86 Task 2-2=7,  
Task 2-3=9.86E 

8 C[18-25] -8.86 #9: B[24-
30], C[26-
27] 

PM2 は，t=16 まで別の供給
依頼中につき，リソース不足
は発覚していたが依頼不可
であった． 

FC4 2 PoM(O) Rm1(B ) 19 22 3 SR4 - - - - - 7: 
B[24-30] 

t=22 に，ブローカーからの
最終確認が到着し，割当可
能であったため，割当確定．
PoM-B の最短距離は 3． 

FC5 2 PoM(O) Rm1(C) 19 22 3 SR4 - - - - - 2: 
C[26-27] 

t=22 にブローカーから最終
確認が到着し，割当可能で
あったため，割当確定． 
PoM-C の最短距離は 3． 
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表 4-7 表 4-6の列項目の説明 

列項目 説明 

id 各情報伝達の識別子を表す．SR は人的資源供給依頼，RR は人的資源

放出，FC は最終確認に関する情報伝達を表す． 

PJ 各情報伝達に関連するプロジェクトを表す．基本動作検証におけるポー

トフォリオには 2 つのプロジェクトが含まれるため，「1」はプロジェクト P1，

「2」はプロジェクト P2 を表す． 

From 各情報伝達の送り手を表す．プロジェクト型組織における役割（個人名）

と表記する．例．PM2(Q) プロジェクト P2 のプロジェクトマネージャーであ

る Q を表す． 

To 各情報伝達の受け手を表す．表記方法は，「From」項目と同様．  

DT 各情報伝達の出発時刻（Departure Time）を表す． 

AT 各情報伝達の到着時刻（Arrival Time）を表す． 

Delay 各情報伝達の情報遅延時間を表す．AT-DT． 

Related 各情報伝達と関連した情報伝達の id を記載する． 

ETRW 各 情 報 伝 達 発 生 時 の 見 積 総 残 工 数 （ Estimated Total Remaining 

Workload）を表す．また，式(3.11)の𝑊𝐿/\ 𝑡 = 𝐴𝑇 と等価である．単位は

人日． 

E_Detail ETRW の内訳，つまり残タスクとそのタスク量を表す．タスク量の末尾に E

がついている場合，見積作業量を表し，未着手の状態である．E がつい

ていない場合，実残作業量が記載される． 

ATW 各情報伝達発生時の割当総工数（Assigned Total Workforce）を表す．ま

た， 𝑡′ 𝐴𝑃8 𝑡\ = {𝑃/}8 と等価である．単位は人日． 

A_Detail ATW の内訳，つまり各作業者 Rm が，どの時刻 t に，プロジェクト Pi に割

当られているかを表す． 

Gap 各情報伝達発生時の見積総残工数と割当総工数の差．ATW-ETRW. 

Results 結果的に，割当/放出された作業者 Rm の期間．人的資源供給依頼の場

合，最終確認後に割り当てられた期間を先頭に#をつけ，転記する．  

Description 各情報伝達発生の説明． 
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4.3.5 代表的な人的資源再配置の挙動 

表 4-6 の情報伝達のうち，代表的な人的資源再配置の挙動 3 種を詳細に説明する． 

 

A． 人的資源放出依頼を行い，人的資源が放出される場合 

B． 人的資源供給依頼を行い，人的資源が供給される場合 

C． 人的資源供給依頼を行うも，人的資源が供給されない場合 

4.3.5.1 A．人的資源放出依頼を行い，人的資源が放出される場合 

表 4-6 の id=RR1 を詳細に説明する．プロジェクトポートフォリオ開始直後の t=0 において，

プロジェクト P2 のプロジェクトマネージャーQ から作業者 B に対して行われた，人的資源放出

依頼に関する情報伝達である． 

図 4-7 にポートフォリオの進捗状況と人的資源配置の状況を示す．作業者 A はプロジェク

ト P1 に配置，作業者 B はプロジェクト P2 に配置され，作業者 C はリソースプールに属してい

る状態である．また，作業者 A，B はそれぞれタスク a11，タスク a21 を実行中である． 

図 4-8 に，プロジェクト P2 において人的資源放出がなされるまでの流れを示す． 

初期計画（t=-1）においては，プロジェクト P2 の全タスクの見積作業量の総和は，26.36（人

日）であったため，合計 27(人日)分の要員が割り当てられており，納期 dd2=30 日までには完

了する見込みであった． 

プロジェクト開始直後（t=0），作業者 B がタスク a21を着手した段階で真の作業量を認識し，

wl21 は 14.92（人日）から 10（人日）に更新される．また，t=0 において，作業者 B はタスク a21

の作業を実施し，作業者 B のタスク a21 に関する生産性 r21, 2 は 1(人日/日)であるため，タスク

a21 の残作業量は 9(人日)となる．同時に，27(人日)分の要員は，t=0 において，26(人日)とな

る．この時，見積作業量の総和（真の作業量を含む）は，20.45（人日）であるため，割り当てら

れた人的資源に余剰が 5.55（人日）分発生している．よって，人的資源放出依頼がなされる．

プロジェクト P2 の全タスクに関する生産性は作業者 B，C 共に同一であるため，作業者 B の

割り当てられた期間の遅い時期から，人的資源の放出を依頼する．プロジェクト P2 のプロジェ

クトマネージャーQ から作業者 B までの最短のコミュニケーション距離は表 4-3 より 1 である

ため，1 日遅延で情報伝達がなされる． 

結果として，人的資源放出依頼到着後（t=1），作業者 B の t=9-14 の期間の人的資源が放

出され，t=9-14 の期間についてはどのプロジェクトにも配置されていない（リソースプールに

属する）状態となる． 
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図 4-7ポートフォリオの進捗と人的資源配置の状況（t＝0） 

 

 

図 4-8人的資源放出までの流れ（RR1） 
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4.3.5.2 B．人的資源供給依頼を行い，人的資源が供給される場合 

表 4-6 の id=SR4 を詳細に説明する．t=17 において，プロジェクト P2 のプロジェクトマネー

ジャーQ から，ブローカー機能を有するポートフォリオマネージャーO に対して行われた，人

的資源供給依頼に関する情報伝達である． 

図 4-9 にポートフォリオの進捗状況と人的資源配置の状況を示す．作業者 A，B はプロ

ジェクト P1に配置，作業者 C はプロジェクト P2に配置されている状態である．また，作業者 A，

B，C はそれぞれタスク a13，タスク a12，タスク a22 を実行中である． 

図 4-10 に，プロジェクト P2 において人的資源が供給されるまでの流れを示す． 

t=16 においては，先に送付された人的資源供給依頼（id=SR3）が存在したため，人的資

源不足を認識できていたが，人的資源供給依頼は伝達されずにいる状態であった．t=16 に

おいて，先の人的資源供給依頼（id=SR3）は完結した． 

t=17 において，プロジェクト P2 の見積総残工数は 16.86（人日）であり，割当総工数は 8（人

日）であった．この時，割り当てられた人的資源に 8.86（人日）分の不足が発生している．よっ

て，人的資源供給依頼がなされる．プロジェクト P2 のプロジェクトマネージャーQ からブロー

カー機能を有するポートフォリオマネージャーO までの最短のコミュニケーション距離は表 

4-3 より 2 であるため，2 日遅延で情報伝達がなされる． 

t=19 において，ブローカーO は人的資源供給依頼を受領する．プロジェクト P2 の全タスク

に関する生産性は作業者 A，B，C 共に同一であり，作業者 A は t=18-30（次時刻から納期

dd2 まで）の全期間がプロジェクト P1 に割り当てられている．そのため，作業者 B，C の未割当

期間の早い時期から，人的資源の供給を依頼する．不足の合計値は 8.86（人日）であったた

め，9（人日）分の供給を考える．作業者 B は t=18-23 まで P1に割り当てられているため，t=24-

30（納期 dd2 まで）の 7（人日）分の供給を依頼し，作業者 C は t=25 まで P2 に割り当てられて

いるため，t=26-27 の 2（人日）分の供給を依頼する．ブローカーO から作業者 B，C までの最

短のコミュニケーション距離は表 4-3 より 3 であるため，3 日遅延で情報伝達がなされる． 

結果として，人的資源供給依頼の最終確認（id=FC4，FC5）が到着後（t=22），作業者 B，C

の当該期間がプロジェクト P2 に割り当てられる． 
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図 4-9ポートフォリオの進捗と人的資源配置の状況（t＝17） 

 

 
図 4-10人的資源供給までの流れ（SR4→FC4, FC5） 
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4.3.5.3 C．人的資源供給依頼を行うも，人的資源が供給されない場合 

表 4-6 の id=SR3 を詳細に説明する．t=11 において，プロジェクト P2 のプロジェクトマネー

ジャーQ から，ブローカー機能を有するポートフォリオマネージャーO に対して行われた，人

的資源供給依頼に関する情報伝達である． 

図 4-11 にポートフォリオの進捗状況と人的資源配置の状況を示す．作業者 A はプロジェ

クト P1 に配置されており，作業者 B，C はリソースプールに属している状態である．また，作業

者 A はそれぞれタスク a13 を実行中である． 

図 4-12 に，プロジェクト P2 において人的資源の供給を依頼するも，人的資源が供給され

ない場合の挙動を示す． 

t=10 において，人的資源放出依頼（id=RR3）が完結し，作業者 C の t=26 の期間を放出し

た．この放出により，微量の人的資源不足が発生した． 

t=11 において，プロジェクト P2 の見積総残工数は 11.45（人日）であり，割当総工数は 11

（人日）であった．この時，割り当てられた人的資源に 0.45（人日）分の不足が発生している．

よって，人的資源供給依頼がなされる．プロジェクト P2 のプロジェクトマネージャーQ からブ

ローカー機能を有するポートフォリオマネージャーO までの最短のコミュニケーション距離は

表 4-3 より 2 であるため，2 日遅延で情報伝達がなされる． 

t=13 において，ブローカーO は人的資源供給依頼を受領する．プロジェクト P2 の全タスク

に関する生産性は作業者 A，B，C 共に同一であり，作業者 A は t=14-30（次時刻から納期

dd2 まで）の全期間がプロジェクト P1 に割り当てられている．そのため，作業者 B，C の未割当

期間の早い時期から，人的資源の供給を依頼する．不足の合計値は 0.45（人日）であったた

め，1（人日）分の供給を考える．作業者 B は t=16-21（情報伝達に 3 日要するため，t=13,14，

15 は対象外となる）まで P1に割り当てられているため，t=22 の 1（人日）分の供給を依頼する．

ブローカーO から作業者 B までの最短のコミュニケーション距離は表 4-3 より 3 であるため，

3 日遅延で情報伝達がなされる． 

一方で，t=14 において，プロジェクト P1 の人的資源供給依頼の最終確認（id=FC2）が作業

者 B に到着し，t=15,22-23 がプロジェクト P1 に割り当てられる． 

結果として，t=16 に人的資源供給依頼の最終確認（id=FC3）が到着するが，作業者 B の

t=22 はプロジェクト P1 に割り当てられているため，プロジェクト P2 に割り当てられない． 
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図 4-11ポートフォリオの進捗と人的資源配置の状況（t＝11） 

 

 
図 4-12人的資源供給の流れ（SR3→FC3） 
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 タスク情報の変化に応じた適切なブローカー機能配置 

本節では，ブローカー機能配置方針の基本的な傾向の把握のため，本ケースのプロジェ

クトポートフォリオにおいて，タスク情報を変化させた場合の適切なブローカー配置について

分析する． 

4.4.1.1 評価方法 

乱数を変化させ，1,000 種類のタスク量の見積不確実性のパターンを生成する．見積不確

実性のパターンを表 4-8 に示す．見積不確実性のパターンごとに，3 種類のブローカー機能

の配置候補（ポートフォリオマネージャー，プロジェクトマネージャー1，2）でシミュレーションを

実施した． 

次に，以下のとおり，評価指標である対全配置平均比率を算出した． 

それぞれのブローカー機能の配置 BF において，ポートフォリオに含まれる各プロジェクト

の遅延を平均した値（式(3.18)で表される平均プロジェクト遅延に対応）を算出し，全見積不

確実性パターン数で平均した値 𝐴𝑃𝐷���C¥¥¥
�UC /1000を算出した（式(3.19)で表される平均

APD に対応）．さらに，3 種のブローカー機能の配置候補の平均の値 𝐴𝑃𝐷���C¥¥¥
�UC�� /

3000を算出し（式(3.20)で表される平均 APD の全配置平均に対応），各平均 APD の全配置

平均に対する比率3 𝐴𝑃𝐷���C¥¥¥
�UC / 𝐴𝑃𝐷���C¥¥¥

�UC�� を算出した（式(3.21)で表される対全

配置平均比率に対応）． 

 

表 4-8 見積不確実性のパターンの例 

Task 

wlij 

(Actual) wl’ij (Estimated : σ = 5.0) 

  1 2 … 1,000 

Task 1-1 10 14.01 17.81 … 14.71 

Task 1-2 10 5.49 6.96 … 15.07 

Task 1-3 10 20.40 4.54 … 11.10 

Task 1-4 10 13.82 6.88 … 6.60 

Task 2-1 10 14.92 4.41 … 13.67 

Task 2-2 10 1.58 1.71 … 14.86 

Task 2-3 10 9.86 1.00 … 13.96 
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4.4.1.2 実験パターンと結果 

4.2.1 のタスク情報のうち，タスク間の依存関係は保持しつつ，タスク量と納期の関係を変化

させ，適切なブローカー配置の傾向を分析する．表 4-9 にタスク情報の変化のパターンと各

パターンの各配置候補の対全配置平均比率（式(3.21)）を示す．ID は，比較する実験パター

ン群を表すグループ ID である．実験パターン毎の各プロジェクトの総タスク量（人日），クリ

ティカルパス（日），納期（日），納期とクリティカルパスの差異（日）を示す．各実験パターンに

おける網掛け項目は，そのグループにおいて差異があることを示す．対全配置平均比率は，

ブローカー配置の他の配置候補に対する相対的優位性を示し，小さいほど，その他の配置

候補に比べて遅延が小さいことを示す．グループ ID 毎に，小さい値には青，大きい値には

赤で網掛けした． 

以下に，グループ ID 毎に，実験結果を説明する．A，B の実験については，プロジェクト

P2 の納期を変化させ，C,D,E,F の実験について，プロジェクト P1 の納期を変化させた． 

 

A) 総タスク量（P1：40，P2：30），P2 の納期を変化 

本グループでは，4.2.1 のタスク情報と同一の総タスク量をベースラインとして，P2の納

期を大きくした．P2 の納期が大きくなるにつれ，プロジェクト P1 のプロジェクトマネー

ジャーPM1 へのブローカー機能配置の相対的優位性が著しく高まることが確認でき

た．P2 の納期を 60 日とした場合，PM1 へブローカー機能を配置すれば，全配置平均

に対して，23%の遅延時間で抑えることが可能である． 

 

B) 総タスク量（P1：40，P2：60），P2 の納期を変化 

本グループでは，P1 については 40 人日，P2 については 60 人日の総タスク量をベー

スラインとして，P2 の納期を大きくした．P2 の納期が大きくなるにつれ，PM1 へのブ

ローカー機能配置の相対的優位性が高まることが確認できた．P2 の納期を 80 日とし

た場合，PM1 へブローカー機能を配置すれば，全配置平均に対して，76%の遅延時

間で抑えることが可能である．併せて，グループ A に比べると，相対的優位性の向上

幅は小さいことがわかる． 

 

C) 総タスク量（P1：40，P2：30），P1 の納期を変化 

本グループでは，4.2.1 のタスク情報と同一の総タスク量をベースラインとして，P1の納

期を大きくした．P1 の納期が 50 日の場合（ベースラインから 20 日増）に，プロジェクト
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P2 のプロジェクトマネージャーPM2 へのブローカー機能配置の相対的優位性が著し

く高まることが確認できた．P1 の納期を 50 日とした場合，PM2 へブローカー機能を配

置すれば，全配置平均に対して，52%の遅延時間で抑えることが可能である．また，

本グループの場合，P1 の納期を 10 日大きくした段階では，小さい割合ではあるが，

逆傾向の変化が見られ，PM1へのブローカー機能配置の相対的優位性が向上した． 

 

D) 総タスク量（P1：50，P2：30），P1 の納期を変化 

本グループでは，P1 については 50 人日，P2 については 30 人日の総タスク量をベー

スラインとして，P1 の納期を大きくした．P1 の納期が大きくなるにつれ，PM2 へのブ

ローカー機能配置の相対的優位性が高まることが確認できた．P1 の納期が 60 日の

場合（ベースラインから 20 日増）に，PM2 へブローカー機能を配置すれば，全配置平

均に対して，39%の遅延時間で抑えることが可能である． 

 

E) 総タスク量（P1：80，P2：60），P1 の納期を変化 

本グループでは，P1 については 80 人日，P2 については 60 人日の総タスク量をベー

スラインとして，P1 の納期を大きくした．P1 の納期が大きくなるにつれ，PM2 へのブ

ローカー機能配置の相対的優位性が高まることを確認できた．P1 の納期が 80 日の

場合（ベースラインから 20 日増）に，PM2 へブローカー機能を配置すれば，全配置平

均に対して，76%の遅延時間で抑えることが可能である．併せて，グループ C，D に

比べると，相対的優位性の向上幅は小さいことがわかる． 

 

F) 総タスク量（P1：120，P2：90），P1 の納期を変化 

本グループでは，P1については 120 人日，P2については 90 人日の総タスク量をベー

スラインとして，P1 の納期を大きくした．P1 の納期が大きくなるにつれ，PM2 へのブ

ローカー機能配置の相対的優位性が高まることが確認できた．P1 の納期が 120 日の

場合（ベースラインから 30 日増）に，PM2 へブローカー機能を配置すれば，全配置平

均に対して，85%の遅延時間で抑えることが可能である．併せて，グループ C，D，E

に比べると，相対的優位性の向上幅は小さいことがわかる． 
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表 4-9 タスク情報の変化に応じた適切なブローカーの配置傾向 

（TWL：総タスク量（人日），CP：クリティカルパス（日），DD：納期（日），

Ratio：各ブローカー機能の配置毎の対全配置平均比率を示す．小さいほど，遅延が

小さいことを表す．グループ ID毎に小さい値には青，大きい値には赤で網掛けし

た．） 
 Experiment Pattern Results 

ID 
P1 P2 Ratio 

TWL CP DD 
DD-
CP TWL CP DD 

DD-
CP 

Broker Position 
PoM PM1 PM2 

A 

40 30 40 10 30 30 30 0 1.07 0.90 1.03 

40 30 40 10 30 30 40 10 1.09 0.47 1.44 

40 30 40 10 30 30 60 30 1.09 0.23 1.68 

B 

40 30 40 10 60 60 30 -30 0.98 1.00 1.02 

40 30 40 10 60 60 40 -20 0.99 0.98 1.03 

40 30 40 10 60 60 60 0 1.08 0.84 1.08 

40 30 40 10 60 60 70 10 1.12 0.77 1.11 

40 30 40 10 60 60 80 20 1.12 0.76 1.12 

C 

40 30 30 0 30 30 30 0 1.06 1.02 0.92 

40 30 40 10 30 30 30 0 1.07 0.90 1.03 

40 30 50 20 30 30 30 0 1.10 1.38 0.52 

D 

50 40 40 0 30 30 30 0 1.13 1.05 0.83 

50 40 50 10 30 30 30 0 1.09 1.44 0.47 

50 40 60 20 30 30 30 0 1.08 1.53 0.39 

E 

80 60 60 0 60 60 60 0 1.00 0.98 1.02 

80 60 70 10 60 60 60 0 1.03 1.14 0.84 

80 60 80 20 60 60 60 0 1.06 1.17 0.76 

F 

120 90 90 0 90 90 90 0 1.01 1.01 0.98 

120 90 100 10 90 90 90 0 1.01 1.03 0.96 

120 90 120 30 90 90 90 0 1.07 1.08 0.85 
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ブローカー機能配置方針の基本的な傾向の把握のため，4.2.1 のタスク情報，4.2.2 の組織

情報をもつプロジェクトポートフォリオにおいて，タスク情報を変化させた場合の適切なブロー

カー配置について分析した．具体的には，タスク情報のうち，依存関係を保持したまま，タス

ク量と納期を変化させ，対全配置平均比率を用いて各配置を評価した． 

上記の A〜F の全てのタスク情報の変化のパターンにおいて，相対的に納期が厳しいプロ

ジェクトのプロジェクトマネージャーにブローカー機能を配置した方が，ポートフォリオ全体の

遅延が軽減される傾向があることが示された． 
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 まとめ 

本章では，本プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションにおける人的資源再配置モ

デルの基本動作検証を行った．本検証を通して得られた知見を以下にまとめる． 

 

l 人的資源再配置モデルの基本動作の確認 

Ø 見積不確実性に起因した人的資源の余剰や不足を契機とし，人的資源再配置

の情報伝達を実施する様子が表現できることを確認した． 

Ø プロジェクトポートフォリオ内の複数プロジェクト間の情報伝達の時間差に応じて，

人的資源が依頼通りに再配置されない場合を例示し，情報伝達遅延の側面か

ら，プロジェクト間の人的資源の奪い合いという複雑な挙動を表現できることを

示した． 

Ø 代表的な人的資源再配置の挙動 3 種について詳細に説明した．より実務に近

い大規模なプロジェクトポートフォリオにおいては，これらの代表的な再配置の

挙動の組合せによって，より複雑な人的資源再配置のダイナミクスが表現される

ことが示唆された． 

 

l タスク情報の変化に応じた適切なブローカー機能配置の傾向 

Ø プロジェクトポートフォリオのタスク量の大小に関わらず， 

相対的に納期が厳しいプロジェクトのプロジェクトマネージャーにブローカー機

能を配置した方が，ポートフォリオ全体の遅延が軽減される． 
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第5章	プロジェクト型組織（仮想）における

ブローカー機能配置設計 
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 はじめに 

本章では，プロジェクト型組織における仮想的なプロジェクトポートフォリオをモデル化し，

開発した離散イベントシミュレータを用いたモンテカルロシミュレーションにより，適切なブロー

カー機能の組織内配置を設計する．図 5-1 に提案手法の概要と本ケーススタディの関係性

を示す．具体的には，プロジェクト型組織におけるプロジェクトポートフォリオ内の情報伝達特

性の変化とプロジェクトのタスク作業量の見積不確実性の変化に応じたブローカー機能の適

切配置の変化を評価する．プロジェクトポートフォリオにおける情報伝達特性の変化のみに

応じた評価をケース 1 とし，情報伝達特性の変化に加え，見積不確実性の変化に応じた評

価をケース 2 とする．プロジェクト型組織における情報伝達特性を加味し，人的資源再配分を

差配する役割であるブローカー機能を組織内のどこに配置すべきかを設計する．また，実組

織におけるブローカー機能配置との関連性について考察する． 

 

 

図 5-1 提案手法の概要と本ケーススタディの関係性 
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 問題設定 

5.2.1 タスク情報 

本ケーススタディで扱うプロジェクトポートフォリオの基本設定を表 5-1，タスク間の依存関

係と一つのタスク aij の作業工数 wlij を図 5-2 に示す．タスク情報（総タスク数，総タスク量，タ

スク間の依存関係）が完全に同一であり，予定納期のみが異なる 3 つのプロジェクトから構成

されるプロジェクトポートフォリオを考える．プロジェクト 1 は，最も早い予定納期を設定し，総

タスク量に対し納期に余裕がないプロジェクトを想定する．依存関係を加味すると，最大 3 名

で並行作業を実施すれば納期に間に合わせることが可能である．反対に，プロジェクト 3 は，

最も遅い予定納期を設定し，総タスク量に対し，余裕のあるプロジェクトを想定する．全タスク

を 1 名の作業者が継続的に実行すれば完了可能である．プロジェクト 2 はその中間の値を設

定する．納期を考慮せずに，本プロジェクトポートフォリオに含まれる全タスクを各プロジェクト

の優先度をつけずに，作業者の稼働率 100%で実行した場合の完了時刻を予定納期として

いる． 

 

表 5-1 プロジェクトポートフォリオの基本情報 

Name Variable Unit 
Portfolio 

 P1 P2 P3 

タスク数 𝐽/ - 39 13 13 13 

総タスク

量 
𝑤𝑙/:

DF

:
 (person-

day) 
195 65 65 65 

開始時刻 edi  (day) 0 0 0 0 
納期 ddi (day) 65 35 45 65 

 

 



 

 

 
プロジェクト型組織（仮想）におけるブローカー機能配置設計 

81 

 

図 5-2 タスク aij間の依存関係 

 

5.2.2 組織情報 

本プロジェクトポートフォリオの作業者 Rm の各タスク aij の生産性(rij, m)を表 5-2，プロジェク

ト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)を表 5-3 にそれぞれ示す． 

プロジェクトポートフォリオでは，5 名の作業者を想定し，作業者 5 名について人的資源再

配置が行われる．また，各作業者 Rm の各タスク aij の生産性は，全作業者の全タスクに対して

一律で 1（人日/日）と設定した．つまり，作業者の各タスクのスキルセットに全く偏りがない状

態を設定している． 

プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)は,3.3.6.1 に基づいて作成

する（表 5-3）．表中の Rmi は時刻 t において，プロジェクト Pi に属する作業者を表す．すなわ

ち，𝑅8/ ∈ 𝑅𝐴/(𝑡)である．また，Rmp は，時刻 t においてリソースプールに属する作業者（どの

プロジェクトにも割り当てられていない）を表す． 

 

表 5-2 プロジェクトポートフォリオの人員情報 

Name Variable Unit value 
作業者数 M - 5 

タスクに対する生産性 𝑟/:,8 (person-day/day) 1 
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表 5-3 プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)（N=3） 

ID  0 1 2 3 4 5 6 7 

0 PoM 0 1 1 1 2 2 2 2 

1 PM1 1 0 2 2 1 3 3 2 

2 PM2 1 2 0 2 3 1 3 2 

3 PM3 1 2 2 0 3 3 1 2 

4 Rm1 2 1 3 3 0 4 4 2 

5 Rm2 2 3 1 3 4 0 4 2 

6 Rm3 2 3 3 1 4 4 0 2 

7 Rmp 2 2 2 2 2 2 2 0 
 

 

5.2.3 適切な組織内ブローカーの配置設計 

本項では，式(5.1)で表される離散イベントシミュレーションを用いて出力されたプロジェクト

ポートフォリオの平均プロジェクト遅延（式(3.18)）を基に，組織内ブローカー機能の候補位置

を評価し，適切なブローカーの配置を設計する．組織情報 O の変化量ΔO としてブローカー

機能の配置箇所 BF を選定したことに相当する． 

 

𝑆 = 𝑆𝑖𝑚(𝑶, 𝑻, 𝐵𝐹)	 (5.1) 

 

シミュレーション Sim のインプットとしては，タスク情報 T として，各プロジェクト Pi の最早開

始時刻 edi，予定納期 ddi，タスク aij，タスク aij の作業量 wlij，タスク aij の優先順位制約 PTij 

⊆ {𝑎/C, … , 𝑎/DF}，および各プロジェクト Pi の特性に応じた見積不確実性𝜎/を含む．組織情報

O として，プロジェクトポートフォリオを構成する各プロジェクト Pi，𝑖 ∈ {1, … , 𝑁}，各作業者 Rm，

𝑚 ∈ {1, … ,𝑀}，各作業者のタスク aij の生産性 rij, m および人員 Hl 間のコミュニケーション距離

cd を含む． 

なお，ブローカー機能が配置される候補位置は，ポートフォリオマネージャーPoM か，各

プロジェクトマネージャーPMi に限定する．すなわち，3.3.5.2 の式(3.13)で表現されたブロー
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カー機能の配置 BF は，以下の式(5.2)となる．  

 

𝐵𝐹 = 𝑏𝑓k 1 ≤ 𝑙 ≤ 1 + 𝑁 	 (5.2) 

 

シミュレーション Sim のアウトプットとして，プロジェクトポートフォリオ全体の実行スケジュー

ル S を，各プロジェクト Pi のスケジュール Si の集合として得る． 

本ケーススタディ（ブローカー機能配置設計）の目的は式(5.3)で表せ，式(3.18)の平均プロ

ジェクト遅延を最小化するブローカー機能の配置方法𝐵𝐹を得ることとなる． 

 

𝐵𝐹 = 𝑎𝑟𝑔𝑚𝑖𝑛
��

𝐴𝑃𝐷(𝑆𝑖𝑚(𝑶, 𝑻, 𝐵𝐹))	 (5.3) 

 

BF を全 1+N パターン変化させ，目的のブローカー機能の配置方法𝐵𝐹を探索する． 

 

 ケース 1: 情報伝達特性の変化に応じたブローカー機

能の適切配置 

5.3.1 評価方法 

乱数を変化させ，300 種類のタスク量の見積不確実性のパターンを生成する．見積不確実

性のパターンを表 5-4 に示す．見積不確実性のパターンごとに，4 種類のブローカー機能の

配置候補（ポートフォリオマネージャー，プロジェクトマネージャー1，2，3）でシミュレーション

を実施した．それぞれの配置における，式(3.18)で表される平均プロジェクト遅延を全パター

ン数で平均した値 𝐴𝑃𝐷���§¥¥
�UC /300を算出した（以後，平均 APD）．さらに，4 種のブロー

カー機能の配置候補の平均の値 𝐴𝑃𝐷���§¥¥
�UC�� /1200を算出し（以後，平均 APD の全配

置平均），各平均 APD の全配置平均に対する割合の値4 𝐴𝑃𝐷���§¥¥
�UC / 𝐴𝑃𝐷���§¥¥

�UC�� を

算出した（以後，対全配置平均比率）． 

また，各見積不確実性のパターンにおいて，最も平均プロジェクト遅延が小さかったブロー

カー機能配置を最良配置，最も平均プロジェクト遅延が大きくなったブローカー機能配置を
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最悪配置としてカウントし，各ブローカー機能配置の最良配置率と最悪配置率を算出した．

ブローカー配置を適切性については，前述の対全配置平均比率，最良配置率，最悪配置

率を用いて評価する． 

 

表 5-4 見積不確実性のパターン 

Task 

wlij 

(Actual) wl’ij  (Estimated : σ = 5.0) 

  1 2 … 300 

Task 1-1 5 9.0 12.8 … 13.0 

Task 1-2 5 1.0 2.0 … 3.4 

Task 1-3 5 15.4 1.0 … 6.4 

Task 1-4 5 8.8 1.9 … 6.1 

: : : : : : 

Task 3-10 5 3.0 3.1 … 1.0 

Task 3-11 5 9.5 1.0 … 10.0 

Task 3-12 5 7.1 10.2 … 1.0 

Task 3-13 5 1.0 13.7 … 9.5 

 

 

 

5.3.2 ケース詳細 

ケース 1 で行うシミュレーションの設定値のパターンを表 5-5 に示す．ケース 1 では，タス

ク量の見積不確実性σについては，全てのプロジェクトにおいて標準偏差 5.0 で一定とし，コ

ミュニケーション距離のみを変化させる．大きく 3 種類の比較を行う． 

1 つ目は，コミュニケーション距離の比率を一定の下，コミュニケーション距離のスケールを

変化させる（ID = 1-00，1-01，1-02，1-03）． 

2 つ目は，ポートフォリオマネージャーPoM と各プロジェクトマネージャーPMi 間のコミュニ

ケーション距離と，各プロジェクトマネージャーPMi と各作業者 Rm 間のコミュニケーション距離

の比率を変化させる（ID = 1-00，1-04，1-05）． 
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3 つ目は，プロジェクト間のコミュニケーション距離の比率を変化させる（ID = 1-00，1-06，1-

07，1-08，1-09，1-10，1-11）．さらに，プロジェクト間のコミュニケーション距離の比率とスケー

ルの変化の組み合わせも実施する（ID = 1-11，1-12，1-13）． 

 
表 5-5 ケース 1におけるプロジェクトポートフォリオの設定情報 

 

Communication Distance 

PoM PMi Anyone 

(from / to) (from / to) (from / to) 

ID Name PM1 PM2 PM3 𝑅8 ∈ 𝑅𝐴/(𝑡) 𝑅8 ∈ 𝑅𝑃(𝑡) 

1-00 Baseline 1 1 1 1 2 

1-01 DU-0 0 0 0 0 0 

1-02 DU-2 2 2 2 2 4 

1-03 DU-3 3 3 3 3 6 

1-04 D(PoM-PM)-2 2 2 2 1 2 

1-05 D(PM-WR)-2 1 1 1 2 2 

1-06 Bias-1-2-3 1 2 3 1 2 

1-07 Bias-1-3-2 1 3 2 1 2 

1-08 Bias-2-1-3 2 1 3 1 2 

1-09 Bias-2-3-1 2 3 1 1 2 

1-10 Bias-3-1-2 3 1 2 1 2 

1-11 Bias-3-2-1 3 2 1 1 2 

1-12 Bias-3-2-1-DU-2 6 4 2 2 4 

1-13 Bias-3-2-1-DU-3 9 6 3 3 6 

 

 

 

5.3.3 結果 

シミュレーションによって得られたブローカー機能の配置毎のプロジェクトポートフォリオの

パフォーマンス評価指標として，対全配置平均比率（式(3.21)）を表 5-6 に，最良配置率，最
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悪配置率を表 5-7 に示す．太字かつ下線の数値は各実験 ID における最良値を示す．また，

青字はベースラインよりも良い値，反対に赤字はベースラインよりも悪い値を示す． 

また，表 5-7 を基に，ブローカー機能の配置毎の最良配置率を図 5-3 に，最悪配置率を

図 5-4 に図示する．縦軸は実験名称を示し，横軸はそれぞれ最良配置となった割合，最悪

配置となった割合を示す． 

 

5.3.3.1 ベースラインの説明（ID = 1-00） 

ポートフォリオマネージャーにブローカー機能を割り当てた場合に平均 APD は最小となり，

PM1 へのブローカー機能の配置が僅差で 2 番目に小さい結果となった．最良配置率につい

ても，ポートフォリオマネージャーにブローカー機能を割り当てた場合に最大となり，38%のパ

ターンにおいて最小の平均プロジェクト遅延となった．一方で，最悪配置率が最小の配置は，

納期が最も厳しいプロジェクトのプロジェクトマネージャーPM1 であり，15%の見積誤差のパ

ターンにおいてのみ，最大の平均プロジェクト遅延となった． 

 

5.3.3.2 スケール変化の影響（ID = 1-00，1-01，1-02，1-03） 

まず，（ID = 1-01）の結果から，どの人員間のコミュニケーション距離も等しく 0 の場合には，

ベースラインよりも平均プロジェクト遅延が短縮すると同時に，ブローカー機能配置に依らず

同一となり，差は生じない．次に，（ID = 1-02，1-03）の結果より，コミュニケーション距離全体

を一律に等倍すると，平均プロジェクト遅延の絶対値は倍率に応じて増加する．ブローカー

機能の各配置の特徴としては，対全配置平均比率はベースラインと大きく変わらない．一方

で，PM1の最良配置率は増加し，PM3の最良配置率は減少している．また，PoM の最悪配置

率は減少し，PM3 の最悪配置率は増加している．よって，PM3 へのブローカー機能の割り当

てによる平均プロジェクト遅延が増加したことにより，PM1 の最良配置となる割合が増加し，

PM3 の最悪配置となる割合が減少したといえる． 

 

5.3.3.3 上位（PoMと PM間）と下位（PMと Rm間）の距離比率変化の影響（ID = 
1-00，1-04，1-05） 

（ID = 1-04，1-05）の結果より，上位（PoM と PM 間）のコミュニケーション距離を 2 倍にした

場合，および下位（PM と Rm 間）のコミュニケーション距離を 2 倍にした場合において，対全
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配置平均比率については，PoM あるいは PM1 へ配置した場合の平均プロジェクト遅延は減

少傾向にあり，反対に PM2 または PM3 へ配置した場合，平均プロジェクト遅延は増加傾向に

ある．特に，（ID = 1-04）より，上位（PoM と PM 間）のコミュニケーション距離を 2 倍にした場

合，他の配置に比べ，著しく PoM への配置が優位となり，最悪配置率についても PM1 と同等

の値まで減少していることがわかる． 

 

5.3.3.4 PoMと各 PMi間の距離比率変化の影響（ID = 1-00，1-06，1-07，1-08，1-
09，1-10，1-11） 

PoM へのブローカー機能の配置については，納期が最も厳しいプロジェクトのプロジェクト

マネージャーPM1 とのコミュニケーション距離が小さく，納期に余裕があるプロジェクトのプロ

ジェクトマネージャーとのコミュニケーション距離が大きいようなコミュニケーションバイアスが

存在する場合は，PoM の対全配置平均比率はベースラインより向上する．一方で，PM1 との

コミュニケーション距離が大きくなるバイアス存在する場合，ベースラインより著しく低下する．

反対に，PM1 へのブローカー機能の配置については，納期が最も厳しいプロジェクトのプロ

ジェクトマネージャーPM1 とのコミュニケーション距離が小さく，納期に余裕があるプロジェクト

のプロジェクトマネージャーとのコミュニケーション距離が大きいようなコミュニケーションバイ

アスが存在する場合に，著しく対全配置平均比率が向上し，（ID＝1−11）においては，全配

置平均に対して 13%以上平均プロジェクト遅延を短縮できており，最良配置率も 50%を上回

る．なお，最悪配置率については，（ID＝1−10）を除く全ての設定値で最小となった．このよう

に，一律に上位（PoM と PM 間）のコミュニケーション距離が大きくなるのではなく，納期が厳

しいプロジェクトの PM1 とのコミュニケーション距離が増加する場合，PoM へのブローカー機

能の配置に比べて，PM1 へブローカー機能を配置により得られる効果が大きくなる． 

 

5.3.3.5 (1)と(3)の組み合わせの影響（ID = 1-11，1-12，1-13） 

PM1 へのブローカー機能の配置が著しく優位となった（ID＝1−11）に対して，コミュニケー

ション距離を一律に等倍した結果（ID＝1−12，1−13），PM1 への配置の優位性が高まる結果

となった．特に,（ID＝1−13）においては，全配置平均に対して 16%以上平均遅延を短縮でき

ており，最良配置率も 55%を上回る．また，最悪配置率は 13%以下である．このように，コミュ

ニケーション距離に対してバイアスが存在する状況下において，コミュニケーション距離のス

ケールが大きくなる場合，その影響は拡大される結果となった． 
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表 5-6 対全配置平均比率 

「平均 APDの 4ブローカー機能配置候補の平均」に対する，各ブローカー機能配置

候補の平均 APDの比率（式(3.21)）．小さい値は相対的に優位であることを表す． 

太字かつ下線の数値は各実験 IDにおける最良値を示す．また，青字はベースライ

ンよりも良い値，反対に赤字はベースラインよりも悪い値を示す． 

 
Ratio to Overall Mean of APD 

OM of 
APD 

Assignment of Broker Role 

ID Name PoM PM1 PM2 PM3 

1-00 Baseline 3.81 0.966 0.967 1.021 1.047 

1-01 DU-0 3.04 1.000 1.000 1.000 1.000 

1-02 DU-2 5.08 0.952 0.947 1.027 1.074 

1-03 DU-3 6.27 0.942 0.953 1.007 1.098 

1-04 D(PoM-PM)-2 4.34 0.907 0.935 1.031 1.127 

1-05 D(PM-WR)-2 4.04 0.943 0.934 1.036 1.086 

1-06 Bias-1-2-3 4.40 0.920 0.934 1.028 1.118 

1-07 Bias-1-3-2 4.33 0.945 0.929 1.059 1.067 

1-08 Bias-2-1-3 4.50 0.974 0.897 0.989 1.140 

1-09 Bias-2-3-1 4.40 1.019 0.904 1.029 1.048 

1-10 Bias-3-1-2 4.49 1.035 0.877 0.988 1.099 

1-11 Bias-3-2-1 4.55 1.045 0.867 0.999 1.089 

1-12 Bias-3-2-1-DU-2 6.20 1.050 0.850 1.001 1.099 

1-13 Bias-3-2-1-DU-3 7.76 1.057 0.831 1.052 1.060 
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表 5-7 各ブローカー機能の配置候補の最良配置率と最悪配置率 

太字かつ下線の数値は各実験 IDにおける最良値を示す．また，青字はベースライ

ンよりも良い値，反対に赤字はベースラインよりも悪い値を示す． 

 Best Assignment Ratio Worst Assignment Ratio 

ID Name PoM PM1 PM2 PM3 PoM PM1 PM2 PM3 

1-00 Baseline 0.38 0.23 0.21 0.18 0.29 0.15 0.27 0.29 

1-01 DU-0 - - - - - - - - 

1-02 DU-2 0.36 0.30 0.21 0.13 0.20 0.18 0.27 0.35 

1-03 DU-3 0.37 0.31 0.21 0.11 0.20 0.18 0.23 0.39 

1-04 D(PoM-PM)-2 0.40 0.27 0.20 0.13 0.17 0.16 0.28 0.40 

1-05 D(PM-WR)-2 0.43 0.22 0.20 0.14 0.25 0.14 0.30 0.31 

1-06 Bias-1-2-3 0.43 0.24 0.21 0.12 0.20 0.13 0.25 0.43 

1-07 Bias-1-3-2 0.41 0.27 0.19 0.13 0.23 0.14 0.29 0.34 

1-08 Bias-2-1-3 0.33 0.40 0.17 0.10 0.23 0.15 0.19 0.43 

1-09 Bias-2-3-1 0.29 0.38 0.19 0.14 0.27 0.13 0.32 0.29 

1-10 Bias-3-1-2 0.28 0.46 0.15 0.11 0.31 0.18 0.16 0.35 

1-11 Bias-3-2-1 0.22 0.51 0.18 0.09 0.34 0.14 0.24 0.28 

1-12 Bias-3-2-1-

DU-2 

0.20 0.50 0.21 0.09 0.34 0.13 0.23 0.30 

1-13 Bias-3-2-1-

DU-3 

0.19 0.55 0.14 0.12 0.30 0.12 0.31 0.26 
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図 5-3 ブローカー機能の配置候補の最良配置率 

 

 
図 5-4 ブローカー機能の配置候補の最悪配置率 
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 ケース 2 : 見積不確実性の変化に応じたブローカー機

能の適切配置 

5.4.1 ケース詳細 

ケース 2 で行うシミュレーションのパターンを表 5-8 に示す．ケース 2 では，ケース 1 で実

施した 4 つの実験（ID = 1-00，1-11，1-12，1-13）に対して，タスク量の見積不確実性を大小

変化させ，見積不確実性の影響を評価する．なお，評価方法については，ケース 1 と同様で

ある． 
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表 5-8 ケース 2におけるプロジェクトポートフォリオの設定情報 

 

Communication Distance 
Estimation 

Uncertainty 

PoM  

(from / to) 

PMi 

(fro

m / 

to) 

Any
one 

(fro

m / 

to) 

σ 

ID Name PM1 PM2 PM3 
R«
∈ RA­(t)  

R«
∈ RP(t)  

P1 P2 P3 

2-00 S2.5 1 1 1 1 2 2.5 2.5 2.5 

1-00 Baseline 1 1 1 1 2 5.0 5.0 5.0 

2-01 S10.0 1 1 1 1 2 10.0 10.0 10.0 

2-02 D(PoM-PM)-2-S2.5 2 2 2 1 2 2.5 2.5 2.5 

1-04 D(PoM-PM)-2 2 2 2 1 2 5.0 5.0 5.0 

2-03 D(PoM-PM)-2-S10.0 2 2 2 1 2 10.0 10.0 10.0 

2-04 PJ-Bias-3-2-1-S2.5 3 2 1 1 2 2.5 2.5 2.5 

1-11 PJ-Bias-3-2-1 3 2 1 1 2 5.0 5.0 5.0 

2-05 PJ-Bias-3-2-1-S10.0 3 2 1 1 2 10.0 10.0 10.0 

2-06 PJ-Bias-3-2-1-DU-2-

S2.5 

6 4 2 2 4 2.5 2.5 2.5 

1-12 PJ-Bias-3-2-1-DU-2 6 4 2 2 4 5.0 5.0 5.0 

2-07 PJ-Bias-3-2-1-DU-2-

S10.0 

6 4 2 2 4 10.0 10.0 10.0 

2-08 PJ-Bias-3-2-1-DU-3-

S2.5 

9 6 3 3 6 2.5 2.5 2.5 

1-13 PJ-Bias-3-2-1-DU-3 9 6 3 3 6 5.0 5.0 5.0 

2-09 PJ-Bias-3-2-1-DU-3-

S10.0 

9 6 3 3 6 10.0 10.0 10.0 
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5.4.2 結果 

シミュレーションによって得られたブローカー機能の配置毎のプロジェクトポート

フォリオのパフォーマンスに関して，対全配置平均比率（式(3.21)）を表 5-9に，最良

配置率，最悪配置率を表 5-10 に示す．太字かつ下線の数値は各実験 ID における最良

値を示し，青字は対応するケース１の実験に対して良い値を示す． 

また，表 5-10 を基に，ブローカー機能の配置毎の最良配置率を図 5-5 に，最悪配置率

を図 5-6 に図示する．縦軸は実験名称を示し，横軸はそれぞれ最良配置となった割合，最

悪配置となった割合を示す． 

まず，全体を通して，見積不確実性が大きくなるほど，平均プロジェクト遅延は増加するこ

とが確認できる．次に，PM1 へのブローカー機能配置については，不確実性が大きければ大

きいほど優位になる場合が多く，（ID = 2-05）においては，全配置平均に比べ 19%以上平均

遅延を短縮できている．また，反対に PM3 へのブローカー機能配置については，不確実性

が小さければ小さいほど，優位となる傾向にある． 

PoM へのブローカー機能配置は，（ID = 2-00，2-01，2-02，2-03）については，見積不確実

性が大きくなるほど，優位性が大きくなることが確認できる．一方で，（ID = 2-04，2-05，2-06，

2-07，2-08，2-09）については，見積不確実性が小さくなるほど，優位性が大きくなる．PM2 へ

のブローカー機能配置は，（ID = 2-00，2-01，2-02，2-03，2-04，2-05）については，不確実性

の減少に伴い，優位となることが確認できる．一方で，（ID = 2-06，2-07）については，不確実

性の増加に伴い，優位となった． 

このように見積不確実性の増加に対して，一貫して優位になる傾向にあるブローカー機能

配置と，設定値に応じて，優位となる場合と劣位となる場合が共存する配置があることが確認

できた． 
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表 5-9 対全配置平均比率 

「平均 APDの 4ブローカー機能配置候補の平均」に対する，各ブローカー機能配置

候補の平均 APDの比率（式(3.21)）．小さい値は相対的に優位であることを表す． 

太字かつ下線の数値は各実験 IDにおける最良値を示し，青字は対応するケース１

の実験に対して良い値を示す． 

 
Ratio to Overall Mean of APD 

OM 

of 

APD 

Assignment of Broker Role 

ID Name PoM PM1 PM2 PM3 

2-00 S2.5 3.08 0.996 0.953 0.965 1.086 

1-00 Baseline 3.81 0.966 0.967 1.021 1.047 

2-01 S10.0 4.74 0.903 0.880 1.088 1.129 

2-02 D(PoM-PM)-2-S2.5 3.39 0.978 0.950 0.995 1.077 

1-04 D(PoM-PM)-2 4.34 0.907 0.935 1.031 1.127 

2-03 D(PoM-PM)-2-S10.0 5.26 0.862 0.892 1.084 1.162 

2-04 Bias-3-2-1-S2.5 3.47 1.042 0.933 0.982 1.044 

1-11 Bias-3-2-1 4.55 1.045 0.867 0.999 1.089 

2-05 Bias-3-2-1-S10.0 5.77 1.046 0.803 1.033 1.118 

2-06 Bias-3-2-1-DU-2-S2.5 4.30 1.023 0.896 1.017 1.064 

1-12 Bias-3-2-1-DU-2 6.20 1.050 0.850 1.001 1.099 

2-07 Bias-3-2-1-DU-2-S10.0 7.60 1.088 0.824 1.013 1.075 

2-08 Bias-3-2-1-DU-3-S2.5 5.16 1.000 0.908 1.072 1.021 

1-13 Bias-3-2-1-DU-3 7.76 1.057 0.831 1.052 1.060 

2-09 Bias-3-2-1-DU-3-S10.0 9.26 1.062 0.885 1.010 1.043 
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表 5-10 各ブローカー機能の配置候補の最良配置率と最悪配置率 

太字かつ下線の数値は各実験 IDにおける最良値を示し，青字は対応するケース１

の実験に対して良い値を示す． 

 
Best Assignment Ratio Worst Assignment Ratio 

Assignment of Broker Role Assignment of Broker Role 

ID Name PoM PM1 PM2 PM3 PoM PM1 PM2 PM3 

2-00 S2.5 0.39 0.27 0.23 0.10 0.34 0.16 0.20 0.30 

1-00 Baseline 0.38 0.23 0.21 0.18 0.29 0.15 0.27 0.29 

2-01 S10.0 0.39 0.29 0.19 0.13 0.14 0.13 0.39 0.33 

2-02 D(PoM-PM)-2-

S2.5 

0.34 0.26 0.26 0.13 0.31 0.11 0.26 0.32 

1-04 D(PoM-PM)-2 0.40 0.27 0.20 0.13 0.17 0.16 0.28 0.40 

2-03 D(PoM-PM)-2-

S10.0 

0.49 0.24 0.15 0.12 0.13 0.14 0.35 0.38 

2-04 Bias-3-2-1-

S2.5 

0.25 0.44 0.22 0.09 0.41 0.22 0.18 0.19 

1-11 Bias-3-2-1 0.22 0.51 0.18 0.09 0.34 0.14 0.24 0.28 

2-05 Bias-3-2-1-

S10.0 

0.21 0.57 0.16 0.05 0.31 0.13 0.28 0.28 

2-06 Bias-3-2-1-

DU-2-S2.5 

0.22 0.51 0.19 0.08 0.35 0.19 0.24 0.22 

1-12 Bias-3-2-1-

DU-2 

0.20 0.50 0.21 0.09 0.34 0.13 0.23 0.30 

2-07 Bias-3-2-1-

DU-2-S10.0 

0.14 0.56 0.17 0.13 0.40 0.11 0.22 0.26 

2-08 Bias-3-2-1-

DU-3-S2.5 

0.23 0.46 0.14 0.17 0.26 0.20 0.30 0.23 

1-13 Bias-3-2-1-

DU-3 

0.19 0.55 0.14 0.12 0.30 0.12 0.31 0.26 

2-09 Bias-3-2-1-

DU-3-S10.0 

0.13 0.50 0.20 0.16 0.27 0.16 0.29 0.28 
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図 5-5 ブローカー機能の配置候補の最良配置率 

 

 
図 5-6 ブローカー機能の配置候補の最悪配置率 
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 考察 

5.5.1 情報伝達特性とブローカー機能の適切配置の関係性 

ケーススタディの結果から，ポートフォリオマネージャーとプロジェクトマネージャーの間の

コミュニケーション距離が一律に大きい場合は，ポートフォリオマネージャーへのブローカー

機能の配置が優位となり，全配置の平均に対して 13%以上と遅延を短縮できるという結果を

得た（ID = 2-03）．しかしながら，PM1 へのブローカー機能配置と比べて 3.4%の優位性にとど

まる．これは，ブローカー機能がプロジェクトマネージャーに配置された場合，他のプロジェク

トマネージャーからの供給依頼情報および作業者への確認依頼情報を伝達する際のコミュ

ニケーションが，ポートフォリオマネージャーがブローカーである場合の約 2 倍の時間を要す

る．一律に増加する場合，その影響が大きくなるため，全てのプロジェクトマネージャーから

比較的近い距離に存在するポートフォリオマネージャーにブローカー機能を配置することが

有効となる． 

また，プロジェクト毎にコミュニケーション距離にバイアスが存在し，最も納期の厳しいプロ

ジェクトのプロジェクトマネージャーとのコミュニケーション距離が大きい場合は，そのプロジェ

クトマネージャーにブローカー機能を配置することがプロジェクトポートフォリオ全体のパ

フォーマンスを著しく向上させ，全配置平均に対して 19%以上平均遅延を短縮できるという

結果を得た（ID = 2-05）．この時，ポートフォリオマネージャーへブローカー機能を配置した場

合に比べて，23.2%の遅延を短縮できており，著しく優位な結果となっている． 

納期の厳しいプロジェクトにおいては，小さな見積誤差であっても人的資源の供給依頼が

発生するため，供給依頼回数が多い．よって，その供給依頼を最も近い位置で処理可能な

同一プロジェクトのプロジェクトマネージャーにブローカー機能を割り当てることが有効となる

ためと考えられる．  

5.5.2 見積不確実性とブローカー機能の適切配置の関係性 

本モデルでは，見積不確実性に起因した見積誤差が人的資源再配置の契機となるため，

不確実性が大きいほど，人的資源再配置のためのコミュニケーションは増加する．人的資源

再配置のためのコミュニケーションの発生頻度と，それらのコミュニケーションに必要な情報

伝達経路が小さくなる時に，円滑な人的資源再配置が実行可能となる．そのため，大まかに
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いえば，見積不確実性の増大に伴い，優位性が向上したブローカー機能配置は，そのプロ

ジェクトポートフォリオにおいて発生する人的資源再配置のための総コミュニケーション距離

が小さくなる位置であったと解釈できる（厳密には，ある人的資源再配置によって後続の再配

置が変化するため，コミュニケーションの種類や回数が変化してしまうため，個々のケースに

ついては正確な表現とはいえない）． 

この解釈の下，5.4.2 のケース 2 の結果から，PM1 へのブローカー機能配置については，コ

ミュニケーション距離のパターンを変化させた場合であっても，不確実性の増加に伴い優位

性が向上しているため，納期の厳しいプロジェクトのプロジェクトマネージャーを介したコミュ

ニケーションの効率化は，ポートフォリオ全体への効果が大きいことが示唆される． 

5.5.3 実組織へのブローカー機能の実装について 

ケーススタディの結果，ポートフォリオマネージャーとのコミュニケーション距離が大きく，最

も納期の厳しいプロジェクトのプロジェクトマネージャーにブローカー機能を配置することがプ

ロジェクトポートフォリオ全体のパフォーマンス向上につながるという結果を得た．しかしながら，

納期の厳しいプロジェクトのプロジェクトマネージャーは，ブローカー業務を十分に行えない

場合も想定される．そこで，実組織への実装については，当該プロジェクトのプロジェクトマ

ネージャーと同等の情報を入手可能な人員を用意し，人的資源再配置を実施すべきである．

例えば，プロジェクトマネジメントオフィス（PMO）によって，納期の厳しいプロジェクトの人的

資源不足を重点監視することによって代替可能である．多くの企業においては，プロジェクト

規模の大きさに応じてプロジェクト監査要否を判定していることが多いが，本ケーススタディの

結果を踏まえ，プロジェクトの緊急性に加え，ポートフォリオマネージャーとプロジェクトマネー

ジャーの情報伝達の容易性，およびタスク作業量の見積不確実性に基づいた，監査要否判

断が重要である． 
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 まとめ 

本章では，プロジェクト型組織の見積不確実性と情報伝達特性をモデル化し，仮想的なプ

ロジェクトポートフォリオにおける適切なブローカー機能の配置箇所を評価した．本ケースス

タディを通して得られた知見を以下にまとめる． 

 

l プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いて，プロジェクト型組織における

情報伝達特性と適切なブローカーの配置箇所の関係性が分析できた．ブローカー

機能をポートフォリオマネージャーに配置すべきか，特定のプロジェクトマネージャー

に配置すべきかの意思決定に必要な情報伝達特性に関する特徴を提示できたこと

から，有用性を確認できた． 

l 本研究で提案したシミュレーションモデルにおいて，以下のプロジェクト型組織にお

けるブローカー機能配置指針が得られた． 

Ø ポートフォリオマネージャーと全てのプロジェクトマネージャーのコミュニケーショ

ン距離が一律に大きい場合は，ポートフォリオマネージャーへのブローカー機

能の配置が優位となる傾向がみられた． 

Ø ポートフォリオマネージャーと各プロジェクトマネージャーの間のコミュニケーショ

ン距離にバイアスが存在し，最も納期の厳しいプロジェクトのプロジェクトマネー

ジャーとのコミュニケーション距離が大きい場合は，そのプロジェクトマネー

ジャーに対するブローカー機能の配置が優位となる傾向がみられた．特に，

ポートフォリオマネージャーにブローカー機能を配置した場合に比べて，著しく

優位な傾向があった． 
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 はじめに 

本章では，情報システム企業 A 社の実データに基づいて，マトリクス型組織における実プ

ロジェクトポートフォリオにおける組織の情報伝達特性の改善設計を行う．図 6-1 に提案手法

の概要と本ケーススタディの関係性を示す．具体的には，マトリクス型組織における情報シス

テム展開プロジェクトの実績データを基に，実ポートフォリオのタスク情報，組織情報につい

てモデリングを行う．次に特定の人員間のコミュニケーション距離を縮めた場合の，プロジェク

トポートフォリオのパフォーマンスに対する影響を定量的に評価し，効果的な改善案を設計

する．最後に，改善案の実装方法について実現可能性やコストを考慮した上で検討する．マ

トリクス型組織においては，機能部門における静的な情報伝達特性とプロジェクトへの人員

配置によって変化する動的な情報伝達特性の 2 つを組み合わせた複雑な情報伝達特性を

考慮する必要がある．また，第 5 章におけるケーススタディで評価したようなブローカー機能

の配置を自由に変更できない組織も存在する．そのような組織においては，ブローカー機能

の配置は固定のまま，組織内コミュニケーションの改善方法を検討することに意味がある． 

 

 

図 6-1 提案手法の概要と本ケーススタディの関係性 
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 問題設定 

6.2.1 タスク情報 

本ケーススタディでは，実際の情報システム企業 A 社における業務効率化システムの展開

プロジェクトの実績データを基に，タスク情報を設定する．なお，本実績データは，手動で入

力・更新された電子ファイルである．本データからある期間を抽出し，5 つの情報システム展

開プロジェクトからなるプロジェクトポートフォリオを設定する． 

プロジェクトポートフォリオの基本情報を表 6-1，タスク間の依存関係を図 6-2，プロジェク

ト Pi のタスク aij 情報を表 6-2 に示す． 

各プロジェクトの総タスク数𝐽/，タスク間の依存関係は同一であるが（図 6-2 参照），実績

データを基に各タスクの作業工数 wlij は異なる値を設定した（表 6-2）．見積不確実性は，総

工数が大きいプロジェクトほど大きくなるように設定した．また，最早開始時刻 edi は一律 0 と

し，予定納期 ddi については，リソース競合は考えず，各プロジェクト Pi のクリティカルパス上

のタスクを生産性 1（人時間/時間）で実施するのに必要な時間の 1.2 倍の所要時間を設定す

る． 

 

表 6-1 プロジェクトポートフォリオの基本情報 

Name Variable Unit 
Portfolio 

 P1 P2 P3 P4 P5 

タスク数 𝐽/ - 45 9 9 9 9 9 

総タスク量 𝑤𝑙/:
DF

:
 (person-hour) 399 11 42 81 119 146 

見積不確実

性 
𝜎/ (person-hour) - 1 2 4 8 16 

開始時刻 edi  (hour) 0 0 0 0 0 0 
納期 ddi (hour) 130 12 43 84 124 130 
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図 6-2 タスク aij間の依存関係（全プロジェクト共通） 

 

表 6-2 プロジェクト Piのタスク aijの作業工数 wlij 

Task 
j 

Description P1 P2 P3 P4 P5 

ai1 Introduction 1 2 3 4 5 

ai2 Interview 1 3 7 11 12 

ai3 Business Analysis 1 5 9 13 9 

ai4 Data Confirmation 1 4 9 13 12 

ai5 Proposal of Application 3 7 12 17 10 

ai6 Data Scanning 1 6 13 19 32 

ai7 Server Environment Construction 1 6 11 16 38 

ai8 Batch Execution 1 8 16 25 27 

ai9 Result Reporting 1 1 1 1 1 

Total Workload (person-hour) 11 42 81 119 146 

Critical Path (person-hour) 10 36 70 103 108 

Estimation Error (person-hour) 1 2 4 8 16 
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6.2.2 組織情報 

プロジェクトポートフォリオの人員情報を表 6-3，作業者 Rm の各タスク aij の生産性(rij, m)を

表 6-4，機能型組織としてのコミュニケーションネットワークを図 6-3，コミュニケーション距離

行列 CDf を表 6-5，プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)を表 6-6

にそれぞれ示す． 

実プロジェクトポートフォリオの実態のとおり，機能部門 div.1 の O は，ポートフォリオマネー

ジャーであり，ブローカー機能を保有する．機能部門 div.1 の A はプロジェクト P1, P2 のプロ

ジェクトマネージャーおよび作業者 R1を兼務し，同様に機能部門 div.1 の B はプロジェクト P3, 

P4 のプロジェクトマネージャーおよび作業者 R2 を兼務している．また，機能部門 div.1 の C は

プロジェクト P5 のプロジェクトマネージャーと作業者 R3 を兼務している（表 6-3）． 

各作業者 Rm の各タスク aij の生産性(rij, m)については，実プロジェクトデータの各作業者の

作業実績量を基に定量化した（表 6-4）． 

機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDf については，表 3-3 の距離基準に

則り作成した図 6-3 のコミュニケーションネットワークに基づいて算出する．コミュニケーション

ネットワークのモデル化にあたり，人員の特性に基づき，修正を加えた．具体的には，F，H，

L は各部門の委託先の作業者であるため，他の機能部門の人員とは，直接情報伝達できな

いと仮定した．また，I，J は機能部門 div.4 の人員であるが，機能部門 div.1 に常駐していた

ため，機能部門 div.1 と同部門と仮定し，エッジの距離の値を設定した．表 6-5 に本コミュニ

ケーションネットワークに基づいて得られた機能型組織におけるコミュニケーション距離行列

CDf を示す．  

また，プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)については，3.3.6.1

に基づいて作成する（表 6-6）．本ケーススタディにおいては，ポートフォリオマネージャーと

プロジェクトマネージャーの平均情報伝達時間がおよそ 2 時間程度であったので，表 5-3 の

CDp(t)を N=5 の場合で算出し，各要素を 2 倍した距離を用いる．表中の Rmi は時刻 t におい

て，プロジェクト Pi に属する作業者を表す．すなわち，𝑅8/ ∈ 𝑅𝐴/(𝑡)である．また，Rmp は，時

刻 t においてリソースプールに属する作業者（どのプロジェクトにも未割当）を表す． 
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表 6-3 プロジェクトポートフォリオの人員 

Division Name Title Role Description 

div.1 
O Manager PoM 

Portfolio Manager, 

Broker 

A Employee 
PM1, PM2, 
R1 

Project Manager for P1 and P2, 
Worker 

B Employee 
PM3, PM4, 
R2 

Project Manager for P3 and P4, 
Worker 

C Employee 
PM5,  
R3 

Project Manager for P5, 
Worker 

div.2 D Employee R4 Worker 

E Employee R5 Worker 

F Employee R6 Outsourcing worker 

div.3 G Employee R7 Worker 

H Employee R8 Outsourcing worker 

div.4 I Employee R9 Worker in same office as div.1 

J Employee R10 Worker in same office as div.1 

div.5 K Employee R11 Worker 

L Employee R12 Outsourcing worker 
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表 6-4 作業者 Rmのタスク aijの生産性 rij, m（人時間/時間） 

Task j A B C D E F G H I J K L 

ai1 1 1 0 0 0 0 1 0 2 0 1 0 

ai2 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 1 1 

ai3 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2 1 

ai4 2 1 2 2 0 0 0 0 1 0 1 1 

ai5 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

ai6 2 2 1 0 0 0 0 0 0 3 0 0 

ai7 0 2 1 0 2 2 0 0 1 0 0 0 

ai8 0 2 1 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

ai9 1 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 
 

 

 
図 6-3 コミュニケーションネットワーク 
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表 6-5 機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 

Div. Name O A B C D E F G H I J K L 

div.1 

O 0 2 2 2 4 4 5 4 5 3 3 4 5 

A 2 0 1 1 2 2 3 3 4 1 1 3 4 

B 2 1 0 1 3 2 3 2 3 1 1 3 4 

C 2 1 1 0 3 3 4 3 4 1 1 2 3 

div.2 

D 4 2 3 3 0 1 1 5 6 3 3 5 6 

E 4 2 2 3 1 0 1 4 5 3 3 5 6 

F 5 3 3 4 1 1 0 5 6 4 4 6 7 

div.3 
G 4 3 2 3 5 4 5 0 1 3 3 5 6 

H 5 4 3 4 6 5 6 1 0 4 4 6 7 

div.4 
I 3 1 1 1 3 3 4 3 4 0 1 3 4 

J 3 1 1 1 3 3 4 3 4 1 0 3 4 

div.5 
K 4 3 3 2 5 5 6 5 6 3 3 0 1 

L 5 4 4 3 6 6 7 6 7 4 4 1 0 
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表 6-6 プロジェクト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)（N=5） 

ID  0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 

0 PoM 0 2 2 2 2 2 4 4 4 4 4 4 

1 PM1 2 0 4 4 4 4 2 6 6 6 6 4 

2 PM2 2 4 0 4 4 4 6 2 6 6 6 4 

3 PM3 2 4 4 0 4 4 6 6 2 6 6 4 

4 PM4 2 4 4 4 0 4 6 6 6 2 6 4 

5 PM5 2 4 4 4 4 0 6 6 6 6 2 4 

6 Rm1 4 2 6 6 6 6 0 8 8 8 8 4 

7 Rm2 4 6 2 6 6 6 8 0 8 8 8 4 

8 Rm3 4 6 6 2 6 6 8 8 0 8 8 4 

9 Rm4 4 6 6 6 2 6 8 8 8 0 8 4 

10 Rm5 4 6 6 6 6 2 8 8 8 8 0 4 

11 Rmp 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 0 
 

 

6.2.3 組織内コミュニケーション改善設計 

本項では，式(6.1)で表される離散イベントシミュレーションを用いて出力されたプロジェクト

ポートフォリオの総プロジェクト遅延（式(3.22)），総計画外工数（式(3.23)）を基に，組織内情

報伝達特性の変更ΔCDfを評価し，組織内情報伝達特性の改善方法を設計する．組織情報

O の変化量ΔO として，機能型組織としてのコミュニケーション距離行列の変化量ΔCDf を選

定したことに相当する． 

 

𝑺 = 𝑆𝑖𝑚(𝑻, 𝑶, ∆𝐶𝐷�)	 (6.1) 

 

シミュレーション Sim のインプットは大きく 3 種類あり，改善対象のプロジェクトポートフォリ

オ情報として，タスク情報 T，組織情報 O，また，設計変数として，機能型組織におけるコミュ

ニケーション距離行列の改善値ΔCDf がある．タスク情報 T は，プロジェクトポートフォリオを
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構成する各プロジェクト Pi，𝑖 ∈ {1, … , 𝑁}，Pi の最早開始時刻 edi，予定納期 ddi，タスク aij，タ

スク aij の作業量 wlij，タスク aij の優先順位制約 PTij ⊆ {𝑎/C, … , 𝑎/DF}，および各プロジェクト Pi

の特性に応じた見積不確実性𝜎/を含む．次に，組織情報 O は，プロジェクトポートフォリオに

割当可能な全作業者 Rm，𝑚 ∈ {1, … ,𝑀}，各作業者のタスク aij の生産性 rij, m，ブローカー機

能の配置情報 BF，機能型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDf，および，プロジェク

ト型組織におけるコミュニケーション距離行列 CDp(t)を含む．機能型組織におけるコミュニ

ケーション距離行列の改善値ΔCDf は，設計変数であり，対象のポートフォリオの機能型組

織におけるコミュニケーション距離行列 CDf に対する変化量を表す．具体的には，特定の人

員 Hl1 と人員 Hl2 のコミュニケーションネットワーク上の距離をある単位変化させた場合の CDf’

と元のコミュニケーション距離行列 CDf の差を表す． 

シミュレーション Sim のアウトプットとして，プロジェクトポートフォリオ全体の実行スケジュー

ル S を，各プロジェクト Pi のスケジュール Si の集合として得る． 

本ケーススタディ（情報伝達特性改善設計）の目的は，式(6.2)で表せ，式(3.22)の総プロ

ジェクト遅延と式(3.23)の総計画外工数の 2 つの目的変数の値を小さくするようなコミュニケー

ション距離行列の変化量∆𝐶𝐷�を得ることとなる． 

 

∆𝐶𝐷� = 𝑎𝑟𝑔𝑚𝑖𝑛
∆°±²

(𝛼𝑇𝑃𝐷 𝑺 + (1 − 𝛼)𝑇𝑃𝑂𝑊𝐿(𝑺))	 (6.2) 

 

αは，スケジュールとコストの重要度の割合を表し，情報伝達特性の改善時に，改善

担当者が決定する．本稿においては，ΔCDfを複数パターン変化させ，シミュレーショ

ンを実行し，式(6.2)を満たすコミュニケーション距離行列の変化量∆𝐶𝐷�を探索する． 

 ケース 1 : 既存コミュニケーション距離改善設計 

本ケーススタディにおいては，プロジェクトポートフォリオにおける情報伝達特性の変化量

を複数パターン試し，プロジェクトポートフォリオを評価する．2 つのケーススタディを実施する．

1 つ目のケーススタディにおいては，既存のコミュニケーションネットワークのエッジの距離の

変化によるポートフォリオパフォーマンスへの影響を評価する．次に，2 つ目のケーススタディ

において，既存のコミュニケーションネットワークにない関係性の追加によるポートフォリオパ

フォーマンスへの影響を評価する． 
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6.3.1 評価方法 

ケーススタディ 1 においては，機能型組織におけるコミュニケーションネットワーク（図 6-3）

のエッジのうち，比較的コミュニケーションに時間を要するエッジのみを考える（図 6-3 の破

線）．エッジの距離 2 以上の各エッジを 1 削減する場合の変化量ΔCDf（8 パターン）の効果

の評価（ケース 1-a）とエッジの距離 2 以上の各エッジを 1 増加する場合の変化量ΔCDf（8 パ

ターン）の効果の評価（ケース 1-b）を行う． 

見積不確実性に基づき，各変化量ΔCDf に対して，乱数を変化させ，1,000 種類の見積作

業量のパターンを生成し，シミュレーションを行う．1,000 回の試行の総プロジェクト遅延と総

計画外工数の平均値を基に，コミュニケーションネットワークの各変化量ΔCDf を評価する．

また，総プロジェクト遅延と総計画外工数については，正規性が確認できなかったため，それ

ぞれのベースラインとの差の検定には，3.3.9.6 で述べた通り，対応関係がとれているデータ

に対するノンパラメトリック検定の 1 つであるウィルコクスン符号付順位検定を用いる．有意水

準は 1％にて両側検定を行う． 

6.3.2 ケース 1a : 距離 2以上のエッジの距離短縮 

表 6-7，表 6-8 に各パターンにおける総プロジェクト遅延と総計画外工数それぞれについ

て，1,000 試行の平均値，標準偏差，最小値，中央値，最大値，平均値とベースラインの平均

値との差，P 値を示す．平均値とベースラインの平均値との差のうち，改善傾向があったもの

に下線を付与している．また，P 値については，統計的な有意性がいえるものに下線を付与

している． 

結果，ポートフォリオマネージャーであり，機能部門 div.1 の管理職である O と，各プロジェ

クトマネージャーA, B, C との距離削減は，総プロジェクト遅延の短縮に統計的有意に効果が

あり，各プロジェクトマネージャーA, B との距離削減は，総計画外工数の削減にも統計的有

意に効果があるといえる．また，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクト P1, P2 のプロジェ

クトマネージャーおよび作業者 R1 である A との間の距離を改善させる（パターン 1）と，総プロ

ジェクト遅延と総計画外工数の双方の削減に最も効果的であることがわかった．平均 109.2

分の遅延時間の短縮，平均 0.58 人時間の工数削減が期待される．割合でいえば，20.0%の

遅延時間の短縮，15.2％の工数削減に相当する．加えて，総プロジェクト遅延の最大値は 18

時間短縮でき，総計画外工数の最大値も 10 人時間削減できることがわかった． 
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表 6-7 距離短縮後の総プロジェクト遅延（時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 9.09 7.91 0 8 82  - 

1 O-A 7.27 6.68 0 6 64 -1.82 2.62E-22 

2 O-B 7.95 7.4 0 6 48 -1.14 4.34E-11 

3 O-C 8.47 7.36 0 7 55 -0.62 1.84E-04 

4 A-D 9.04 7.79 0 8 82 -0.05 8.17E-01 

5 A-E 9.1 7.97 0 8 82 0.01 7.04E-01 

6 B-E 8.99 7.92 0 8 82 -0.1 2.50E-02 

7 B-G 9.06 7.91 0 8 82 -0.03 6.87E-02 

8 C-K 9.09 7.91 0 8 82 0 9.86E-01 

 

 

 
表 6-8 距離短縮後の総計画外工数（人・時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 3.82 4.45 0 2 43  - 

1 O-A 3.24 3.75 0 2 33 -0.58 2.93E-08 

2 O-B 3.33 4.32 0 2 43 -0.49 2.45E-06 

3 O-C 3.77 4.63 0 2 47 -0.05 4.16E-01 

4 A-D 3.8 4.52 0 2 43 -0.02 6.22E-01 

5 A-E 3.81 4.49 0 2 43 -0.01 5.31E-01 

6 B-E 3.78 4.47 0 2 43 -0.04 1.61E-01 

7 B-G 3.75 4.39 0 2 46 -0.07 2.05E-01 

8 C-K 3.83 4.45 0 2 43 0.01 3.77E-01 

 

 

 
図 6-4，図 6-5 に，総プロジェクト遅延と総計画外工数共に統計的に効果が見込めたパ

ターン 1（O-A 距離短縮），パターン 2（O-B 距離短縮）の総プロジェクト遅延と総計画外工数

のベースラインとの差の散布図を示す（1,000 プロット）．横軸が総プロジェクト遅延の差（距離
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短縮後の総プロジェクト遅延とベースラインの総プロジェクト遅延の差）を表す．ベースライン

と同一の総プロジェクト遅延の場合は 0 となる．負の値は，距離短縮による遅延削減効果が

あったことを表し，正の値は，距離短縮による悪影響があった場合を表す．同様に，縦軸が

総計画外工数の差（距離短縮後の総計画外工数とベースラインの総計画外工数の差）を表

す．負の値は，距離短縮による遅延削減効果があったことを表し，正の値は，距離短縮によ

る悪影響があった場合を表す．つまり，左下の第三象限のプロットは，遅延，工数共に改善し

た場合を示し，右上の第一象限のプロットは，遅延工数共に悪化した場合を意味する．パ

ターン 1，パターン 2 共に，平均としては左下にシフトし，改善しているが，改善と悪化の両方

の場合を含みばらついていることがわかる．また，パターン 1 の方が，パターン 2 に比べ，大

きな悪化（右上の外れた点）がすくないことがわかる．  

 

 

図 6-4距離削減による総プロジェクト遅延と総計画外工数の変化 

（パターン 1:O-A距離短縮） 
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図 6-5距離削減による総プロジェクト遅延と総計画外工数の変化 

（パターン 2:O-B距離短縮） 

 

6.3.3 ケース 1b : 距離 2以上のエッジの距離増加 

ケース 1b では，ケース 1a で距離短縮を行なったエッジに対して，距離増加を行った結果

を示す．表 6-9，表 6-10 に各パターンにおける総プロジェクト遅延と総計画外工数それぞれ

について，1,000 試行の平均値，標準偏差，最小値，中央値，最大値，平均値とベースライン

の平均値との差，P 値を示す．平均値とベースラインの平均値との差のうち，悪化傾向があっ

たものに下線を付与している．また，P 値については，統計的な有意性がいえるものに下線を

付与している． 

結果，ポートフォリオマネージャーであり，機能部門 div.1 の管理職である O と，各プロジェ

クトマネージャーA, B との距離増加は，総プロジェクト遅延の増加に統計的有意に影響があ

り，各プロジェクトマネージャーB との距離増加は，総計画外工数の増加にも統計的有意に

影響があるといえる．また，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーA との間

の距離を増加させる（パターン 1）と総プロジェクト遅延の増加に最も影響があった．平均 29.4

分の遅延時間の増加が予想される．また，総プロジェクト遅延の最大値も 10 時間増加するこ

とがわかった．一方で，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーB との間の距

離を増加させる（パターン 2）と総計画外工数の増加に最も影響があった．平均 0.27 人時間
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の工数増加が予想される．加えて，総計画外工数の最大値も 7 人時間増加することがわかっ

た． 

 

表 6-9 距離増加後の総プロジェクト遅延（時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 9.09 7.91 0 8 82  - 

1 O-A 9.58 8.23 0 8 92 0.49 1.22E-04 

2 O-B 9.48 8.13 0 8 87 0.39 1.30E-05 

3 O-C 8.84 7.71 0 8 82 -0.25 1.56E-01 

4 A-D 9.11 7.98 0 8 82 0.02 9.41E-01 

5 A-E 9.03 7.86 0 8 82 -0.06 2.71E-01 

6 B-E 9.07 7.92 0 8 82 -0.02 2.36E-01 

7 B-G 9.05 7.89 0 8 82 -0.04 6.97E-01 

8 C-K 9.08 7.9 0 8 82 -0.01 8.24E-01 

 

 

 
表 6-10 距離増加後の総計画外工数（人・時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 3.82 4.45 0 2 43  - 

1 O-A 4.06 5.12 0 2 46 0.24 1.56E-01 

2 O-B 4.09 4.9 0 2 50 0.27 6.97E-04 

3 O-C 3.56 4.19 0 2 43 -0.26 1.24E-02 

4 A-D 3.81 4.51 0 2 43 -0.01 8.79E-01 

5 A-E 3.81 4.48 0 2 43 -0.01 3.64E-02 

6 B-E 3.82 4.46 0 2 43 0 4.40E-01 

7 B-G 3.8 4.44 0 2 43 -0.02 8.93E-01 

8 C-K 3.82 4.44 0 2 43 0 5.09E-01 
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 ケース 2 : コミュニケーション経路の追加 

6.4.1 評価方法 

ケーススタディ 2 では，機能型組織におけるコミュニケーションネットワーク（図 6-3）におい

て，効果的な新規のつながりを評価する．本ケースでは，ポートフォリオマネージャーO と直

接的な関係がなかった人員 9 名（D, E, F, G, H, I, J, K, L）との新規の関係追加を考える． 

新規のつながりのエッジの距離 2 種類変化させ，それぞれ変化量ΔCDf（9 パターン）の

ポートフォリオへの効果評価を実施する．新規のつながりの距離が 2 の場合をケース 2-a とし，

新規のつながりの距離が 1 の場合をケース 2-b とする． 

ケーススタディ 1 と同様に，見積不確実性に基づき，各変化量ΔCDf に対して，乱数を変

化させ，1,000 種類の見積作業量のパターンを生成し，シミュレーションを行う．また，1,000 回

の試行の総プロジェクト遅延の平均値を基に，コミュニケーションネットワークの各変化量Δ

CDf を評価する． 

6.4.2 ケース 2a : 新規のつながり（距離 2）追加 

表 6-11 に各パターンにおける総プロジェクト遅延について，1,000 試行の平均値，標準偏

差，最小値，中央値，最大値，平均値とベースラインの平均値との差，P 値を示す．平均値と

ベースラインの平均値との差のうち，改善傾向があったものに下線を付与している．また，P

値については，統計的な有意性がいえるものに下線を付与している． 

 結果，4/9 のパターンで統計的に有意なパフォーマンス向上が見られた．特に，機能部

門 div.1 のポートフォリオマネージャーO と機能部門 div.3 の人員 G, H との関係性追加は，

総プロジェクト遅延の短縮に比較的大きな効果があり，人員 H との関係性追加は，平均 31.8

分の遅延時間の短縮が期待される．加えて，総プロジェクト遅延の最大値は 16 時間短縮で

きることがわかった． 
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表 6-11 新規関係（距離 2）追加後の総プロジェクト遅延（時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 9.09 7.91 0 8 82 - - 

1 O-D 9 7.87 0 8 82 -0.09 1.25E-01 

2 O-E 8.96 7.87 0 8 82 -0.13 4.43E-02 

3 O-F 8.97 7.85 0 8 82 -0.12 3.59E-03 

4 O-G 8.59 7.39 0 7 66 -0.5 1.50E-07 

5 O-H 8.56 7.25 0 7 66 -0.53 3.01E-09 

6 O-I 8.89 7.64 0 7.5 66 -0.2 3.96E-07 

7 O-J 9.08 8.19 0 8 89 -0.01 6.28E-01 

8 O-K 9.07 7.88 0 8 82 -0.02 2.83E-01 

9 O-L 9.09 7.89 0 8 82 0 8.94E-01 
 

 

6.4.3 ケース 2b : 新規のつながり（距離 1）追加 

表 6-12 に各パターンにおける総プロジェクト遅延について，1,000 試行の平均値，

標準偏差，最小値，中央値，最大値，平均値とベースラインの平均値との差，P値を示

す．平均値とベースラインの平均値との差のうち，改善傾向があったものに下線を付与

している．また，P値については，統計的な有意性がいえるものに下線を付与している． 

結果，9 パターン中 6 パターンで統計的に有意なパフォーマンス向上が見られた．

ケース 2-aと同様，ポートフォリオマネージャーOと人員 G, Hとの関係性追加は，総
プロジェクト遅延の短縮に大きな効果があり，人員 Gとの関係性追加は平均 75.6分の

遅延時間の短縮が期待される．割合でいえば，13.9%の遅延時間の短縮に相当する．加

えて，総プロジェクト遅延の最大値は 16時間短縮できることがわかった． 
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表 6-12 新規関係（距離 1）追加後の総プロジェクト遅延（時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 9.09 7.91 0 8 82 - - 

1 O-D 8.95 7.87 0 8 82 -0.14 1.25E-02 

2 O-E 8.8 7.78 0 8 82 -0.29 2.46E-08 

3 O-F 8.74 7.49 0 8 66 -0.35 2.47E-07 

4 O-G 7.83 6.98 0 6 66 -1.26 2.04E-27 

5 O-H 7.93 7.1 0 6 66 -1.16 2.72E-24 

6 O-I 8.32 7.7 0 7 86 -0.77 6.31E-31 

7 O-J 8.67 7.84 0 7 86 -0.42 1.03E-12 

8 O-K 9.09 7.9 0 8 82 0 9.75E-01 

9 O-L 9.07 7.88 0 8 82 -0.02 3.77E-01 
 

 

 考察 

6.5.1 ポートフォリオパフォーマンス向上の要因 

ケース 1a，ケース 1b の結果から，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャー

A，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーB の間の距離を短縮することで，

ポートフォリオパフォーマンスは向上した．これは，クリティカルパス上のタスクの所要時間の

総和と納期の差が小さいプロジェクト P1，P2 のプロジェクトマネージャーが A であり，次に同

差が小さいプロジェクト P3，P4 のプロジェクトマネージャーが B であったためであると考えられ

る．表 6-13 に，生産性 1（人時間/時間）で実行した場合の各プロジェクト Pi のクリティカルパ

ス上のタスクの所要時間の総和と納期の差を示す．人的資源の不足が生じ，クリティカルパス

上のタスクが遅延可能な許容時間を意味しており，その余裕が小さいプロジェクトほど，短期

間で人的資源の調整が必要となる． 
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表 6-13 クリティカルパスの長さと納期の差 

Variable Unit 
Portfolio 

 P1 P2 P3 P4 P5 

Project Manager - - A A B B C 

Critical Path  (hour) 108 10 36 70 103 108 

ddi (hour) 130 12 43 84 124 130 

gap (hour) 22 2 7 14 21 22 
 

 

6.5.2 コミュニケーション距離短縮による悪影響 

ケーススタディ 1 において，パターン１（ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネー

ジャーA の距離削減）とパターン２（ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャー

B の距離削減）において全体としてはコミュニケーション距離短縮による効果が示された．し

かしながら，全ての試行において，ベースラインに対して結果が改善するわけではない．図 

6-4，図 6-5 の横軸（総プロジェクト遅延の増分），縦軸（総計画外工数の増分）のそれぞれに

ついて，0 以上となるプロットが存在しており，総プロジェクト遅延および総計画外工数が増加

し，パフォーマンスが劣化する場合があることがわかる． 

コミュニケーション距離が短縮されても，ベースラインに対して，遅延あるいはコストが増加

する場合を類型化すると以下の 3 通りある． 

1 つ目は，比較的納期に余裕のあるプロジェクトに対する人的資源の供給が先行し，納期

が短いプロジェクトの人材不足が発生するケースである．2 つ目は，早期人員リリースによっ

て，スキルセットのミスマッチが発生するケースである．人員リリースのタイミングがベースライ

ンより早くなるため，後続タスクを実行可能な人員をリリースしてしまい，着手不可能となって

しまうケースである．3 つ目は，人員配分タイミングによっては，割り当てられた人的資源のス

キルセットと後続タスクのミスマッチが発生する場合である．早い段階で空き時間のあるスキ

ルの高くない人的資源を割り当てるより，数時間後にスキルの高い人材を割り当てた場合に

プロジェクトが円滑に進むケースである． 

2 つ目，3 つ目の遅延はリリースと割り当てタイミングがベースラインに対して，変化すること

によって発生する遅延であり，早期に人員配分ができることでパフォーマンス向上につながる

ケースも存在している． 
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6.5.3 コミュニケーション距離の削減の組合せ効果 

ケーススタディ 1 の距離増減による総プロジェクト遅延への影響を図 6-6 に，総計

画外工数への影響を図 6-7にまとめる．距離増加の場合を赤の折れ線，距離削減の場合

を青の折れ線で示す．それぞれのベースライン（距離変化前）は，9.09 時間，3.83 人

時間である．ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーA の間のコ
ミュニケーション（O—A）については，短縮の場合に統計的有意に遅延短縮効果，工数

削減効果を確認し，増加の場合に統計的有意に遅延増加影響を確認した．ポートフォリ

オマネージャーOとプロジェクトマネージャーBの間のコミュニケーション（O—B）に

ついては，短縮の場合に統計的有意に遅延短縮効果，工数削減効果を確認し，増加の場

合に統計的有意に遅延増加影響，工数増加影響を確認した．  

 

 

図 6-6 距離変化に応じた総プロジェクト遅延の変化 

（横軸：コミュニケーション距離の変化箇所，縦軸：総プロジェクト遅延（時間）） 

距離増加の場合を赤の折れ線，距離削減の場合を青の折れ線で示す． 
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図 6-7 距離変化に応じた総計画外工数の変化 

（横軸：コミュニケーション距離の変化箇所，縦軸：総計画外工数（人・時間）） 

距離増加の場合を赤の折れ線，距離削減の場合を青の折れ線で示す． 

 
以上から，効果の見込めたパターン１（ポートフォリオマネージャーOとプロジェク

トマネージャーA の距離削減）とパターン２（ポートフォリオマネージャーO とプロ
ジェクトマネージャーBの距離削減）を組合せた設定で再度シミュレーションを実施し
た．具体的には，ポートフォリオマネージャーOとプロジェクトマネージャーA，ポー
トフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーB の間のコミュニケーション
距離を両方とも 1単位小さくした． 

2 箇所の距離削減後の総プロジェクト遅延および総計画外工数を表 6-14，表 6-15，

図 6-8に示す．結果として，平均 170.4分の遅延時間の短縮，平均 0.98人時間の工数

削減が得られた．割合でいえば，31.2%の遅延時間の短縮，25.7%の工数削減に相当す

る．これは，ケーススタディ 1 で最も改善効果の高かったパターン 1 に比べ，総プロ

ジェクト遅延は 56.0%短縮効果増，総計画外工数は 69.0%削減効果増が見込める結果と

なった．このように，コミュニケーション距離削減効果の高い改善点を組み合わせるこ

とによって，より高い効果が得られることが確認できた． 
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表 6-14 距離削減後の総プロジェクト遅延（時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 9.09 7.91 0 8 82  - 

1 O-A, 

O-B 

6.25 6.33 0 4 73 -2.84 6.30E-39 

 

 
表 6-15 距離削減後の総計画外工数（人・時間） 

  mean std min median max diff P-Value 

0 BL 3.82 4.45 0 2 43  - 

1 O-A, 

O-B 

2.84 3.78 0 2 41 -0.98 1.00E-17 

 

 

 
図 6-8 距離削減による総プロジェクト遅延と総計画外工数の変化 

総プロジェクト遅延を青の折れ線，総計画外工数を青の折れ線で示す． 

2箇所の距離削減に関する値を青字で示す． 

（横軸：コミュニケーション距離の変化箇所， 

縦軸：総プロジェクト遅延（時間），総計画外工数（人・時間）） 
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6.5.4 より良い距離削減パターンの探索方法の必要性 

6.5.3 で述べたように，コミュニケーション距離の削減パターンを組み合わせにより，より良い

パフォーマンスを発揮できる場合が存在することが考えられる．本稿では，設定値を一つず

つ変化させ，シミュレーションの結果を確認，比較することにより，より良いコミュニケーション

距離削減点を探索した．今後は，シミュレーションの出力結果をフィードバックし，ポートフォリ

オのパフォーマンスを最大化する距離改善の組合せパターンを探索する手法を開発すること

が重要と考える． 

6.5.5 コミュニケーション距離削減箇所特定と組織実装 

ケース 1a，ケース 1b の結果から，コミュニケーション距離の短縮によって，総プロジェクト遅

延，総計画外工数が大きく削減し，コミュニケーション距離の増加によって，総プロジェクト遅

延，総計画外工数が大きく増加した箇所は，コミュニケーション距離がポートフォリオ全体の

パフォーマンスに与える影響が大きい，つまり感度が高いコミュニケーション箇所を表してい

るといえる．具体的には，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーA，ポート

フォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーB の間の距離がポートフォリオへの影響が

大きいと言える．ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーC の間の距離につ

いては，距離短縮時には統計的に有意な改善効果が得られたが，距離増加時には，総プロ

ジェクト遅延，総計画外工数，それぞれの平均値は削減されており，かつ統計的に有意とい

えない箇所であった． 

以上を踏まえて，プロジェクト進行時においては，特にポートフォリオマネージャーO とプロ

ジェクトマネージャーA，ポートフォリオマネージャーO とプロジェクトマネージャーB との間の

コミュニケーションに注意し，情報伝達が円滑に行われるようにする必要がある．反対に，こ

れらのコミュニケーション以外については，多少の距離増加があっても，プロジェクトポート

フォリオ全体への影響は統計的に有意とは言えないため，優先度を下げて情報伝達の監視

をすれば良い． 

 

6.5.6 追加すべきつながりと人員のスキルセットの関係性 

ケース 2-a，ケース 2-b の結果から，コミュニケーションネットワーク上の新規のつながりの追
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加によって総プロジェクト遅延が短縮することがわかった．ケース 2-b において統計的に有意

にパフォーマンス向上があった人員 6 名の特徴を考察する．ポートフォリオマネージャーとの

つながりの新規追加によって効果が大きかった順に人員 G, H, I, J, F, E となる．表 6-16 は，

表 6-4 を効果順に並び替えたものである．参考情報として統計的に優位な効果ではなかっ

た D, L, K および新規つながり追加の対象ではない A, B, C についても生産性を載せている． 

表 6-16 から，統計的に有意な効果があった人員のスキルセット（タスクの生産性）はプロ

ジェクトの後半のタスクに集中していることがいえる．また，その中でも比較的遅延短縮効果

の大きかった G, H については，プロジェクトの後半のタスクの中で作業量が最も大きいタスク

ai8 の実行スキルを保有している．このことから，プロジェクトが進行していく中で，後半の作業

量が大きいタスクに関するスキル保有者とのコミュニケーションを円滑さがポートフォリオパ

フォーマンスに影響があることが示唆された． 

 

表 6-16 タスク aijの生産性 rij, m（人時間/時間）（効果順に並び替え済） 

Effect 

of new 

relation 

Statistically significant 
Not 

significant 
(Not target) 

Task j G H I J F E D L K A B C 

ai1 1 0 2 0 0 0 0 0 1 1 1 0 

ai2 0 0 2 0 0 0 0 1 1 1 1 0 

ai3 0 0 1 0 0 0 0 1 2 1 1 1 

ai4 0 0 1 0 0 0 2 1 1 2 1 2 

ai5 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 1 

ai6 0 0 0 3 0 0 0 0 0 2 2 1 

ai7 0 0 1 0 2 2 0 0 0 0 2 1 

ai8 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 

ai9 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 1 0 
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 まとめ 

本章では，マトリクス型組織の情報伝達特性をモデル化し，実データを基に作成した情報

システム展開プロジェクトポートフォリオにおいて，改善すべき組織内コミュニケーションパス

を評価した．本ケーススタディを通して得られた知見を以下にまとめる． 

 

l プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いて，マトリクス型組織における改

善すべきコミュニケーションパス，新たに構築すべきコミュニケーションパスを評価で

きた．シミュレーションの結果えられた有効な改善点を実務上実装可能な方法に表

現できたことから，有用性を確認できた． 

l 本研究で提案したシミュレーションモデルにおいて，以下のマトリクス型組織における

情報伝達特性改善指針が得られた． 

Ø ポートフォリオマネージャーと納期が厳しいプロジェクトのプロジェクトマネー

ジャー2 名の間のコミュニケーション距離改善がそれぞれ効果的であった．また，

2 名との距離を同時に削減することで，より大きな効果が確認できた．実務上，

ポートフォリオマネージャーとプロジェクトマネージャーの間のコミュニケーション

について遅延が発生しないように注視し，人員配置に関する情報を円滑に伝達

する工夫がパフォーマンス低下防止に肝要と考えられる． 

Ø 新たに構築すべきコミュニケーションパスを評価した結果，ブローカー機能を保

有するポートフォリオマネージャーとプロジェクト終盤のタスクの実行スキルがあ

る人的資源との新規コミュニケーションパス構築が効果的であるという傾向を得

た．  
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 はじめに 

本研究では，不確実性を含む情報システム開発プロジェクトポートフォリオに対して，フレ

キシビリティを実装する手法を提案した．また，複数の情報システム開発プロジェクトポート

フォリオに対して，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを用いて組織変更設計方

針を検討した．それらの一連の研究を以下の視点でまとめ，それぞれについて考察する． 

 

l 実組織へのフレキシビリティ実装設計手法の評価 

l 組織モデルの表現能力の限界と拡張 

 実組織へのフレキシビリティ実装設計手法の評価 

7.2.1 提案するフレキシビリティ実装設計手法の有効性 

本研究では，組織へのフレキシビリティ実装設計手法を提案した．第 5 章，第 6 章のケー

ススタディを通して，対象のプロジェクトポートフォリオと組織情報を基に，人的資源再配置が

効果的に行われる組織改善方針が得られたことから，提案手法の有用性が評価できた． 

第 5 章では，プロジェクト型組織における情報伝達特性と適切なブローカー機能の配置箇

所の関係性を分析した．定量的な関係性分析の結果，組織の情報伝達特性に応じたブロー

カー機能の配置方針が明確となり，ポートフォリオマネージャーによる中央集権の場合に，

ポートフォリオのパフォーマンスが低下するケースがわかった．ポートフォリオマネージャーと

各プロジェクトマネージャーの間のコミュニケーション距離にバイアスが存在し，最も納期の厳

しいプロジェクトのプロジェクトマネージャーとのコミュニケーション距離が大きい場合は，その

納期の厳しいプロジェクトマネージャーに対してブローカー機能を割り当てることが効果的で

あり，ポートフォリオマネージャーに割り当てる場合に比べて著しく優位な結果となった． 

第 6 章では，定量評価の結果として，マトリクス型組織における改善すべきコミュニケーショ

ンパス，新たに構築すべきコミュニケーションパスを評価した．結果，効果的なコミュニケー

ションパスの改善箇所，追加すべき経路を特定した．また，特定したコミュニケーション改善

箇所を組み合わせることで，よりパフォーマンスが向上することが併せてわかった．加えて，

得られたシミュレーションモデルにおける改善箇所を，実務にフィードバックする方法につい

ても検討した．例えば，コミュニケーション距離を改善方法として，ポートフォリオマネージャー
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とプロジェクトマネージャーの間のコミュニケーションについて遅延が発生しないように注視し，

人員配置に関する情報を円滑に伝達する工夫がパフォーマンス低下防止に肝要と考えられ

る． 

7.2.2 提案するシミュレーションモデルの適用範囲 

本研究では，以下のような特徴を持つ，情報システム開発プロジェクトポートフォリオを対

象に，プロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションモデルを構築した． 

 

l プロジェクトポートフォリオを取り巻く不確実性の中でも，作業工数の見積不確実性が

支配的である 

l プロジェクトポートフォリオに含まれる複数プロジェクト間で人的資源の再配置が可能

である 

l プロジェクトポートフォリオ内の人的資源の再配置を行うため，ポートフォリオ内の人

員間で様々な情報伝達が行われる 

l プロジェクトポートフォリオに含まれる各プロジェクトは，当初計画に基づいて実行さ

れ，当初計画との差異を解消するために人的資源の再配置が行われる 

l プロジェクトポートフォリオに含まれる各プロジェクトの各タスクは，作業者 1 名程度で

実行できる単位に詳細化できる 

 

また，本論文のケーススタディでは，プロジェクト数 3〜5 程度，各プロジェクトのタスク数 10

〜20 程度，作業者数 5〜12 名程度の中小規模の情報システム開発プロジェクトからなるプロ

ジェクトポートフォリオを扱った．この理由としては，一般的に大規模なプロジェクトの場合は

十分な人的資源を確保し，様々な不確実性やリスクを自プロジェクト内で吸収できる場合が

多い．一方で，中小規模のプロジェクトの場合，各プロジェクトにおいては，十分な人的資源

が確保できず，プロジェクト開始後に，ポートフォリオ内の複数プロジェクト間で人的資源を融

通し，不確実性やリスクに応答するフレキシビリティが特に重要となる場合が多いと考えたた

めである． 

しかしながら，上記の特徴を持つプロジェクトポートフォリオであれば，大規模プロジェクト

のからなる情報システム開発プロジェクトポートフォリオの場合でも，他産業におけるプロジェ

クトポートフォリオの場合でも，提案するプロジェクトポートフォリオ実行シミュレーションを適用

可能であると考える．また，本シミュレーションモデルの部分的な拡張により，上記特徴の一
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部を満たさないプロジェクトポートフォリオにおいても，適用可能であると考える．例えば，製

造業においては，作業工数の見積不確実性よりも，工場設備や人的資源の生産性の不確実

性の方が支配的である場合が多い．よって，資源の生産性モデルを拡張し，不確実性を表

現することで，本シミュレーションモデルを適用できる可能性がある． 

7.2.3 提案するフレキシビリティ実装設計手法の適用範囲 

提案するフレキシビリティ実装設計手法の適用のためには，ベースラインモデル構築が必

須である．よって，データを基にしたモデル化，あるいは仮説ベースのモデル化を行う必要が

ある．類似プロジェクトポートフォリオの自動記録データが蓄積された組織であれば，信頼で

きるベースラインモデルが構築できる．また，対象とするプロジェクトポートフォリオの作業内

容に関する有識者がいる場合は，客観性は落ちるものの，仮説ベースでタスク情報を入力す

ることも可能である． 

しかしながら，タスクの関係性がわからない場合や，そもそもタスクに落とし込めないような

問題を扱う場合は，提案手法によってフレキシビリティの実装設計を行うことは難しい． 

 組織モデルの表現能力の限界と拡張 

人的資源の人的再配置に関する情報遅延のモデル化とシミュレーションによって，組織内

のブローカー機能の保有人員の特定や，組織内の優先的に改善すべきコミュニケーションパ

スを特定し，フレキシビリティを向上させるための組織変更指針を得た． 

しかしながら，組織のフレキシビリティに関連する要素は他にも存在する．例えば，

Sanches[5]の提案する資源のフレキシビリティの 3 つの特徴（表 2-1）の中の，資源の適用範

囲は作業者の各タスクに対する生産性によって，資源のスイッチングに要する時間について

は人的資源再配置のための情報授受の遅延によってモデル化した．しかしながら，資源のス

イッチングに要する困難性やコストについては十分に表現できていない．人的資源のスイッ

チングコストを表現するためには，吉村ら[34]が言及するように，人的資源特有の資源の属性

である，学習能力，モチベーション，人的資源間の相性や協調といった要素を表現可能にす

る必要がある． 

提案するフレキシビリティ実装設計手法を適用においては，モデルの世界におけるシミュ

レーションを活用するため，モデルに表現可能な組織要素，またはモデルとして定性的に解
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釈できる組織要素ついてのみ，組織変更の設計が可能である．よって，上記のような，モデ

ルとして表現しきれていない他の組織要素に関する変更指針を得ることは難しい． 

本研究においては，現在の情報システム開発プロジェクトポートフォリオおよびその実行組

織の特徴を表現しうるモデルを提案し，実装した．今後，情報システム開発プロジェクトポート

フォリオのあり方の変化に応じて，モデルを拡張することで変更設計を実施していく必要があ

る．例えば，静的な専門性を持った人的資源の集合ではなく，個々の人的資源の学習能力

や，人的資源の組合せによる相乗効果が重要な要素となる状況下においては，組織モデル

を見直す必要がある．また，情報システム開発プロジェクトポートフォリオに関係する人的資

源情報やプロジェクトの進捗情報がリアルタイムかつ正確にデジタル化され記録されることが

可能となった場合，人的資源の再配置は計算機によって自動化される可能性がある．この時，

組織の情報伝達特性以上に，ブローカー機能の人的資源再配分ルールがプロジェクトポー

トフォリオのパフォーマンスへの影響力を持つ可能性が高い． 

これらのようなシミュレーションモデルの表現能力と実世界における組織特性との差異を迅

速に検知するため，実世界における組織の重要要素とモデルの世界の組織モデルの対応

関係を注視する必要があると考える．そのため，実業務に本手法を適用し，実プロジェクト

ポートフォリオの組織に対する組織設計を行うと同時に，その結果の妥当性をもとに本シミュ

レーションモデルの組織情報を改善するといった，継続的な相互フィードバックが重要と考え

る． 

7.3.1 モデル拡張の方向性（詳細） 

7.3.1.1 ブローカー機能モデルの拡張 

本研究では，単一のブローカー機能のみの配置設計を考えた．また，ブローカー機能とし

ては，人的資源再配置に関する情報授受と資源割当を機械的に実施する機能であった．今

後，複数のブローカー機能の配置およびその間の情報連携をモデル化し，複数ブローカー

機能の適切な構造について評価することで，より現実的かつ効果的な人的資源配分機能の

実現が可能と考えられる．また，ブローカー機能における，人的資源再配置の優先度の変更

や再配置の前提となる情報の完全性の変更などのモデル化を行うことで，現実的な人的資

源再配置が可能となる． 
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7.3.1.2 人的資源モデルの拡張 

本研究では，人的資源は同じ時間帯に単一のプロジェクトにのみ割り当てられるとし，再配

置においては情報遅延のみをモデル化した．今後，各人的資源の複数プロジェクト兼務，プ

ロジェクト間切り替えコスト，さらには同一プロジェクトへの配置継続時間による学習効果や，

人的資源間の相乗効果などを考慮すると，さらに現実的な人的資源の特徴を表現可能であ

ると考える． 

7.3.1.3 情報伝達モデルの拡張 

本研究では，コミュニケーション距離に応じた情報遅延をモデル化した．しかしながら，現

実問題で考えると，人員によっては，正しい情報が伝わらない場合も存在する．今後，情報

遅延だけではなく，情報伝達の正確性に関する不確実性を表現できれば，実際のモデルと

整合度が高まると考える．また，もう１つの拡張の方向性として，情報伝達経路の不確実性や

冗長性の表現が考えられる．本モデルでは，特定人員間の複数の情報伝達経路は考慮して

おらず，最短距離の情報伝達経路を固定的に利用することを仮定している．コミュニケーショ

ンネットワークを確率的に扱い，伝達経路の不確実性や冗長性を考慮したブローカー機能

配置設計も現実的に重要である． 

7.3.1.4 プロジェクトポートフォリオモデルの拡張 

本研究では，プロジェクトポートフォリオを構成するプロジェクト数は一定とした．今後，ポー

トフォリオを構成するプロジェクトの追加や削除などのポートフォリオのダイナイクスのモデル

化を行うことで，ポートフォリオ自体の不確実性を考慮可能となる． 

7.3.1.5 ステイクホルダーのモデル化 

本研究では，プロジェクトポートフォリオを構成するプロジェクトの評価観点は一律とした．

現実的には，遅延が一切許されない場合や，遅延は許容されるが一切のコスト増は認められ

ない場合など，各プロジェクトオーナーの効用関数に応じて，プロジェクトポートフォリオとして

実装すべきフレキシビリティは変化する．今後，ポートフォリオを構成する各プロジェクトのス

テイクホルダーの異なる効用関数をモデル化し，プロジェクトポートフォリオ全体として効用が

最大となるような組織変更設計が重要になると考えられる． 

 



 

 

 
結論 

131 

第8章	結論 
 

 結論 ............................................................................................................... 132 
 今後の展望 .................................................................................................... 133 

 

  



 

 

 
結論 

132 

 結論 

本研究では，不確実性を含む情報システム開発プロジェクトポートフォリオに対して，フレ

キシビリティを実装する手法を提案した．具体的には，作業工数の見積不確実性や，人的資

源の再配置を差配する役割，そして組織内のコミュニケーション距離に基づく情報遅延など

を考慮したプロジェクトポートフォリオ実行シミュレーション機能を開発し，シミュレーションによ

る複数の組織変更案の定量的評価を用いた，プロジェクトポートフォリオ内における効果的な

人的資源再配置を実現可能な，フレキシビリティの高い組織設計を行う手法を提案した． 

また，複数の情報システム開発に関するプロジェクトポートフォリオに提案手法を適用し，

得られた組織設計指針を基に，提案手法の有用性を評価した． 

 

これらの結果として以下の結論を得た． 

 

(i) 組織構造の特性を踏まえた情報伝達遅延時間と人的資源の再配置を差配する役

割（ブローカー機能）を含めた人的資源再配置ダイナミクスのモデル化 

 

プロジェクトポートフォリオに含まれるプロジェクト数や，プロジェクト毎のタスク集合，タスク

間の依存関係，予定納期などを含むタスク情報と，人的資源の各タスク実行の生産性，人員

間のコミュニケーション距離などの組織情報を入力として，プロジェクトマネージャー，ブロー

カー機能，人的資源の間の情報伝達をモデル化による人的資源再配置のダイナミクスを計

算機上で表現することで，各プロジェクトの遅延時間や計画外工数を出力可能なプロジェクト

ポートフォリオ実行シミュレーション機能を開発した． 

また，ケーススタディを通して，組織の情報伝達特性の差異がプロジェクトポートフォリオパ

フォーマンスに与える影響を定量的に評価できた． 

 

(ii) ケーススタディを通したフレキシビリティの組織実装設計手法の有用性評価 

 

 第 5 章，第 6 章のケーススタディを通して，対象のプロジェクトポートフォリオと組織情報を

基に，人的資源再配置が効果的に行われる組織改善方針が得られたことから，提案手法の

有用性が評価できた． 

第 5 章では，プロジェクト型組織における情報伝達特性と適切なブローカー機能の配置箇
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所の関係性を分析した．定量的な関係性分析の結果，組織の情報伝達特性に応じたブロー

カー機能の配置方針が明確となり，ポートフォリオマネージャーによる中央集権の場合に，

ポートフォリオのパフォーマンスが低下するケースがわかった． 

第 6 章では，定量評価の結果として，マトリクス型組織における改善すべきコミュニケーショ

ンパス，新たに構築すべきコミュニケーションパスを評価した．結果，効果的なコミュニケー

ションパスの改善箇所，追加すべき経路を特定し，実務上実装可能な方法に表現できた． 

 

 今後の展望 

今後の展望としては，以下が考えられる． 

・人的資源再配置に関するシミュレーションモデルの拡張と精緻化 

・実組織へのフィードバック結果の実務的な有効性検証 
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